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2002 年 2 月にスリランカ政府と LTTE の間の民族紛争は永久停戦合意が調印され、日本は和
























ぼ困難であるといえます。本論は、中央州 2 地域の 7 つの農園に居住している農園タミル人
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AAFLI  American Center for International Labour Solidarity  
ADB   Asian Development Bank  
AHI   財団法人アジア保健研修財団アジア保健研修所（在愛知県） 
APC  All Party Conference 
AusAID  Australian Agency for International Development 
BOI  Board of Investment 
CARE  Christian American Relief Everywhere  
CBO  Community Based Organization  
CIC  Ceylon Indian Congress 
CICLU  Ceylon Indian Congress Labour Union 
CIDA  Canadian International Development Agency  
CSPA  Coordinating Secretariat for Plantation Areas  
CWC  Ceylon Workers’ Congress  
FAO  Food Agriculture Organization 
EPF  Employment Provident Fund  
FIT  Foundation of International Training 
FLO  Fairtrade Labeling Organizations 
GCE  General Certificate Examination 
GDP  Gross Domestic Product  
GTZ   German Agency for Technical Co-operation (Deutsche Gesellschaft 
  für Technische Zusammenarbeit GmbH)   
HNB  Hatton National Bank Ltd.  
ILO  International Labour Organization   
IMF  International Monetary Fund  
IPKF  Indian Peacekeeping Forces  
ITDG/ODA Intermediate Technology Development Group/Overseas Development  
Administration (U.K.) 
JBIC  Japan Bank for International Cooperation  
JEDB  Janatha Estate Development Board  
JICA            Japan International Cooperation Agency 
JVP  Janatha Vimukthi Peramuna (People’s Liberation Front)  
LJEWU  Lanka Jathika Estate Workers’ Union 
LSSP  Lanka Sama Samaja Pakshaya 
LTTE  Liberation Tigers of Tamil Eelam  
MEF  Mahajan Eksath Peramuna  
MIRJE  Movement for Inter-Racial Justice and Equality  
MTIP  Medium Term Investment Project  
NGO  Non-Governmental Organization  
xiii  
NORAD  Norwegian Agency for International Development 
NOVIB  Dutch Organization for International Development Cooperation 
NUW  National Union of Workers 
OXFAM  Oxford Committee for Famine Relief 
PA  People’s Alliance  
PHSWT  Plantation Housing and Social Welfare Trust  
PRSP  Poverty Reduction Strategy Paper 
RPC  Regional Plantation Company 
RRR  Relief, Rehabilitation and Reconstruction  
Rs.  Rupees （スリランカの通貨 ルピー） 
SARVODAYA       Lanka Jathika SARVODAYA Shramadana 
SATYODAYA    Center for Social Research and Encounter  
SEEDS   Sarvodaya Economic Enterprises Development Service  
SIDA  Swedish International Development Cooperation Agency  
SLCDF   Sri Lanka-Canada Development Fund 
SLSPC  Sri Lanka State Plantation Corporation  
TCM  Tamil Cooly Mission 
TEWA  Termination of Employment and Workmen Act 
UF  United Front  
UPF  Up-country People’s Front 
UPFA  United People’s Freedom Alliances  
UNDP  United Nations Development Programme  
UNHCR           United Nations High Commission for Refugees 
UNICEF   United Nations Children’s Fund  
WB  World Bank  

















為替レート （１ドル＝ スリランカ・ルピー、年平均） 
1975年 1.00 ドル  ＝ 7.007 ルピー 
1980 年     ＝ 16.534 
1985年   ＝ 27.163 
1988年    ＝ 31.81 
1989年    ＝ 36.05 
1990年    ＝ 40.6 
1991年    ＝ 41.37 
1992年    ＝ 43.83 
1993年    ＝ 48.25 
1994年    ＝ 49.25 
1995年    ＝ 51.25 
1996年    ＝ 55.27 
1997年    ＝ 58.99 
1998年    ＝ 64.59 
1999年    ＝ 70.39 
2000 年   ＝ 75.78 
2001 年    ＝ 89.36 
2002 年     ＝ 95.66 
2003 年     ＝ 96.52 
2004 年     ＝ 101.19 
2005 年     ＝ 100.49 
 
(出所)「スリランカ 主要統計」『アジア動向』1989 年度、1995 年度、1998 年度、 
2005 年度、2007 年度、アジア経済研究所  
（源出所）1988 年～1992 年：Central Bank of Sri Lanka, Annual Report 1994,他。 
1993 年～1997 年：Central Bank of Sri Lanka, Annual Report 1998. 
1998 年～2003 年：Central Bank of Sri Lanka, Recent Economic Development 
                          Highlights of 2004 and Prospects for 2005.               
     2004 年～2005 年：Central Bank of Sri Lanka, Recent Economic Development 
Highlights of 2006 and Prospects for 2007.  
 
 






























と類型された６。（下記の第 5 節「5－2」を参照。） 
「農園タミル人」という名前は通称で、彼らは「インド・タミル人」の中の下部民族集団













1972 年に政府はイギリス自治領から完全に独立し、国名をスリランカ共和国（Republic of 























































































いった。2 つの制度は年季契約労働制度（indenture labour system）８とカンガーニ制度
（kangāni system）である。カンガーニ制度はスリランカに独自に発祥したといわれている
制度である。（「カンガーニ制度」および「カンガーニ」については、下記の第 5 節「5－4」
















1974・1977； Samarasinghe 1988）。スリランカの歴史学者であるデ・シルバ（De Silva 1981）
はスリランカの歴史の大きな流れの中で農園タミル人の問題を取り上げている。 
スリランカにおいてイギリス植民地政策の下で本格的なプランテーション経済はコーヒー







問のブロウネ（Major G.St. J.Orde Browne 1943）は、スリランカの農園の労働生活環境に



































ことを明示している（平島 1989; 絵所 1999）。K.ジャヤワルデナ（Jayawardena,K. 1984）
は 1970 年代後半の経済不況の中で、社会福祉政策から排除された農園の女性と子どもの苦境
について論じている。国際労働機関（以下、ILO と記す。）の女性１２・労働・開発シリーズ
の一部として、クリアンは 55 の農園の 352 人の女性を対象として 3 ヶ月にわたるインタビュ
ーに基づいた報告書を 1982 年に発表している（Kurian 1982 邦訳）。 
人類学者はフィールド調査により農園タミル人の実態を明らかにしている。ダニエル
（Daniel 1993）は 1970 年代と 1983 年から 1984 年にかけてのフィールド調査に基づいて、
農園タミル人の言葉の中に暗示されている彼らの苦境について論じている。同じくホラップ
（Hollup 1994）は 1982 年から 1984 年のフィールド調査に基づいて、拘束された労働者とし
て全体的に纏めている。 
農園タミル人労働者の労働組合であり、また政党でもあるセイロン労働者会議（Ceylon 






(1978・1985)、ワルガマ（Walgama 1978 邦訳）、ホラップ（Hollup 1991）が整理している。 
一方、シンハラ人とスリランカ・タミル人の間で、1950 年代中葉より民族対立は暴動化す






























は中止されるようになった。スリランカ全国農園労働者組合（Lanka Jathika Estate Workers 
Union；以下、LJEWU と記す。）は CWC と並ぶ大手労働組合である。LJEWU とアジア―アメリカ
自由労働団体スリランカ事務所（Asian-American Free Labor Institute Sri Lanka Office；







れている（Amerasinghe et al. 1993; Manikam 1995; Shanmugaratnam 1997）。1997 年にダ
ンハムらは紅茶農園部門の 1995 年時点の状況と、2005 年までの中期的に予測可能な労働状





り、政府や紅茶産業部門関係者の間で問題として認識されるようになる。2002 年の ADB 農園
開発事業の資料の付記に、「社会分析」（Social Analysis）として、農園タミル人労働者の歴
史社会経済的諸問題が概説されている（ADB 2002,pp.38-41 Appendix 7.）。また、2002 年に
世界銀行（以下、WB と記す。）はスリランカの貧困削減プログラムの報告書（Sri Lanka Poverty 


































や人民解放戦線《Janatha Vimukthi Peramuna (People’s Liberation Front)；以下、JVP
と記す。》の問題に関する先行研究は出されている。また、社会情勢が悪化していく中で農園
タミル人に向けられた暴力の問題は、上記のように先行研究の中で論じられている。しかし、
1990 年代後半頃から 2000 年代前半の頃に、スリランカの社会情勢が農園タミル人に直接的
または間接的に、どのように影響を与えているかについての調査研究は行われていないとい
える。 




















































活動領域と力を増大させていることが指摘されている。しかし、本書では 1991 年の NGO ダ
イレクトリーに記載されている国内の開発 NGO の小さな会員制組織のひとつとして、「農園労
働者の組織」の名が掲げられているに留まっている２１（Wickramasinhe op.cit., p.82）。 
中村はスリランカの農漁村に胎動している「内発的な地縁技術と結合した、地域自立運動」
のいくつかの事例を記しながら、このような運動が発展していくための問題点を提示してい






している（Ponnambalam 1983,p.223）。また、上記の 1990 年代前半までの農園の教育につい
て論じているリットルは、教育分野での海外援助組織と国内 NGO による支援活動について記
述している（Little op.cit.,pp.197-199, pp.204-214, pp.225-235）。 














関心の対象とはならなかった。」(ibid., 1 頁)、と指摘し、『国際移動の歴史社会学 ―近代












































































他方、NGO は大きく北の国際 NGO と南の国内 NGO があり、両者の関係性のあり方について





の役割について、「世界の開発援助機関の中で NGO との関係において先駆性があるカナダ」(高 


















































































































開発分析を行なうことが受け容れられるようになった（Arce & Long 2000,p.1)。そして、社
会開発事業の方法論として、人類学の研究に基づく「参加型開発」が取り入れられるように
なる。近年では住民自身が開発過程に参加し学びながら行動することを重視する方法論へと







































で開催された「国連環境開発会議」である（馬橋 1997,64 頁）。続いて、1994 年にカイロで
開催された「世界人口会議」、1995 年に北京で開催された「第 4 回女性会議」などにおいて
参加NGOや市民団体数は増加し、時にはNGOなどの主張が勝利するという流れが顕在化した。






























第 5 章）。しかし、グローバル市民社会が拡大する動きの中で、極近年に国際 NGO や大きな
NGO と地域社会の中の小さな地元 NGO の間に問題が生じるようになっていることを明らかに















ワメント状態)であると定義している（Friedmann 1992 邦訳,99 頁）。フリードマンは、ほと
んど、あるいはまったく力を行使できない人びとのエンパワメントを、社会的、政治的、心
理的という 3 つの形態に特定し、3 つの形態のエンパワメントが相互に作用して螺旋状に進













































本研究は 2 つの研究方法をとっている。第 1 の方法は、既存の文献、先行研究、および関
係資料に基づいている。民営化改革とその後の民営化改革推進事業に関しては、公表されて
いる ADB、WB、および JBIC の関係資料に基づいている。 
第 2 の方法は現地における調査である。現地調査について以下に記載する。 
 
現地調査 
 現地調査は 4 回（2000 年 8 月、2002 年 3 月・11 月-12 月、2003 年 7 月-8 月）行った。（現
地調査日程は「付属資料１」に記す。） 
尚、筆者は中央州の紅茶農園と農村の人びとと共に小さな NGO 活動を行ってきた。1987 年
から 2001 年の間にほぼ毎年、年に 1－2 度、1－2 週間の短期間であるがスリランカを訪問し
ている。その間の経験を通じて得た知見や人びとの声、収集した資料も本研究に活用する。 
４－１．調査の対象地域と選択理由 
（１） 都市部と町  
西部州のコロンボ（Colombo） 
中央州（Central Province）キャンディ県（Kandy District）のキャンディの町 
中央州ヌワラ・エリヤ県（Nuwara Eliya District）の町  
コロンボはスリランカ最大の商業都市である。キャンディ県はコロンボの北東約 90 キロの中










（車でおよそ 5 時間から 6 時間）を要する。キャンディからヌワラ・エリヤの中心地である
ハットンの町までバスでおよそ 4 時間を要する。 
 
（２）紅茶農園地帯の紅茶農園と農村 ―中央州の 2 地域 





①キャンディ県（Kandy District）パサドゥンバラ（Pathadumbara D.S.Division）の 
ワッテガマ（Wattegama G.N.Division）、およびパンウィラ（Panwila D.S.Division）の 
紅茶農園と農村部である。 
ワッテガマはキャンディとの間の定期バスの発着場がある大きな町である。ワッテガマ






農園（スモール・ホールダー）の 3 形態の農園が混在している。現地調査では 3 つの形態
の 4 つの農園（質問紙調査は 3 農園）を調査した。 



















NGO[I]～［VII］）：リーダー（5 名）、およびスタッフ（8 名）。 
②国内 NGO[I]と[VII]の会員、および NGO 活動が実施されている農園の居住者 
③ハットンで NGO 活動を実施している国内 NGO[II]の会員である村民：3 名 
④農園地域で NGO 活動を行っている国際 NGO の担当者 
Care Sri Lanka キャンディ事務所、FIT(Foundation of International Training) キ
ャンディ事務所、WUSC Kandy (World University Service of Canada)、OXFAM (Colombo), 












③農園タミル人労働者の労働組合である CWC(Ceylon Workers’Congress)コロンボ本部： 
管理層とスタッフ：4 名 
④パンウィラのタミル語学校 
K/W/Vigneswana T.MU Panｗila：校長、副校長、教師 2 名。 
K/P/Sivanaswara Tamil Vidyalayam：校長、教師 2 名. 







①Sri Lanka Tea Board、Ceylon Tea Promotion Division 
②Ministry of Plantation Industries、Plantation Reform Project 
③Ministry of Interior, Dept. of Census & Statistics 
④Ministry of Finance & Planning 
⑤Asian Development Bank 
 
５）Hatton National Bank Limited (Colombo)  
マイクロ・ファイナンス事業担当マネージャー:1 名、 
マイクロ・ファイナンス事業のスタッフ 
コロンボ近郊の支店(Maharagama Branch)：1 名、キャンディ支店：1 名 
















[A]農園会社の農園から車で約 10 分の奥まった地域にある。） 
ノーウッド（2 農園） 
[D］農園会社：ノーウッドの麓に位置する町（Main Street）からおよそ 10km、茶園だ
けが連綿と続く山道を車でおよそ 30 分のところに所在している。 





5 つの農園の調査対象者内訳 ― サンプル数 総計 252 名 （男性 96 名・女性 156 名）  
 
年齢別：a グループ（15－20 歳) － 78 名（男性 31 名・女性 47 名）(内、学生 39 名) 
b グループ（21－40 歳) － 121 名（男性 39 名・女性 82 名） 
c グループ（41 歳以上）－ 53 名（男性 26 名・女性 27 名）  
職業分類:「学生」「農園の労働者」「農園の仕事以外」 
「無職（主婦・失業者・求職中・年金生活・家事手伝い、など）」の 4 分類 
パンウィラ   [A]農園会社 －  87 名（男性 24 名・女性 63 名） 
         [B]公営農園 －  65 名（男性 33 名・女性 32 名） 
         [C]民間農園 －  18 名（男性  8 名・女性 10 名） 
       内 学生          26 名（男性 8 名・女性 18 名） 
          農園労働       82 名（男性 24 名 ･女性 58 名） 
          農園の仕事以外   22 名（男性 13 名・女性  9 名） 
          無職         40 名（男性 20 名・女性 20 名） 
  ノーウッド [D]農園会社   －  45 名 (男性 18 名・女性 27 名) 
        [E]農園会社   －  37 名 (男性 13 名・女性 24 名) 
       内 学生       13 名 (男性 6 名・女性 7 名) 
         農園労働者    52 名 (男性 19 名・女性 33 名) 
         農園の仕事以外  4 名 (男性  2 名・女性 2 名) 






農園 　［A］ 農園会社 ［B］ 公営農園 ［C］ 民間農園 ［D］ 農園会社 ［E］ 農園会社
農園の形態・歴史 1992年に農園会社 公営 以前、公営農園 1992年に農園会社 1992年に農園会社




教育環境 農園内(設備良好） 最寄の町 農園内(設備良好） 農園内 農園内
文化的環境 ヒンドゥ-寺院 ヒンドゥー寺院：4 寺院 寺院 寺院
住環境 良好。 ほとんど古く悪い。 非常に悪い。 悪い。 悪い。
1) 住改善環境 公営に転換後。 1980年以降。 何年も無し。 1992年開始。 ー
　　　　開始時期
2）住環境改善支援 住民による協力。 1990年開始。　 ー 部分的に無料支給、
　（材料支給など）要請により、議会 材料供給 　またはローンで支給。
　から必需品支給 住民無償共同作業 　無料労働奉仕。
3）電気設備 有 有 無 有 無
4）水道 有 不十分 無 有 タンクに貯水
5）テレビ普及率 住民世帯の40% 高い 無 殆どの世帯で所有。 5%
タミル人と　 英国人が退出後、 事務職員： フィールド・ 事務職員： シンハラ人の
　シンハラ人の 　シンハラ人の 　シンハラ人 　オフィサーは 　シンハラ人75% 　ワーカーは
　割合 　スタッフの増加   タミル人。 　　タミル人25% 　ほとんど




農園内住民組織 宗教／開発委員会 ー ー ー 寺の委員会
NGO活動の有無 国内NGO 国際NGO 国内NGO 国内NGO 国内NGO 
(出所）[A]：農園居住の長老D氏、[B]：事務所チーフ・クラーク、[C]：農園内の学校教師・国内NGO,
　 　　[D]：事務所チーフ・クラーク、[E]：国内NGO、それぞれへの質問紙調査（2002年11－12月・2003年7－8月）






２）国内 NGO 関係者 
①国内 NGO[I]の会員([D]・[E]農園居住者)： 27 名 























年 3 月 25 日)、ヌワラ･エリヤ県ハットンでは副フィールド・オフィサーのクォーター(2002
年 3 月 28 日)、ノーウッドでは NGO リーダー(妻は助産婦であるため)のクォーター（2002 年
12 月 3－6 日、2003 年 7 月 19 日－21 日)に宿泊した。 









































部・東南部は乾燥地帯、南西部を湿潤地帯として区別される２９。乾燥地帯は面積の 4 分の 3
を占め、ここにスリランカの総人口の 30％から 40%が暮らしているといわれている（足立
1987,9 頁）。 





域とタミル民族が多いジャフナ（Jaffna）半島および東部沿海地域の 3 つである。 
（２）歴史（中世以前まで） 
スリランカには、仏教僧侶により執筆された『島史』（Dīpavamsa,ディーパーワンサ、4.5
世紀）と、『大史』（Mahāvamsa,マハーワンサ、5 世紀）の 2 つの正史がある。『大史』（建国
説話第 6 章）によれば、スリランカは、インドのクシャトリア出身の王の皇女と、獅子（シ
ンハヤー）の間に生まれた息子シンハバーフ（Shinhabāhu）の長男ヴィジャヤ（Vijaya）が









（Anurādhapura：前 2 世紀頃－11 世紀）とポロンナルワ時代（Polonnaruwa：11 世紀－1255
年）には灌漑農業と仏教を中心に成立していた。しかし、タミル人勢力におされて南下して
いった。中世には、シンハラ人仏教徒のコーッテ王国《Kingdom of Kōţţe (コロンボ近くの
西部海岸)：1371 年－1597 年》と、キャンディ王国《Kandyan Kingdom３２（中央高地）：15
世紀－1815 年》、そして、タミル人のヒンドゥー文化のジャフナ王国《Kingdom of Jaffna（北
部ジャフナ）：14 世紀－1620 年》の 3 つの独立した王朝が存在していた。 



























































フナ王国の最後の王（Cańkili II；1616－1620）はポルトガルによって滅ぼされた（De Silva 
1981,p.570）。 



































上記の K 氏は、「私たちは pure Tamil language を話しますが、南インドのタミル人のタミ


























る。「インド・タミル人」という用語ではなく、独立後に、「Tamils of Indian Origin」、「Indian 















分され、栽培される紅茶の種類も異なる。海抜 2,000 フィートまでは低地（low-country ま
たは low-grown areas）、2,000 フィートから 4,000 フィートまでは中地（mid-country また





1996 年の調査報告書に引用されている農園産業省（Ministry of Plantation Industry）





ヌワラ・エリヤ、バドゥッラ、ラトナプーラは全国の紅茶栽培地の 4 分の 3 以上を占めてい





























もともと労働力水準は低いが、5％以下の緩慢な減少であった。(Dunham et al.,op.cit., 
p.29・p.29 Table 4.3４０） 
ダンハムらが引用している PHSWT（Plantation, Housing and Social Welfare Trust）に
よれば、1995 年 12 月 31 日に農園居住労働人口は全体（民営化されていない JEDB と SLSPC











1972 年と 1975 年に実施された土地改革により 20ヘクタール以上の紅茶農園は全て国有化
され、公営農園となった。一方、20 ヘクタール以下の面積の農園はスリランカ人の個人所有
の民間農園（スモール・ホールダー）として残された。1992 年に、公営農園は 160,465 ヘク 
タール（72％）、20 ヘクタール以下のスモール・ホールダーの所有面積は 61,371 ヘクタール
（28％）であった（WB 1997,p.47）。  
1992 年の民営化改革以降に農園は 4 つの形態となっている。①「農園会社」―民営化改革
によって形成された農園、②「公営農園」―1992 年以前の 5 年間に生産量が継続してヘクタ
ール当たり 1,000kg 以下の紅茶農園は公社の農園として残された（Loh et al.,2003,p.730）、
③「スモール・ホールダー」（small-holder）―個人または民間企業が所有している農園（4











る所もある。およそ 2－3 棟のライン・ハウスがまとまって茶園の中に点在している。 
それら数棟のライン・ハウスの居住者たちは農園タミル人の生活共同体としての最小単位






























参照。）がない分だけ給与が高く、規定がないため長時間働くこともできる（Dunham et al. 
op.cit.,p. 40）。また、本論の調査対象農園の[C]民間農園で働いているプラッカーの多くは、
近隣の公営農園や農園会社で働いていたが、労働規定により退職した人びとである（[C]民間
農園の隣接地に所在するタミル語学校の校長からの聞き取り、2003 年 7 月 25 日）。 
プランテーション（Plantation）：「プランテーション」は大規模な面積の土地で、非熟練労
働者の労働集約による換金用単一作物栽培を行う農業の経営様式、また経済を意味する。必
要な労働力は、大規模農園ではココナッツの場合は 10 エーカー当たりおよそ 1 人であるが、
紅茶の場合は１エーカー当たり 1 人程度 (De Silva 1981,p.288)、といわれている。 
スリランカではイギリス植民地時代に世界経済システムの中で、紅茶、ゴム、椰子、香料































として被雇用者に支払われる制度である（ADB 1995,p.4; Hollup 1994,p.148 note 11.； [A]
農園会社の農園居住の長老 D 氏からの聞き取り、2002 年 3 月 25 日）。 
管理会社（Agency House）：1970 年代初期に実施された土地改革以前までは、大規模な農園 
は主にヨーロッパ人が経営する会社が所有していた。土地所有者に代わって、実際に農園を








                                                  
１ 国名は、1972 年にセイロン（Ｃeylon）からスリランカ共和国（The Republic of Sri Lanka）に、1978
年にスリランカ民主社会主義共和国（Democratic Socialist Republic of Sri Lanka）に変更された。本
論では国名は「スリランカ」で統一する。但し、固有名詞の場合は「セイロン」を用いる。 
２ 人間開発指標は、出生時平均余命、成人識字率、一人当たり実質 GDP の 3 つの指数で示される。 
３ 例えば、WB のストリーテンらはスリランカの基本的ニーズが充足されていることを賞賛している。 
経済成長を犠牲にしなくても、一人当たり低い所得であっても、基本的ニーズを充足させることが出来
る。例えば、スリランカでは、一人当たり所得は 200 ドルであり、1960 年から 1970 年の間の成長率は 2%
であるが、平均余命は 69 歳である。（Streeten et al,1981,pp.4-5） 
４ 1960 年代、政府支出の約半分が、基本的に無料の教育・医療サービス、食料補助・交通費補助などの
社会福祉に向けられた（Jayawardena,L. 1974,p.277）。社会福祉策が優れた人間開発に効果をもたらした
とされている。1950 年代後半から 1980 年代に、政府経常収入の約 3 分の 1 は農園部門からの税収入であり、
その中でも紅茶は高い割合を占めていた（平島 1989、253 頁）。2002 年においても、GDP の 2.4%(Central Bank 
of Sri Lanka, Annual Report 2002,p.86)と、外貨獲得・政府歳入・雇用の大きな比重を占めている。 
５ 「estate Tamil」という名称が用いられる場合もある（例えば、先行研究では、Daniel 1993, Shastri 
1999, Bass 2001 など）。 
６ クレイグの引用による 1911 年の人口統計によれば、当時のインド・タミル人はスリランカの総人口の













１０ Times of Ceylon は 1843 年 2 月 4 日より発刊された（Moldrich op.cit,,p.X）。 
１１ 1931 年インドの人口統計に記載されているスリランカの農園へ移動したインド人の出身地域別表によ
れば、トリチノポリ（Trichinopoly:30%）、セーラム（Salem:18%）、タンジョール（Tanjore:10%）である
《Census of India, 1931 (Madras), p.85。》(Jayaraman,1967:333,Table 4．）。中村は、トリチノポリの農
村部を調査している。 
１２ 邦訳では「婦人」と記されているが、本論では「女性」と記す。 
１３ LTTE は北東部地域の分離独立を主張するスリランカ・タミル人の一部過激派組織である。1983 年か
ら 2002 年に政府と LTTE の間で激化した民族紛争では、6.5 万人以上の犠牲者と、およそ 80 万人の国内難
民を出したといわれている（JBIC 2003,22 頁）。 




                                                                                                                                                           
った（Hollup 1994,p.190）。 
１５ 田中は 1983 年の暴動の前後にコロンボ近郊のタミル人ヒンドゥー教徒が 87％を占める漁村であるウ
ッダプに滞在していた。田中は暴動後の町の若者の行動について次のように記している。 





のであった。（田中 1993,188 頁） 
１６ JBIC は脚注で、「プランテーション･セクターで起きたことのポジティブな評価は、必ずしもすべての
問題が解決されたことを意味しない。このような対立は、そういう意味では決して解決されないものであ
る。」と記している。（JBIC 2003,33 頁 脚注 27．） 
１７ JBIC の以下の引用による；Bush, Kenneth David 2001; Peace and Conflict Impact Assessment (PCIA) 
of Swedish Development Cooperation with Sri Lanka,  Sida. (JBIC 2003, p.42 note 31.) 
１８ http://www.uncrd.or.jp/ja/pub/ar/ar2006_j.pdf 2007 年 12 月 18 日。  
１９ 国連地域開発センター広報室によれば、スリランカ担当者がワークショップ後に退職したことによる。
（2007 年 12 月 18 日、筆者の電話による問い合わせ。） 
２０ ウィクマラシンハの本書は、国際金融機関、人道的救援組織、北の NGO はスリランカの政治経済を再
組織化しているだけでなく、国境を越えたネットワークを通じて、スリランカを新しい文化的、イデオロ
ギー的世界秩序の中に統合しつつある（Wickramasinghe op.cit.,p.13）、と論じている。 
２１ ウィクラマシンハは、「1991 年の Development NGOs of Sri Lanka. A Directory (revised edition), 
Colombo:IRED に記載されている、社会開発や農村開発を行っている 293 の国内開発 NGO は、主に身体障害
者、漁師、農園労働者、または協同組合などの小さな会員制組織であるようだ。」（ibid.,p.82）、と記して
いる。 
２２ 例えば、1995 年の OECD の DAC 諸国の NGO を通じた ODA 額の割合は、ノルウェーは 24.6％、スウェー
デンは 19.3％、カナダは 9.2％である（高柳 2001,9 頁、表 0－1、出所：高柳彰夫 1998 年『北側諸国にお
ける NGO 政策』馬橋・斉藤編）。 
高柳は、現在 DAC 諸国の NGO は約 30％を開発援助機関からの資金に依存していると見られ、NGO の開発
援助機関への資金的依存は高まる傾向にあることを指摘している（ibid.,9 頁）。 
２３ 1959 年 7 月に国連の経済社会理事会は始めて社会計画（social planning）という言葉を使いつつ「社
会計画および経済計画、社会施策および経済施策の相互依存性ならびに社会開発および経済開発の究極の
目的が民衆の幸福にあることを承認」した。そして纏められた「世界社会情勢報告、1961 年」(The Report 
on Social Situation, 1961）は「社会開発と経済開発の均衡」という副題をもっている。（United Nations 







２４ 例えば、今日、社会開発事業の実践の場において社会開発の方法論として認知されている PLA 
(Participatory Learning and Action) は住民のエンパワメントを重視する考えに基づいている。PLAでは、
開発プロセスを住民に委ねることで、そのプロセスを通じて住民から開発のエネルギーが生まれるのであ
り、これがエンパワメントということであると理解されている。この意味において、エンパワメントは PLA
の目的であり必要な手段であると考えられている。(勝間 2000／2003,210 頁) 
勝間によれば、 開発のアプローチは、1970 年代後半から 1980 年代にかけて RRP(Rapid Rural Appraisal：
簡易社会調査)が大学を中心として発展した。この手法は外部者が必要とする情報を抽出するための「手法｣
に重点が置かれている。RRP 手法は、1980 年代後半から 1990 年代にかけて住民主体に転換するという意図
から、最初の R を P(Participatory)に置き換えて PRA(Participatory Rural Appraisal)となった。手法は













                                                                                                                                                           
２６ フリードマンはパワー(力・権力)とは物事を思い通りにすることのできる能力や影響力のことをさし






（ibid.,4-6 頁・73-4 頁） 
２８ 気温は、低地（Low country）では摂氏 24.4 度から 31.7 度、高地（Hill country）では摂氏 17.1 度
から 26.3 度である（Central Bank of Sri Lanka 2002）。 
２９ 季節風は島の中央部高地にぶつかるため、北東モンスーン（11 月－3 月）は全土に雨を降らせるが、
南西モンスーン（5 月－9 月）は南西部に限定されるため、北東部・東南部は降雨量が少なく乾燥地帯とな
る。乾燥地帯と湿潤地帯の境界線を決める方法では、一般的に年間降水量が 75 インチ（1,875 ミリ）の線
とすることが多い。また乾燥地帯は、スリランカの湿潤地帯に対する相対的なもので、南インドの乾燥地
帯ほど乾燥していないが、両地帯の間では森林や農業の形態に大きな差が見られる。（足立 1987,6-8 頁） 
３０ 『大史』と、その続編である Cūlavamsa の両書とも、仏教の僧侶（bhikkhus）による史書であるため、
当然のことながら、仏教思想に基づいている (De Silva 1981,p.3)。 
３１ ヴィジャヤ来島時期を仏陀入滅の時期とするのは、『大史』がスリランカはシンハラ仏教徒の国であ
ることを正当化しようとする偏重にある（ibid.,pp.3-4）、と指摘されている。 
また、仏陀入滅年説については、前 544 年から 383 年まで 150 年の開きがあり、前 483 年説（杉本 1987,31
頁 注）、など諸説があり、従ってヴィジャヤ来島の時期も諸説ある。 













































(Malalasekera, G.P. and Jayatilleke, K.N., 1958, Buddhism and the race question, UNESCO, p.40 f; 
Wijesekera, O.,H. de, Buddhism and Society, Colombo: Bauddha Sahitya Sabha, no date p.5.)。にも
かかわらず、スリランカの教団は、今日カースト制度の強い影響を受けている。（前田 1969, 308-310 頁） 
３６ シンハラ人社会のカースト制度は多くの人がゴイガマであることが特徴であるといわれている。 
３７ スリランカの政治指導層はゴイガマに独占されており、1960 年自由党総裁となった C．P．デ・シル
バは、ゴイガマ出身でないため、党内で軽視されたといわている（藤井 1970,24 頁）。 
３８ Ｌ.サバラトナムは、17 世紀末のオランダ人観察者である Baldaeus の下記の記録に基づいて、ヴェッ
ラーラは土地と村の強制労働を支配する世襲の特権のために、最も力のあるカーストであったと記してい
る。True and Exact Description of the Great and Island of Ceylon. first published in 1962, now in 
Ceylon Historical Journal 1960 ,p.354)（Sabaratnam,L. 2001,p.43）。 
 ジャフナにおけるヴェッラーラ・カーストは、シンハラ人社会におけるゴイガマ・カーストに匹敵する
（ibid.,p.49）。 
３９ 1988 年の 2 つの公社のうちの 1 つである Sri Lanka State Plantation Corporation (SLSPC)所属の
農園（紅茶、ゴム、ココナッツ）の農園居住労働者およびスタッフは合計 366,426 名である。その民族別
人口、および割合は、タミル人（289,815 人・88％）、シンハラ人（34,779 人・11％）、ムスレム（4,388 人・
１％）、その他（285 人・0.1％），不明（37,159 人）である。（SLSPC 1991,p.21, Table 19.） 
４０ 出所は、PHSWT の農園の人口調査資料を纏めたものである。同数字は紅茶だけを栽培している農園の
労働供給に関するデーターである。（Dunham et al.,op.cit.,p.29） 
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第 1 節 「農園タミル人」集団の形成と特徴・政治社会経済的状況 
１－１．独立前後までを中心に 
１－１－１．スリランカ紅茶産業と世界経済システム 
（１）東西２つの「三角貿易」の産物 ―「紅茶文化」  


























































た。1796 年からオランダとイギリスによる 2 重統治の後、1798 年 10 月にイギリスの初代文
官総督ノース（The Hon.Frederick North）が任命されたが、総督はイギリス国王と東インド
会社の双方の統制下におかれるという変則的な制度であった。1802 年 1 月 1 日に東インド会
社の管理は廃止され、スリランカは正式にイギリス本国直轄領へと移行し、イギリス王国植
民地セイロン（British Crown Colony of Ceylon）となった。1802 年 3 月にアミアン条約（Peace 
of Amiens）により、スリランカにおけるオランダの所有権は最終的にイギリスに譲渡された。
（中村 1978,273 頁; De Silva 1981,p.210・p.219; Mills 1933,p.41） 
スリランカの最後の王朝であったキャンディ王国は 1815 年にイギリス王国に併合され
（Mills op.cit.,p.61）、1818 年にスリランカ全島の覇権がイギリスに奪われた。 







開始された１１。ジャマイカでコーヒー栽培について学んだティトラ （ーR.B. Tytler）は 1837
年頃にその方法をスリランカに導入し（ibid.,p.227）、コーヒー栽培が利益のある事業であ







Lands Encroachment Ordinance No.12, 1840）、コーヒー農園の経営を試みる人びとに土地を











展した（De Silva 1981,pp.270-271）。１４ 
ところがコーヒー産業がピークを迎えた 1868 年に、コーヒーの葉の病気であるさび病
（ hemalia vextatrix） １５ が発生し、コーヒー栽培地域に急速に広がった（ Mills 
op.cit.,p.245）。およそ 1882 年までにさび病は島中に広まり、コーヒー産業は 1886 年に実
質的に終焉した（Craig op.cit.,p.227）。１６ コーヒーが壊滅した後、1873 年頃から本格
的に栽培されるようになっていた茶１７の生産が広まった。1882 年から 1914 年までの 30 年
間に、茶の生産量は約 194 倍、栽培面積は約 32.5 倍、生産額はおよそ 152 倍にと飛躍的に増












的に調達できたことで可能となった。（Mendis op.cit.,p.83; Mills op.cit., p.175） 




力への畏怖により従っていた２１。(杉本 op.cit.,69－70 頁； De Silva 1981,p.244) 
道路建設にこのラージャカーリヤ制度が使われた。ミルズはラージャカーリヤ制度がなけ
れ ば バ ー ン ズ 総 督 時 代 の 初 期 の 道 路 建 設 は 完 成 で き な か っ た で あ ろ う （ Mills 
op.cit.,p.224）、と記している。しかし、1833 年にコールブルーク（W.M.G.Colebrooke）と











していった。 (澁谷 1985,74 頁； De Silva 1981,p.293） 




































例えば、1934 年に勤労者保障法（Workmen’s Compensation Ordinance）が議会を通過し、
また妊産婦を対象とする援助計画が始まった。1942 年に米の価格を保障して米生産を奨励す





p.472・pp.476-477・p.495）２９    
しかしながら、そのような優れた社会福祉策の財源を確保するために貢献してきた紅茶産
















tribe）を意味する Koli を起源としている。一方、タミル語の kuli（賃金）から発した言葉
とする見解、またはポルトガルの辞書の Glossario Luzo-Asiatico は Colé (the hill people)

















































入れがたい封建主義的遺産であるとした。（Mills op.cit.,p.37; Moldrich op.cit.,p.15） 
そして上記のように、1833 年のコールブルークらの勧告に基づく近代化改革によってこの
制度は廃止された。ラージャカーリヤ制度は廃止されたが、その一方で、1848 年に道路法



















か賭け事のための金が欲しいためであり、9 ペンスか 1 シリングの日賃を受け取れば、直ぐ

















































ら労働力を調達する方法が制度として定着していった。(Moldrich op.cit.,pp.31-32)   










Tinker 1974,p.187; Kondapi pp.32-34） 




の新規法案（Ordinance No.11 of 1865）が、1884 年には農園における農園主の第 1 の義務
はいかなる労働者に対しても賃金が支払われるべきこととする Cooly Wage Bill（Ordinance 
No.16 of 1984）が制定された（ibid.,pp.66-69）。 
1898 年に農園主はカンガーニに支払う渡航費用前金を管理し、労働力を確保するためにセ



















するシンハラ人の声を否定してきたのであった（川島 1996, 72 頁・74 頁）。しかし、「スリ
ランカ人のためのスリランカ」という声の中で、シンハラ人からなる閣僚会議４８は政府雇用
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の日給制労働者などを公職から強制的に排除することを決め、この移民追放策は 1939 年 3
















































む地元政治家の不満の対象となった５２ (De Silva 1981,p.411)。 
加えて、地元社会の農園タミル人に対するこのような反感が高まっていった背景として、
定住化するインド人移民人口の増加があったことも挙げられよう。特に中央州とウヴァ州
(Uva Province)５３では、1871 年から 1946 年の間にインド人移民は 11.4 万人から 58.5 万人

































とは自分たちの賃金の一部を渡していた (Moldrich op.cit.,p.33) 。その一方、茶園で労働
者を監督監視する役割に対して、初期の頃よりカンガーニは通常の労働者より高い賃金を受






















多くの労働者は実際には借金に拘束されていた。（Kondapi op.cit.,p.102；Tinker 1974, 















































1919 年にセイロン国民会議（Ceylon National Congress）が設立された。1921 年の憲法改正
以降に民族を基軸とする政争が表面化するようになり、シンハラ民族主義政党、タミル人政
党、ムスレム政党が誕生していった 




Freedom Party）を結成し、1956 年に第 2 代首相となった。S.W.R.D.バンダーラナーヤカは
1956 年 7 月 7 日に公用語法《Official Language Act No.33 of 1956（Sinhara Only Act)》、
つまりシンハラ語を「唯一のスリランカの公用語」とした「シンハラ･オンリー政策」５９を
制定した。しかし、翌年の 1957 年 7 月に S.W.R.D.バンダーラナーヤカ首相とスリランカ・
タミル人政党のタミル連邦党（Tamil Federal Party）のチェルヴァナーヤカム（S.J.V. 
Chelvanayakam ） と の 間 で バ ン ダ ー ラ ナ ー ヤ カ ＝ チ ェ ル ヴ ァ ナ ー ヤ カ ム 協 定






《Regulation on Tamil Language (Special Provision) Act》を成立させ、北部･東部の行政









1977 年に統一国民党の単独政権を成立させたジャヤワルダナ（J.R. Jayewardene）は 1978
年にスリランカ新憲法を制定し、国名をスリランカ民主社会主義共和国（Democratic 













第1回 1947年 統一国民党 D.S.セーナナーヤカ首相
第2回 1952年 統一国民党 ダドリー・セーナナーヤカ首相
第3回 1956年 MEP スリランカ自由党 S.W.R.D.バンダーラナーヤカ首相
第4回 1960年 統一国民党 ダドリー・セーナナーヤカ首相
第5回 1960年スリランカ自由党 シリマヴォ・バンダーラナーヤカ首相
第6回 1965年 統一国民党 ダトリー・セーナナーヤカ首相
第7回 1970年 UF スリランカ自由党 シリマヴォ・バンダーラナーヤカ首相
第8回 1977年 統一国民党 ジャヤワルダナ大統領 
第9回 1989年 統一国民党 プレマダーサ大統領
第10回 1994年 人民連合 スリランカ自由党 クマラトゥンガ大統領
第11回 2000年 人民連合 スリランカ自由党 グマラトゥンガ大統領
第12回 2001年 UNF 統一国民党 クマラゥトンガ大統領（統一国民党 ウィクマラシンハ首相）*
第13回 2004年 UPFA スリランカ自由党 クマラトゥンガ大統領（M.ラジャパクサ首相）
2005年11月の大統領選挙により、M.ラジャパクサ大統領
(出所）　筆者作成。
(注）　MEF（Mahajan Eksath Peramuna; 人民統一戦線）、　UF（United Front; 統一戦線）、










一方、農園タミル人の政党は、インドの J.ネルーの指導により 1939 年にセイロン･インド
会議（Ceylon India Congress；以下、CIC と記す。）が設立された。1940 年 9 月にセイロン･
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インド会議労働組合（Ceylon Indian Congress Labour Union；以下、CICLU と記す。）が設
立され、S.トンダマンはリーダーに、アジス（Abdul Aziz）は事務局長に選出された
（Sabaratnam,T. op.cit.,pp.20-23・p.30）。1950 年に CICLU は CWC に名前を変更し、CIC
は次第に CWC の政治部門になっていった(Thondaman op.cit.,p.73)。 
それでは、2 大政党の政争の中で、多くが参政権をもたない農園タミル人の政党はどのよ
うな立場にあったのであろうか。1947 年の第 1 回総選挙では農園タミル人政党は７議席を得
たのであったが、その後は当選する人はいなかった。しかし、1960 年にスリランカ自由党の
シリマヴォ・バンダーラナーヤカは CWC の S.トンダマンを国会議員に指名した６２。しかし
ながら、S.トンダマンは後述する農園タミル人の市民権付与に関するシリマヴォ＝シャスト
リ協定（Sirimavo＝Shastri Pact）に反対し、1965 年から CWC は他の選択肢がないため統一
国民党支援に向かった（ibid.,p.111）。 
1965 年に統一国民党のダッドリー・セーナナーヤカは、S.トンダマンと CWC 財政局長の 2
名を国会議員に任命した。一方、1970 年にスリランカ自由党連立内閣においてシリマヴォ・
バンダーラナーヤカは S.トンダマンを任命せずに、アジスを国会議員に任命した。CWC の幹
部であったアジスは CWC から離脱して、新しく民主労働者会議（Democratic Workers’ 
Congress；以下、DWC と記す。）を結成していた。1977 年の第 8 回総選挙で S.トンダマンは
当選した。統一国民党のジャヤワルダナは 1978 年に S.トンダマンを地方産業開発大臣とし
て入閣させた。S.トンダマンはスリランカ生まれで無いスリランカ人として始めての大臣と
なった。その一方で、1977 年に統一国民党の支援を受けて、農園タミル人労働者のための新
しい労働組合である LJEWU が結成された。その議長のディサナーヤケ（G. Dessanayke）は灌
漑およびマハベリ開発相として入閣した。 (大平 1978； De Silva 1981； Ponnambalam 1981・
1983； Sabaratnam,T. op.cit.； Thondaman op.cit.； Walgama op.cit.） 
他方、上記のタミル人政治家である S.J.V.チェルバナヤーカムによって 1949 年に設立さ
れた連邦党などのタミル人諸政党と CWC は、1972 年に連立してタミル統一戦線 （Tamil 
United Front）を結成した。1976 年 5 月に同党はタミル人による分離国家の｢タミル・イー
















による資格ではなく、投票によって選出されることになった６３（中村 1978、275 頁）。 
しかしながら、多くの農園タミル人は政治的に排除されるようになった。彼らは先ず村落
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レベルにおいて参政権が認められなかった。スリランカには 396 の村落委員会があるが、1924
年に村落委員会の参政権から農園タミル人を排除する法案（Village Committee Ordinance 9 







Council (Elections) Order in Council (1931)》が制定された。この法令によりスリランカ
人とは、「スリランカに居住し、かつスリランカに本籍をもつ人」（a person domiciled in 







年 7 月にドノモア憲法の下で第 1 回国家評議会の選挙が実施された。61 名の評議会メンバー
の内、選挙区に基づいて選出される50名の中でハットン地区からサンドラマ（Peri Sundrama）
６７と他 1 名のインド・タミル人が選出された（Sabaratnam,T. op.cit.,p.17・p.21）。また、
農園タミル人の政党（CIC）と労働組合（CWC）が設立され、農園タミル人の政治力はスリラ
ンカの政治の中で顕現するようになった。 
1945 年 11 月に、国家評議会はイギリスのソールズベリー委員会（Soulbury Commission）
による報告書を、スリランカの新憲法《Ceylon (Constitution) Order-in-Council 1946 
(Ceylon Government Gazette No.9554 of 17.05.1946》として承認した。ソールズベリー憲





1948 年の独立後に市民権法（Citizenship Act of 1948）が制定された。同法により、父
親がスリランカ生まれで、1948 年 11 月 15 日以前にスリランカに生まれたことを証明できる
人のみがスリランカ市民と定められた。さらに 1949 年 8 月にインド・パキスタン市民権法
《Indian and Pakistan Residents (Citizenship) Act of 1949》が議会を通過し、「登録に
よる市民」（citizenship by registration）となるための資格６８が規定された６９。（Thondaman 
op.cit.,p.71）そして、1949 年の（国会選挙）修正法《（Parliamentary Election）Amendment 
Act No.48 of 1949》により選挙人公文書から多くのインド出身者は除かれた（ibid., 
pp.62-63）。 
1964 年 10 月に、シリマヴォ・バンダーラナーヤカとインドのシャストリ（Lal Bahadur 
Shastri）の協議により、同年 12 月にシリマヴォ＝シャストリ協定が締結された。同協定は、
①525,000 人にインド市民権を与え、15 年以内に帰還させる、②同期間に 30 万人にスリラン
カ市民権が付与される、③残りの 15 万人以上については、更に協議することとなった





うに 1977 年 8 月にタミル人に対する暴動が起きた。CWC ニュース（Congress News）に暴動










1946 年に国連の第 1 回総会において国連憲章７２が制定された。その後の国連総会におい
て、1947 年に「世界人権宣言」（Universal Declaration on Human Rights)が、1966 年に国
際人権規約７３が採択された（田畑 1988, 55 頁）。1976 年に国連総会は「社会進歩と発展は、
人間の尊厳と価値の尊重に基礎を置き、人権と社会正義の促進を確保しなければならない」
ことを強調する宣言を行った７４（ibid.,299 頁）。1986 年には「発展の権利に関する宣言」７５
（Declaration on the Right to Development）が採択された（ibid.,311 頁）。 
一方、1967 年 11 月 7 日に、第 22 会期国連総会において「女性に対する差別の撤廃に関す
る宣言（Declaration on the Elimination of Discrimination against Women）」が、全会一
致で採択された７６。1979 年に、「女性に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約」が
第 34 会期国連総会本会議で採択され、1981 年 9 月 3 日に発効した。1995 年 8 月末現在の締
約国数は 145 ケ国を数え、国連の採択した人権条約中でも急速に多くの締約国を擁するにい
たった条約の一つである（山下 1996、65 頁・78-79 頁）。 
スリランカは、市民的および政治的権利に関する国際条約（当条約の第 41 項の下で人権委
員会の権限を認めている）、および経済的、社会的および文化的権利に関する国際条約に署名
している（Wickramsinghe op,cit.,p.120）。また、女子差別撤廃条約は 1981 年 11 月 4 日に、
また人種差別撤廃条約は 1982 年 3 月 20 日に発効となった、しかしその一方、子どもの権利
条約が発効となったのは 1991 年 8 月 11 日である《（財）アジア・太平洋人権情報センター 
1997,131 頁》。また、2005 年の時点において、無国籍者削減に関する条約、無国籍者の地位
に関する条約、難民条約、および難民条約議定書には署名していない《（財）アジア・太平洋
人権情報センター 2005,106-108 頁、表 2》。 
つまり、スリランカにおいては 1988 年以前まで、国連の人権宣言の第 15 条にうたわれて
いる「全ての人は国籍を持つ権利」も、1959 年 11 月の国連子どもの権利宣言、原則第 3 条
「すべての子どもは生まれたときから名前と国籍を持つ」権利も、数十万人の農園タミル人












れる権利は大きく 2 分される。法の前の平等（第 18 条第 1 項第 1 号）、および、生命・自由・
身体の安全を奪われないこと（同第 2 号）は、国籍を問わず全ての人間に保証されている。
しかし、以下の基本権は市民権を有するものに限定される。逮捕や監禁からの自由（同第 3
号）、思想や信仰の自由（同第 4 号）、集会や結社の自由（同第 6 号）、出版や言論の自由（同
第 7 号）、官職への任用差別の禁止（同第 8 号）、移動や居住の自由（同第 9 号）は、市民






























億 5,400 万ルピーのうちの約 30％に当たる 63 億 4,200 万ルピーは紅茶輸出によって占めら
れていた。同年の政府税歳入の 17％は紅茶産業からの直接税収によるものであり、さらに雇
用面においては総人口のおよそ 11％に当たる 60 万人が直接に関わっていた。（Bandaranaike 
1984,p.1） 






1970 年代になると農園タミル人は経済的困窮に陥った。1973 年 10 月 1 日から政府は外貨
不足と国内のコメ生産不足により、それまで農園内外の全ての消費者に無料給付していた米
と小麦の配給をおよそ 2 分の 1 に削減した。食料不足の直接の結果として、農園において前
例のない高い死亡率となった。CWC は緊急状況を国連の食糧農業機関（以下、FAO と記す。）
や国際赤十字などの国際機関に訴えたのであった。しかし、これらの諸機関は政府の要請に
対してだけ応えるため CWC の試みは挫折した。(Thondaman op.cit.,pp.280-281) 
さらに、彼らに追い討ちがかけられた。1977 年に食料補助は国家歳入の 24％を占めていた
のであったが、1978 年 2 月に米の配給は人口の上位半分の人びとは対象から外され、1979







移民労働者｣として福祉政策から巧妙に排除されたのであった（絵所 1999,56-57 頁）。 
1970 年代にインフレと生活経費の高騰は全ての人口に影響を与えたが、賃金労働者には特
に厳しいものであった（SATYODAYA 1981 Jan.,p.4）。農園労働世帯の 3 分 2 は収入を農園の
賃金だけに依存している（Hollup 1994,p.145）。特に農園タミル人は政府の補助からも排除
された結果、インフレ高騰による彼らへの影響はより悲惨であり、彼らは単なる生存レベル




























 国連諸機関の中の最大の機関である ILO は早くから世界の農園労働問題に注視している。
1945 年に ILO は産業別経済社会問題のための組織を設立し、国や地域の重要な経済活動部門
の特殊な問題を実際に即して扱う必要があるとの認識から、産業委員会を立ち上げた。その




て、解決のための提案と改善の進捗の把握に努めている。（ILO 1976b, p.1・p.59） 
1982 年の ILO 第 8回プランテーション労働に関する委員会において報告書が纏められてい
る。そして、同委員会において、農園で働く女性の地位に関する決議案（No.79）７９が採択
された。その決議案は、農園で働く女性についての調査研究と、彼女らの平等な権利と機会
を達成するためのガイドライン作成を ILO に要請した（ILO 1989,p.43）。前述したように、
ILO のクリアンはスリランカの農園の女性について調査を行い、報告書に纏めている（Kurian 
1982,邦訳）。またアメラシンハを中心とする ILO アジア地域雇用促進チームは、1992 年に農
園部門の民営化改革が実施される直前のスリランカの紅茶産業と紅茶農園の諸事項について
報告書に纏めている（Amerasinghe et al.,op.cit.,1993）。８０ 
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額に吊るして背中に背負っている。摘んだ茶は監督者の目の前で計量され、手帳に量を記入
される。この行程が日に 2，3 度、午後の 4 時まで繰り返されていた。しかし、規定された量
に達しない労働者は罰則として摘んだ葉の半分を取り上げられ、または多くの場合はカンガ


















































カンガーニ長助手 工場 事務職員 ドライバー 保育所 助産婦 薬剤師








（注）＊　EMA：Estate Medical Assistant,  RMO:Registered Medical Officer.
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て見回っているため、カンガーニは副マネージャーの監視を常に意識している労働環境にあ
る。（筆者の現地訪問、1990 年代後半・2000 年代初期） 











































































1967 年 4 月にスリランカのプランテーション産業の 150 年の歴史で初めて、農園労働者と
農園主の団体（Ceylon Estates Employers’ Federation: 以下、農園雇用者団体と記す。）
の間で協定が締結された。その共同協定（Gazette Extraordinary No.14:745/6 on April 
27,1967 に通知された。）の主な内容は、1955 年以来行われることがなかった賃金の 10％値
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った（Amerasinghe et al.,op.cit.,p.37）。 
農園労働者の賃金は日賃に基づく月払いである。そのため、所得は労働日数が基礎となる
８３。賃金に関する最大の変化は、1984 年に農園労働者の賃金体系が「同職種、同賃金」（equal 
pay for equal work）の原則により男女同一賃金となり、また週 6 日の労働日が保障される
新賃金体系となった（ibid.,,p.37）ことであろう。男性の場合は 18.01 ルピーから、女性の
場合は 15.03 ルピーから、男女共に 1 日当たり 23.75 ルピーに大きく向上した（当時の円換
算レートは、1 ルピーは約 10 円）（大平 1985,40－41 頁）。日賃ベースの月給制度である労働
者にとって、週 6 日の労働日数の保障は月収が確保されたことを意味する。 
しかし、労働日数は規定されたが、実際は季節や天候、また農園の経営状況により労働日




で、週 6 日の労働日数を保障する規定は批判されることになる。 



























1941 年に家族単位に個別の部屋を与えることが法制化 (Ordinance No.15 of 1941)された
（Kondapi op.cit.,p.141）。1960 年代末の頃にはほとんどの農園居住者はライン・ハウスに








1981 年から 1982 年においても、表 1-2 のように他の社会経済部門と比べると、住空間人











部門 ２つまたはそれ以下の部屋数の住居（％） １部屋あたりの人数 1人当たりの床面積（ｍ²）
都市部門 31 1.5 12.5
農村部門 32 1.5 11.5
農園部門 76 2.3 4.3
（源出所）Central Bank of Ceylon: Socio-economic survey , a research study on the health status of
          women plantation workers in Sri Lanka, Congress Labour Foundation, Sep.1990.mimeo.
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トの労働者は農園外部に経済社会基盤を確立していった（中村 1986,28 頁; Jayaraman 








































または屋内に入れず戸外で応対するきまりであった。（谷口 1999,56-57 頁） 
杉本は、スリランカにおけるカーストは、「差別」ではなく、｢区別｣といわれるが、職業、
昇進、結婚などにおける社会規範として、また食事を共にしないなどの日常生活における人々














































関心に基づいてはいない。（ibid.,et al.）  



















そのような労働を週に 5 日から 6 日、16 歳から 55 歳まで繰り返している。  
このように、農園タミル人の中でも特に女性は、家庭と農園タミル人コミュニティ、そし
て労働現場において 3 重の過酷な状況に押し込まれてきた。 
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Natesa Iyer）によって設立された。アイエールは 1920 年にスリランカに来島し、グナシン









動は殆ど壊滅した。（Walgama 1978 邦訳,142-143 頁） 
その後、農園における労働組合活動の第 2 波が起きた。1930 年代に反インド人移民排斥圧
力が高まる中で、既述のように 1940 年に CICLU が設立され、CICLU は 1955 年に CWC に改称
した。1951 年にスリランカの全労働組合員数は約 235,000 人であり、その内、CWC 組合員数
は約 135,000 人９１であった（Kearney op.cit.,p.122）。農園におけるストライキは頻繁に行
われ、また活動は活発化した。1980 年代前半頃になると、組合員数は、CWC は約 20 万人、LJEWU
は公称 27.5 万人、DWC は推定 1 万人であった（大平 1978,101 頁・103 頁）。これら 3 つの組


































p.17・p.31・p.58）。その結果、アジスは CWC を離脱して 1956 年に新しく DWC を結成し、進
歩的左派に関心を深めていった。また、1965 年には CWC 副会長のベラヤン（V. Vellayan）
は出身カーストを理由に組合幹部への昇進を妨害されたために、15 の地区代表と共に CWC を
離脱し、新たに NUW（National Union of Workers）を結成した（Hollup 1991,p.207）。さら
には、1980 年代に CWC の幹部であったチャンドラセーカラン（P. Chandrasekaran）は CWC
と離別して、労働組合であり政党である高地人民戦線《Malayaha Makkal Iyakkam （Up-country 
People's Front）：以下、UPF と記す。》を設立した（Shanmugaratnam op.cit.,p.20）。 
他方において、既述のように 1977 年に統一国民党の支援を受けて LJEWU が結成された。CWC
のトンダマンと LJEWU のディサナーヤカは共にヌワラエリヤ・マスケリーヤ選挙区選出議員
である。したがって、両者は国会議員としてライバル関係にあった。このような組合議長同
士の対立意識を、既述（第 1 章第 2 節）のように 2 大政党の政争がさらに深化させたといえ
よう。さらに同じ政府内、例えば、統一国民党政権時代に CWC と LJEWU の両議長は共に入閣
していたが、両者の間の対立を促す政治家の思惑があったことが示唆されている９３・９４。 
このように、労働組合の議長は対立意識が強く、労働組合は多数存在しながらも一致団結






















（国内 NGO［I］リーダー、2002 年 12 月 2 日）。つまり、組合幹部は、農園タミル人の子ども
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連携政党 組合議長名　(役職）
CWC  Ceylon Workers’ Congress 統一国民党  S. Thondaman (Minister, MP)　(1)
LJEWU  Lanka Jathika Estate Workers’ Union 統一国民党  G. Dissanayke (Minister, MP)
NUW  National Union of Workers (2)  T. Aiyadurai
CPWU  Ceylon Plantation Workers’ Union 共産党(北京派）  Karawithe
LEWU  Lanka Estate Workers’ Union ランカ平和平等社会党  C. de Silva (Former Minister)
UPWU  United Plantation Workers’ Union 共産党  S. Nadesan
DWU  Democratic Workers’ Union スリランカ自由党  A. Aziz　(Former MP (3）)
NRFWU  New Red Flag Workers’ Union 共産党（モスクワ派）  N. Shanmugathasan








































































































一方、農園タミル人の政党である CIC は 1939 年に設立された。また、1940 年に設立され







3 点を検討した。第 1 は、多数存在するようになった労働組合は敵対的な対立関係にある。
その背景には組合と政治が強く結びついていることがある。独立後に統一国民党とスリラン





























                                                  
１ 重永は、「インド系～人」と「～系インド人」という用語・概念の相違は、当事者の主観的位置づけ（ア
イデンティティ）によって、あるいは、居住国での自者・他者認識の違いによって規定されるものである






る。』と記している。（辛島 1985,ii 頁）  














６ ティンカーはマドラスの保護官（Captain Christopher Bidon）の書類から 1840 年代のタミル地域につ
いて以下のように記している。 
タミル地域では土地なし労働者は生き残るために望みの無い闘いを強いられており、中でもアンタッチ
ャブルの人びとの間ではその傾向は際立っていた。…南インドのタミルナードゥ州の総人口の 5 分の 1、ま
たは州内のチングレプット県（Chingleput）では人口の 27％、タンジョール県（Tanjor）では 21%がアン
タッチャブルであった（Tinker 1974, p.54）。 
７ 1870 年前後に、キャンディのコーヒー農園主（William Clarke）が自分の農園で働いている労働者の
カーストについて調査した結果の報告が、農園主協会より政府に提出されている。それによれば、アディ
＝ドラヴィダ（または Untouchable）集団に属する Pariah (30%), Pallar (26%), Chakliar (16%)の合計
は 72%である。非ブラーフマンの中位に位置する農業カーストである Kallar（5%）、Mettei Vellalar(3 %) 
も若干多い。調査方法はカンガーニの協力に基づいて行われたと推定されている。（Moldrich op.cit., 
pp.114-115） 《モルドリックの以下の引用による；Proceedings of the Planters’ Association, annual 
PPA, 1871/1872、pp.162-163 （ibid.,p.189 note 60.）》 
８ モルドリックの以下の引用による；Balasingham, S.V., 1968:The Administration of Sir Henry Ward 
(Tisara Prakasakayo, Colombo),p.50. (Moldrich op.cit.p.175 note 3.)。 
９ この島をアラブ人はサランディーブと呼び、ポルトガル人、オランダ人はさらに訛ってサイランまたは
セイランと呼んだ（セイロン島）（野口 1984,96 頁 注 11）。 
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1803 年にイギリス大使一行は、コロンボからキャンディまで往路に 1 ヶ月、ボートによる帰路は 15 日を
要した。1841 年にコロンボとキャンディの間の道路は敷石道に修復された。従来は荷物運搬に往復 30 日か





ラデニヤ植物園（Peradeniya Botanical Gardens）に隣接する 200 エーカーの土地に、政府の農園を開い
て、コーヒー栽培の実験を成功させた。彼の友人である G.バード（George Bird）は、1824 年に初めてヨ
ーロッパ人によるコーヒー農園を開拓した。（De Silva 1981,p.243; Moldrich op.cit.,pp.2-3) 
１２ バーンズ総督は、初期にはコーヒー農園主となる人びとに無料で土地を与えたが、1836 年からエーカ
ー当たり5シリングで販売する方法に変更した。1850年のイギリス国会新聞（British Parliamentary Paper）
は、1840 年のわずか１日で取得された土地の上位 10 名の合計面積は 13,275 エーカーにのぼり、取得者は
全てイギリス人行政官と軍関係者であったことが記されている。（Molrich op.cit.,pp.4-5） 
そして 1845 年には、土地価格は 20 シリングに値上がりした(Mills op.cit.pp.231-232)。 
 時代が下がって、1868 年から 1906 年にはキャンディ地区以外の直轄領地の荒地が小規模区域に分割され
て販売されたが、その 72％は非ヨーロッパ人、地元タミル人を含む主にシンハラ人が購入者であった。ま
た販売された土地は直轄地だけでなく、村の農民の所有地や個人の所有地がプランテーション経済の拡大







１４ 1880 年にはコーヒーは総輸出額の 60%を占めるまでに成長した（Craig 1970,p.221）。 




レイは、この菌類に Hemileia Vastatrix （Hemi は half, Leia は smooth, vastatrix は destroyer)と名
づけた（Moldrich op.cit.,p.8)。モルドックの以下の引用による；D.M. Forrest,1967: A Hundred Years 







１７ スリランカにおける茶の栽培のパイオニアはタイラー（James Taylor）であった。タイラーは 1851
年に、17 歳の時にロンドンからスリランカに渡った。1852 年から 1892 年までキャンディの南東部約 30 キ
ロにあるルーレコンデラ（Loolecondera）農園で、経営者ではなく農園管理責任者（superintendent）と
して働き、アッサム種の茶の栽培と製茶方法を成功させた。（Villiers op.cit.,pp.4-5） 
１８ 脚注表 1－１はイギリスの紅茶輸入の推移を示している。1883 年からスリランカ紅茶が輸入されるよ
うになり、1889 年には中国茶の 47%近くにまで増加した。それに対して、中国茶は減少傾向に転じた。 
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1866 4,584,000 97,681,000 102,265,000
1882 50,496,000 114,462,000 164,958,000
1883 58,000,000 111,780,000 1,000,000 170,780,000
1884 62,217,000 110,843,000 2,000,000 175,060,000
1885 65,678,000 113,514,000 3,217,000 182,409,000
1886 68,420,000 104,226,000 6,245,000 178,891,000
1887 83,112,000 90,508,000 9,941,000 183,561,000
1888 86,210,000 80,653,000 18,553,000 185,416,000
1889 96,000,000 61,100,000 28,500,000 194,008,492
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りコーヒー農園システムを繁栄させる政策が優先して行なわれた。しかし、その他の全ての政策は軽視さ
れた。(Craig op.cit.,p.224) 






かし、30 年後にはこれら 3 ヶ国の一人当たり所得はスリランカのそれの 7、8 倍になった。（WB 2000,p.i） 
３０ モルドリックの以下の引用による；①Arasaratnam, S.A. 1980: Indians in Malaysia and Singapore, 
Oxford University Press, Revised edition,p.27. (ibid., p.175,note 9.)、② Gilbert Slater, Economic 






《モルドﾘックの以下の引用による；Carpen, The Autobiography of a Head Kangany. (Taken down as related 
by a Ceylon planter,Colombo nd.) (ibid.,p.175 note 9.)》 
３２ インド人の移動労働者人口数について、モルドリックは、人口調査は多数あるが、それぞれ完全性と
正確性に欠けるようであると指摘している。しかし、例えば、農園主協会（Planters’ Association）の
第 1 回公式人口調査では、1843 年から 1880 年の間に南インドからスリランカにわたってきたクーリーの総
人数は 270 万人と推計されている。（ibid.,pp.39-40）《モルドリックの以下の引用より；Proceedings of 
Planters’ Association 1881/1882,p.9.（Moldrich op.cit.,p.177 note 77）》 
３３ 「賤民」は、パライヤン、チャクリヤンなど、アンタッチャブル、ハリジャン、指定カーストとして
知られている階層である（中村 1987,284 頁）。 
３４ 中村の 1931 年のインド人口統計からの引用による。人口調査に先立つ 10 年間の移住者に占める賤民
と推計されている人びとの割合である（中村 1976,284 頁）。 
３５ 1922 年にインド政庁が制定したインド人移民法（Indian Emigration Act of 1922)の中の最も重要な
規約は、同伴者のいない男性は移民 5 名の中で 1 名以上を越えてはいけない（規約 23）、つまり 3 名の男性
のうち 2 名は妻を同伴しなければならないとするものであった。（Tinker 1974,p.369） 
この規約は家族による定住化を促進する背景となったといわれている。 
３６ モルドリックの以下の引用による；De Butts (Lt), 1841: Rambles in Ceylon, Wm H. Allen and Co., 
London, p.186. (Moldrich op.cit.,p.172 note 19.)。 
３７ モルドリックの以下の引用による；Ceylon Observer 3 June 1843（ibid.,p.172 note 20.）。 











と管理者の間で密接に協力する必要があったであろう。《Bandarage, Asoka,1983: Colonialism in Sri Lanka. 
The Political Economy of the Kangyan Highlands 1833 to 1886, Moulton Amsterdam, pp.69.177.(Moldrich 
op.cit,p.168, note 15.) 》 
４１ ミルズはキャンディ地域で暴動が起きた背景について以下のような見解を述べている。 
イギリス財務省はスリランカの財政的自立を望んでいた。スリランカ政庁はコーヒー輸出税とプランテ
ーションのための直轄領地の販売からの収益により、1843 年から 1845 年まで合わせて 133,000 ポンドの余
剰を計上した。しかし、1846 年にコーヒー産業が大きく下落したために赤字となった。そのため輸出品に
一律 5％の輸出関税、米への 10 分の１の課税、印紙・輸送車・店などへの課税に加えて、農民が象や野生
動物から守るために必要としている銃や犬にまで課税した。（Mills op.cit.,pp.171-174） 
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労働者への賃金不払いが顕在化した。イギリスにおいて当時活発であった Aborigines Protection Society
は、スリランカ、及びその他の植民地における賃金不払いのケースを取り上げた。同協会は、植民地省は
スリランカの総督に、破産した農園の労働者への賃金を公共費から支払うように指示するように説得する
























廃止し（Ordinance XLII of 1921）、ライセンス制度を導入した。（Kondapi op.cit.,p.34） 
４７ 1920 年代後半からインド人の非農園労働者が、数の上で農園労働者を上回るようになった（内田
1985,143 頁）。1930 年代には「非スリランカ人」（実質的にはインド人移民）の被雇用者の割合は、例えば、
鉄道では 29％、コロンボ港では 45％を占めるまでになっていた（川島 2000,10 頁）。都市部では反インド
人移民の中でも特にマラリーヤ人が標的にされた（川島 1996,69 頁）。マラリーヤ人の港湾労働者、公務員、
そして清掃労働者さえも送り返す運動が起きた（Sabaratnam,T. op.cit.,p.22）。 
４８ 1931 年のドノモア憲法は普通選挙（男 21 歳、女 30 歳以上）による国家評議会（State Council,50
名の選出議員と 8 名の任命議員および 3 名の総督補佐官）の新設が中心であった。この国家評議会は、そ
れまでの立法評議会の権能を継承するとともに、新たに 7 つの行政委員会（Executive Committees）が議
員によって構成され、それぞれの行政部門を担当することとなった。各行政委員会の長は大臣（Minister）
として、3 名の行政官議員とともに、閣僚会議（Board of Ministers）を構成し、総督に助言することが定
められた。（中村 1978,276 頁）《中村の以下の引用による; Namasivayam, S 1950: The Lagislatures of Ceylon, 
1928-1948, Faber & Faber, London, p.97. (ibid.,280 頁 注 9．）》。 
そして、1936 年の普通選挙後に、シンハラ人のみの閣僚会議が成立した（川島 1996,81 頁）《川島の以
下の引用による; Wickramasinghe、Ethnic Politics,p.164．（ibid.,90 頁 注 77．）》。 
４９ 川島の以下の引用による；S.U.Kodikara, Indo-Ceylon Relations since Independence (Colombo: 
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ど、親しみのある関係、また親切なものになっている。」《メイヤーの以下の引用による； Annual Report of 




（Controller of Indian Immigrant Labour）は、この法律はインド政庁の要望と圧力により導入されたと
述べている。（De Silva 1981,p.411） 
５３ 中央州とウヴァ州の 2 つの州に、キャンディ、マータレー、ヌワラ・エリヤ、バドゥッラ、モネラガ
ァ地区が含まれる（Samarasinghe op.cit.,p.170 note 18.）。 
５４ サマラシンハの以下の引用による；Government of Sri Lanka, Report of the Kandyan Peasantry 
Commission, Sessional Paper XVIII of 1951 (Colombo: Government of Sir Lanka Press, 1951). 








織された自警制度であった。1816 年から 1850 年にかけて、植民地政府によって行政機関の警察制度に置き
換えられ、廃止されたため、カーヴァルガールは職を失った。カーヴァルガールの 4 種のカーストが、ス
リランカの農園労働者に多いカーストに含まれている《中村は以下を引用している。R.Jayamaramn,1867、




も、カーヴァルガールの 4 種のカーストに属する人びとは農園労働者のおおよそ 10 数パーセントを占めて
いる。Kallan(5％)、Kuravan(1/4％)、Maravan(2%)、Agamudaiyan(5%)。 
５７ モルドリックの以下の引用による；P.D.Millie, Thirty Years Ago or Reminiscences of the Early 
Days of Coffee Planting in Ceylon (A.M. and J. Ferguson, Colombo 1878) footnote 14, Chapter 40. 
(ibid.,p.184, note 66.)。 
５８ モルドリックの以下の引用による；Bandarage, Asoka 1983:Colonialism in Sri Lanka, The Political 








的な力によるなんらかの保護と積極的な施策が必要である、と感ずるものもあった。（石井 1969,23 頁） 
６０ バンダーラナーヤカとチェルヴァナーヤカムの協定（B＝C 協定）は締結されたが、バンダーラナーヤ
カが暗殺され、実行されなかった。1966 年の B＝C 協定は 1958 年の《タミル語(特別条項)法規則 28》を基
礎としている。北部と東部州において政府行政とビジネスではタミル語を使用する、当地域における公共
記録を維持する。公共の通信、規則、公共書類はタミル語を使用することを規定した。しかし、スリラン
カ・タミル人の 4 分の 1 と、タミル語を話すムスレムやインド・タミル人が住む北東部州以外におけるタ
ミル語使用については触れられていない。（Ponnambalam 1983,p.145） 
６１ 新憲法は、タミル語は国語（National Language）(19 条)とした。しかし、国会、地方議会の使用言
語は国語であり、国民はいずれかの国語で教育を受けられた(21 条)。公用語とは、スリランカ全土におい
第 1章 スリランカ紅茶産業の農園タミル人 ―歴史的社会的背景―  
 ７４
                                                                                                                                                           
て用いられる行政言語であり、北部・東部州においては公的文書の記録・公的機関の活動はタミル語によ
って行われる(22 条)と定義された。裁判所における言語はシンハラ語を用いるが、北部・東部州における
裁判はタミル語で行われ、控訴審に進んだ場合は国語が用いられること等が規定された。（JBIC 2003,11 頁） 
６２ 独立後のスリランカ議会は下院（House of Representatives）と上院（House of Senates）で構成さ
れている 2 院制である。下院は 101 名の議員からなる。その内の 95 名は選挙で選出された議員である。6
名は選挙による議員によって適切に代表されない少数民族の問題のために政府（governor-general）によ
り任命される。上院は 30 名、その内の 15 名は下院から選出され、15 名は政府により任命される。
（Ponnambalam 1983,p.73） 
６３ 参政権を得ることのできる資格は、英語、シンハラ語、またはタミル語の読み書きができ、選挙地区
に居住し、かつ 600 ルピーを下らない年収、またはその他の資産資格のある 21 歳以上のイギリス臣民であ





６４ この法令によりインド人が得られる選挙権は 3 つのタイプになった。つまり、第 1 は所得と識字能力
による資格者（8 条）、第 2 はスリランカの本籍を持っている、または最低 5 年間スリランカに居住してい
る場合は獲得による本籍を持っている者（7 条）、そして第 3 は最低 5 年間スリランカに居住していること
を条件として定住証明書（a Certificate of Permanent Settlement）を得ることができる者（9 条）とさ
れた。（Kondapi op.cit.,pp.398-399） 
６５ 出生登記は 1890 年に義務付けられたのであり、それ以前の祖父母の法的な出生証明書類を見つける
ことは困難であった（Thondaman op.cit.,p.67）。 
６６ 1931 年にはインド・タミル人（人口の約 15％）の内の 100,500 人（投票者の約 6％）は投票者として




op.cit.,p.21; Walgama op.cit.,132 頁） 





６９ 1941 年のスリランカとインドの政府間交渉では、スリランカに 7 年居住している全てのインド人は選
挙権を持つ永住者となり、その後に認められたものは 1 次居住者として取り扱われるとする同意
（Immigration Bill of 1941）がなされた。しかし、インドが留保したため批准されなかった。独立前夜
にセーナナーヤカはネルーにデリーで会い、批准されていない 1941 年の同意に基づいて 6 点の打開策を考
案した。セーナナーヤカの案は、1945 年 12 月 31 日以前を基準として、7 年間継続して居住している既婚
者、10 年間居住している単身者に市民権を与えるとするものであった。しかし、ネルーは既婚者も単身者




インドへ帰還した 7 名に対して、スリランカは 4 名にスリランカ市民権を与えるとした。一方、統一国民
党のダッドリー.セーナナーヤカは、インド市民権を付与された 7 名が帰還しなくても、スリランカの市民






７１ Congress News 1st Oct.,1977,Vol.X,No.4（大平 1978,36 頁）掲載されている CWC 新聞のコピーより）。 
７２ 国連憲章では、国際連合の目的をうたった冒頭の第 1 条、第 3 項において、「人種、性、言語または
宗教による差別なく、すべての者のために人権及び基本的自由を尊重するように助長奨励することについ
て、国際協力を達成すること」と規定して、人権尊重のための国際協力を、国際連合の目的の１つとして
強く打ち出した（田畑 1988,9 頁）。 
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７３ 国際人権規約は、「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約」（International Covenant on 
Economic, Social and Cultural Rights)―社会権規約あるいは A 規約と略称―と、「市民的及び政治的権
利に関する国際規約」（International Covenant on Civil and Political Rights)―自由権規約あるいは B
規約と略称―の 2 つの規約である。（ibid.,55－57 頁） 
７４ U.N.Doc.A/5100,1961（ibid.,注（1）305 頁）。 





７６ A/RES.2263 <XX>. (1976 年 11 月 7 日）《山下 1996,79 頁 注（１）》。 
７７ 紅茶に対する課税は 3 種類ある。輸出量に課す輸出税。月間平均販売額に対して精茶工場単位で課す
売上税(従価税)。および、スリランカ茶庁（Tea Board）の活動（調査研究、販売促進等）と厚生省の活動
に当てられるセス（cess）である。(平島 op.cit.,255-256 頁) 
７８ 平島の指摘によるその他の理由のいくつかは、１）紅茶産業以外に課税の対象に耐えうる産業が無か
った、2）少なくとも 1977 年までは外国人の支配する産業であった、3）紅茶の 90％以上が輸出され、しか
もすべてがコロンボ港から輸出されていたため課税が行政的にも容易であった。（ibid.,252 頁） 




８０ ちなみに、CWC 議長の S.トンダマンは 1950 年代の ILO 年会のスリランカ参加者のひとりであり、1954
年から 1978 年の入閣まで ILO 統治評議会 (Governing Council of the ILO)の委員であった（Thondaman 
op.cit.,pp.129-130）。 









の合計である。（Amerasinghe et al.,op.cit.,p.40・p.40 footnote 5,6,7,8.）。 
８４ モルドリックの以下の引用による；William Sabonadiere, 1866: The Coffee Planter of Ceylon, 
Guernsey, pp.65-66. （Moldrich op.cit.,p.187 note 26.）。 
８５ ILOの引用による1969年－1970年の社会経済人口調査によれば、251,655戸の住まいのうちの225,720














近代的な設備を持ち、そこで働く熟練工を増加させた。（大平 1978,18-19 頁） 
９０ 労働組合に関する法令について記す。労使関係を規定する主要な法令は、労働組合運動が活発化した
1935 年に労働組合の登録を義務とする労働組合法（Trade Union Ordinance No.14 of 1935）が議会を通過
し、労働者の団結権と団体交渉権を保障すると共に、登録官への登録と年次報告の提出を義務付けた
（ibid.,19 頁）。1948 年に同法は官民の両部門で、労働者は最低 7 名で組合が結成できると改正され、1958
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年に労働組合として登録されていれば規模に関わりなく組合員を代表する資格があるとした（ibid., 38－
39 頁）。また産業紛争法（Industrial Disputes Act）、公安法のもとでの基幹サービス令（Essential Service 
Order under Public Security Act）、および労働者雇用終了（特別規定）法（Termination of Employment 
of Workmen (Special Provisions) Act）がある（ibid.,44 頁）。 
９１ カーリーの以下の引用による；Administration Report of the Commissioner of Labour for 1951 





家であった。農園タミル労働者とは通訳者を通じて話し、ムスレムであった。（Sabaratnam, T. op.cit., 
p.17・p.31・p.58） 
９３ 1977 年の普通選挙では、S.トンダマンの選挙区であるヌワラ・エリヤ県において市民権を得て選挙人




る。（Thondaman op.cit,pp.289-290）   
９４ 上記の 1984 年の新賃金体系の決定過程において、当初の賃金額は統一国民党政権の政府と LJEWU だけ
との一方的な話し合いによって合意された。しかし、これを不満として、CWC と農園労働組合合同委員会
(Joint Committee of Plantation Trade Unions)、および LJEWE 組合員の 50％も参加して、およそ 60 万人
の全国規模のストライキが行なわれた。（Sabaratnam,T. op.cit.,pp.144-145） 
その結果、1 日当たり 2 ルピーの追加賃上げなどの合意でストは中止されたという経緯があった（大平 
1985,40-41 頁）。つまり、統一国民党は CWC の優位を掘り崩すために、LJEWU に対して直接間接の支持援助
を与えてきており、そういう意味では同じ政府内部でこの両組織は激しい暗躍を続けてきた（ibid., 43 頁）。 
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第２章 紅茶産業部門の変革の中にみる農園タミル人の変化  
 





















ランカ自由等の結党（1951 年）と、同党が領導した 1956 年の人民統一戦線（Mahajana Eksath 
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第 1 節 農園の国有化 
１－１．時代社会背景：シンハラ・ナショナリズムの伸展  
１－１－１．イギリス自治領から「スリランカ共和国」として完全独立（1970 年） 






年に第 1 次土地改革法（Land Reform Law No.1）が議会を通過した。米作地は 25 エーカー、
その他は50エーカーを上限とする土地所有法が設定された。続いて1975年に土地改革(修正)
（Land Reform Amendment No.35）が議会を通過し、外国人所有の農園は国有化された。スリ
ランカの総面積 1,620 万エーカーの内、第１次土地改革により個人所有の 563,411 エーカー
が、第 2 次改革により 417,957 エーカーが接収された（CSPA Mar.1987,p.1）。 
紅茶委員会（Tea Commissioner）の資料によると、第１次土地改革が実施された当時、紅
茶農園地域のおよそ 71％に 834 の農園があり、それらは 100 エーカー以上の規模であり、そ
の殆どは個人所有の農園であった（Bandaraneike op.cit.,p.2）。第 2 次改革により土地改革
委員会に接収された土地のほぼ半分は外国企業が所有する会社の農園であった（ILO 
1976b,p.165）。 












（源出所）Central Bank of Ceylon, Review of the Economy , 1976, p.22 and 1977, p.24.





（２）農園の公営化（1976 年）  
―紅茶産業機関の肥大化・農園組織のシンハラ人化の進展 
国有化された紅茶農園の大部分は 1976 年 3 月以降に 2 つの公社に移転され、公社による直
接の管理と経営になった(Bandaranaike op.cit.,p.2)。2 つの公社は Janatha Estates 














ハラ人が労働参加するようになった（CWC 全国委員長及び国会議員の Y 氏からの聞き取り、









Ministry of Ministry of Ministry of Ministry of
Janatha Estates State Finance and
Development Plantations Planning
National Sri Lanka Tea Small Janatha Sri Lanka National
Plantation Tea Board Holdngs Estate State Planning
Management （SLTB) Development Development Plantation Division
Institute Authority Board Corporation
（NPMI) （TSHDA) （JEDB)* （SLSPC)*
Tea Tea Tea Lanka Estates
Commissioners Promotion Research Development
Division Bureau Institute Ltd.
（TCD) （TPB) (TRI) （LEDL)
（注）*　JEDBとSLSPCの2つの公社は、紅茶農園だけでなく、ゴムとココナッツ農園も管理している
　　　　（Bandaranaike 1984,p.31)。






















リング会社所有の紅茶栽培面積割合は 1959 年には 35.4％であったのが、1972 年には 26.5％








助組織、そして NGO などによって徐徐に推進されるようになった。 
第 4 は、農園周辺部の村民から直接に暴力的攻撃を受けるようになった。 
第 3 と第 4 の農園タミル人へのインパクトについては本節第 2 項と第 3 項で詳述したい。 
そして第 5 として、後の 1992 年に農園部門の民営化改革が実施される遠因のひとつとなっ
たことが挙げられよう。1970 年代より紅茶産業は低下傾向となるが、上記のように政府の紅
茶産業機関は肥大化、複雑化したことで、公営経営に内在する非効率性と非生産性が産業の




改革については本章第 3 節で取り上げる。 
 
１－１－２．民族対立の先鋭化 ―スリランカ・タミル人の北部東部州の分離独立の主張へ 
社会人類学者のリーチ（E.R.Leach）は 1954 年に、アヌダラープラの北 12 マイルに位置す






















































1978 年に政府は「タミル国」の分離独立を主張する団体を禁止し、1979 年 7 月に「反テロ
リズム防止法」を制定した。しかし、シンハラ人とタミル人の暴動は 1981 年にも起こり、1983
年に最大のものとなった。1983 年 7 月 24 日にコロンボで、シンハラ人の一般市民に、警察、
兵士、仏教層も加わり、選挙人名簿からタミル人の家を識別して軒並み家を攻撃、焼き討ち
し、虐殺が行われ、暴動は全国に拡大した１１。この「7 月の暴動」を発端として、スリラン
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カ政府と LTTE の間の紛争は、この後 20 年間全島と全民を巻き込んでいった。2002 年 2 月に





























２）JVP（Janatha Vimukthi Peramuna）問題 
一方、伝統的な社会主義政党を批判し、シンハラ民族主義を主張して新しく結成された社
会主義政党は 2 度の武装蜂起を起した。1965 年に社会革命を目指してヴィジェヴィーラ
（Rohana Wijeweera）は JVP１５ を結成した。JVP は、地方のシンハラ仏教徒青年と低位カー
スト出身の青年の支援をうけて拡大し１６、1971 年 4 月に南西部地域で組織的な武装蜂起を





op cit.,232-233 頁）。JVP は農園タミル人を、インド帝国主義の支配下にある反動的勢力と
して位置づけ、農園タミル人は農園労働を独占しているとする主張であった（ibid.,235-236
頁）。したがって、農園タミル人は JVP から敵視された。JVP は南部を中心に活動していたが、




筆者はキャンディに本部のある NGO の SATYODAYA（Center for Social Research and 
Encounter；以下、サッティオダヤと記す。サッティオダヤについては後述する。）のスタッ
フである A さんから、1989 年に農園で、JVP により 40 人程が殺害され、その中には 8 ヶ月、
1 歳の子どもたちも含まれていたという証言を得ている。(2004 年 9 月 26 日、日本 AHI にて。) 
したがって、農園タミル人に対する JVP による直接の暴力攻撃が行われていたと推察する。 
 
（４）民族問題に関するインド介入の動き  
上記の JVP の第 1 回武装蜂起は、スリランカ政府の要請を受けたイギリスと、特にインド
政府の迅速な軍事支援によって鎮圧された（Ponnambalam 1983,p.157）２４。政府と LTTE の
間の民族対立が激化していく中で、インド政府は民族問題を解決するためにスリランカに介
入し、スリランカ政府関係者とインド政府関係者との間の協議は頻繁に行われた。 
そして、紛争解決のために 1987 年 7 月 29 日にインドのラジーヴ・ガンディー首相と統一
国民党ジャヤワルダナ大統領との間で和平協定(Peace Accord)が調印された。同年７月 30
日にインド平和維持軍（Indian Peace Keeping Force；以下、IPKF と記す。）が進駐した。
IPKF の兵士数はその後、徐徐に増員され、1988 年には 10 万人を大きく超えるまでになった
（荒井 2002c,67 頁・71 頁）。IPKF の進駐を契機に、JVP は反インド、反政府、愛国的精神を








ることに影響した。これについては本章の第 2 節で記す。   
（尚、1991 年 5 月にラジーヴ・ガンディ元首相は南インドのタミルナードゥ州で行ってい
た選挙集会中に女性の自爆攻撃犯人により暗殺された。LTTE はラジーヴ・ガンディー元首相
暗殺、またスリランカ国内における大統領暗殺などへの関与を疑われてきたが、犯行を認め

















を通じて教育は管理された（Moldrich op.cit.,p.108)。1869 年に公共教育省（Department of 
Public Instruction）が設立されて、教育の普及が促進された（Mills op.cit.,p.264）。1939





日本以外の唯一の国である。」（UN 1961 邦訳、31 頁）、と評価された。そして UNDP の『人間








劇や歌を教えていた。（Moldrich op.cit.,p.109； Sabaratman,T. op.cit.,p.127） 
政府は 1907 年にはじめて農園の子どもの教育に関心を示し、農園主に 6 歳から 10 歳の子
どもに自国語で教育することを義務付けた（Sabaratnam,T. op.cit.,p.127）。1920 年にはじ
めて農園の学校教育は法的に義務付けられ、6 歳から 10 歳までの子どもを朝 10 時前に働か
せることが禁止された（Little op.cit.,p.125） 1946 年に農園の学校は公立初等学校とな
り、国家の無料教育制度に組み入れられ、教材や衣服、また通学経費などを補助する子ども
の教育福祉制度（Ceylon Estate Workers Education Fund）が設立された、…1947 年に農園
管理責任者は学校の建物などを供与すること、一方、5 歳から 16 歳の子どもの両親は子ども








らに拡大し、今日まで継続している。（Little op.cit.,pp.103-108）２６   
例えば、CWC 議長の S.トンダマンは父親が所有している紅茶農園内にあるスタッフとカン
ガーニの子どものための「農園の学校」で、事務所の職員である教師から 3 年間学んだ。そ
の後に、英語教育は必要であるとする父親の考えで、1927 年からガンポラの St.Andrew's 
College で 5 年間学んでいる。（Sabaratnam,T. op.cit.,p.12） 
またの例を、後述する国内 NGO[VII]リーダーの妹の P 女史について記す。彼女らの父親の
C 氏は、1996 年頃までパンウィラ地域に所在する公営の紅茶農園のフィールド・オフィサー
として働いていた。C 氏の祖父はインドのマドラスからスリランカに移住し、父親はクルネ
ーガラ（Kurunegala）のゴム農園で働いた。C 氏は St.Antoni College を卒業した後、郵便





のできない人は農園労働者となった。（C 氏との面談、2002 年 3 月 26 日、パンウィラの民間
農園にて） 
C 氏の次女である P 女史はアジア地域でも優秀な大学として知られているキャンディのペ
ラデニヤ大学（University of Peradeniya）を卒業している。P 女史は現在パンウィラの町
にある生徒数が 425 名、教師が 14 名の比較的大きなタミル語学校（K/W/Vigneswana T.MU 




初任給はおよそ月額 2,500 ルピーです。」と語った。プラッカーの月収はおおよそ 3,000 ルピ
ーであり、P 校長の所得はプラッカーのそれのほぼ 5 倍近くとなる。副校長はシンハラ人の
P.P.女史である。「タミル語学校の校長はタミル人です。シンハラ人は副校長までで校長には
なれません。」、と語る P 校長は校長としての威厳を示し、P.P.女史は彼女に従うような態度






ここでスリランカの近年の教育制度の概略を記しておきたい。小学校は 5 年（5－11 歳）、
中学校は 3 年（12－14 歳）、高等学校は 2（3）年《15－16（17）歳》、専門学校および大学予
科 2 年（18－19 歳）、そして大学は 3－（4）年《20－22（23）歳》となる。生徒は高校卒業
時と大学予科卒業時にそれぞれ一般資格試験 (General Certificate Examination：以下、GCE
と記す。)を受ける。この試験は全国一斉に年 2 回行われる。試験合格者は、それぞれ GCE-O
レベルと GEC-A レベルの資格を与えられ上級の学校に進学する。教育費は小学校から大学ま
で無料である。農園内の学校は主に 5 年まで、その後は農園の子どもは農園の近隣町村に所








一方、CWC 議長の S.トンダマンは 1977 年に国会議員として選出された以降、農園部門の教
育の改善を進め、政府予算による校舎改築や建設などの基盤整備に熱心に取り組んだ
（Sabaratnam T. op.cit., p.128・pp.223-224）。CWC の基金による奨学金制度も設立された
（ibid.,p.224）。1983 年に政府はそれぞれの農園の学校に校舎、図書館、および研究施設の
ための土地として 2エーカーを供与することを決定した（The Island紙、1983,5.1.,CSPA 1983 
Jun.,p.10 の記載より。）。 




力庁（Swedish International Development Cooperation Agency；以下、SIDA と記す。) と
国連児童基金（以下、UNICEF と記す。）、また NGO の CARE、そして WB などは農園の学校に関








序論で記した LJEWU と AAFLI の報告書に記載されている表に基づいて、就業者、不完全就業
者、および失業者の合計人数である 8,830 名の教育レベルを表 2－3 に纏めた。表に示されて
いるように、男女共に 4 人にひとりは学校に１度も行ったことはなく、30％以上が 4 年まで、







教育レベル 全国レベル 全国割合 都市部門 農村部門 農園部門
 無就学暦 100.0 10.9 6.1 10.1 29.2
 グレード　0－4年 100.0 28.5 17.1 30.2 40.2
 グレード　5－7年 100.0 23.2 20.8 24.2 19.8
 グレード　8－9年 100.0 17.8 22.1 18.1 6.2
 GCE-O レベル合格者 100.0 14.6 23.0 13.5 4.2
 GCE-A レベル合格者 100.0 3.3 6.7 2.8 0.4
 学位、それ以上 100.0 1.7 4.2 1.2 0.1
（源出所）Labour Force and Socio-Economic Survey of 1985/1986、 Department of Census and Statistics.






男女 男性 女性 男性 女性 男性 女性
人数 2,261 2,655 862 468 1,113 1.471 4,236 ％ 4,594 ％
　無就学暦者 28.8 23.2 16.5 33.0 36.5 31.6 1,201 28.3 1,230 26.8
　グレード　0－4年 40.6 34.7 37.0 29.0 27.2 27.5 1,540 36.4 1,461 31.8
　グレード　5－7年 16.5 36.7 35.4 27.5 18.1 23.9 880 20.8 1,456 31.7
　グレード　8－9年 9.5 3.9 10.0 9.6 3.8 7.0 393 9.3 253 5.5
　GEC-O　レベル 3.8 1.1 1.0 0.9 3.5 8.2 188 4.4 156 3.4
　GCE-A レベル 0.7 0.4 － － 0.5 0.8 30 0.7 35 0.8
　学位、およびそれ以上 0.1 0.0 － － 0.0 0.0 4 0.1 3 0.1
（出所）LJEWU/AAFLI 1996,　（1）p.27 Table 16, (2)p.35 Table 23, (3)p.43 Table 29. より筆者作成。
男性 女性
就業者(1) 不完全就業者(2) 失業者(3) 合計人数／割合
 































年次統計書には同省の管轄下にある農園の学校は 12 校、生徒数 1,627 名であり、また教師に
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た、GCE-O レベル以上の学歴者は 4.7％と 10 年前（表 2－2）と同じ割合にすぎなかった。だ
が、スリランカ全体で、「1996 年に GCE-O レベルの試験を受けた生徒の 80％は義務教科（数































1976 年の ILO 報告書には農園の病気の 50%以上は、気管支炎などの呼吸器系病気であると
記されている。その原因は標高の高い地域であるために、天候が悪く気温が低いという条件
が同時に起こる状況の中で働く仕事であることと、狭苦しく低質な住居に要因がある。次に











し（SLSPC op.cit.,p.10）、1970 年代には妊産婦のための法令（Maternity Benefits Ordinance）
が制定された。また農園マネージャーに農園内居住の 1 歳未満の乳児全員に適切な手当てと
摂食、そして 6 歳未満児童のための保育所の設置が規定された（ILO 1976c, pp.58-59）。 
独立後の 1949 年から 1974 年の国営化まで、農園タミル人労働者の社会福祉事業はプラン





（Family Health Bureau of the Ministry of Health）は、医療スタッフによる母子健康の
総合医療を開始した。同時に外国援助機関により農園部門への支援が行われるようになった。
最初に UNICEF は 1978 年から農園部門の健康と社会開発の支援事業を開始した（SLSPC 
op.cit.,p.13）。UNICEF は母子健康、水供給と住環境の衛生面の整備、幼児のための保育所
の設備に焦点を当てたプログラムを実施した（CSPA 1981 Dec.,pp.3-4）。同じく UNICEF の支
援により助産婦や保育所の保育士の訓練が行われた。 
海外からの支援と公社の社会開発局の活動により、1990 年には SLSPC の農園では総合病院
は 20、薬局は 215、産科病院は 113、保育所は 806 と設備が整うようになった（SLSP 
op.cit.,p.12）。一方、CARE Sri Lanka は 1956 年に創立されて以来、食料関係プログラムお
よび物資と子どもの健康問題に対処してきた（CARE Sri Lanka パンフレット）。1973 年に政
府は CARE を通じてトリポーシャ（Triposha）３５を配給する最大の栄養補助プログラムを開







Investment Project: 以下、MTIP と記す。）の 7 年計画が実施された。MTIP は、WB の要請に
より ADB とオランダ政府、そしてノルウェー政府、Bank of Ceylon、および JEDB と SLSPC
によって形成された。この MTIP に、農園労働者の健康と社会福祉を向上させるための社会福











開始されるようになった。一方、SIDA は 1984 年より農園労働者の公衆衛生・教育・社会環
境改善を主目的とする総合農村開発プログラムをバドゥッラ地域で開始し、またノルウェー
国際開発協力庁（Norweigian Agency for International Development；以下、NORAD と記す。）













(出所） 1887年－1974年：SLSPC Social Development Division, 1991,p.10,　
　　　　1980年－1993年：WB 1995,p.55 Table 3.2 

















　　伝染病と寄生虫による病気 13.4 8.9 47.8
　　腸の伝染病 29 14.1 27.8
　　栄養疾患 75.6 66.8 3.7
　　循環器系病気 107.9 135.1 84.5
　　呼吸器系病気 148.3 109.5 40.6
（源出所）Dr.R.Sperera, MD:　Comparison of plantation health in four Asian countries, 1990 ,
　　　　　　　　　unpublished.








 低地（ラトナプラ／ゴール／ホラナ） 1987 66.6 68.4




(出所）　SLSPC, March 1991, Table 39, ｐ.36．
  *：筆者による加筆。スリランカでは1981年の人口調査後は北東部の紛争のため全国規模の人口調査は
　　　　　実施されていない。1991年度の全国平均余命は、スリランカ中央銀行年報2002年による。
















第 1 章第 1 節において、独立後に彼らは政治社会経済的に差別・排除され、農園の中にほ
ぼ閉塞していたことを記した。そのように農園の中に閉塞していた彼らに、周辺村民から直
接に暴力的攻撃が向けられるようになった。独立後の農園タミル人に向けられた主な暴力行





















































ほど高まった。1977 年から 1978 年以降には、スリランカ・タミル人に対する暴力は、イー
ラムの攻撃が起きたことにより、インド・タミル人を攻撃し、弱め、そして「キャンディ地
区」から放り出す口実を与えた。（ibi.d,p.84） 
さらに中央高地の農園地域では 1981 年から 1982 年にかけて兵士や警察官による嫌がらせ
や暴行が起き、1983 年 7 月 23 日にコロンボで勃発したシンハラ人によるタミル人への暴動
は、翌日の 24 日に高地の紅茶農園地帯にも拡大した（CSPA 1983, Sept.,p.8）。 
1983 年の暴動以後、タミル人をけしかけることや嫌がらせは益々増えてきた。そして 1986
年 1 月 26 日の祭の夜に、中央高地で農園タミル人労働者とシンハラ人の間の個人的な些細な
事件から暴動へと拡大した。状況は特にヌワラ・エリヤ地区で悪化し、他の紅茶地域にも拡
大する兆しとなったが３９、2 月 6 日に S.トンダマンの説得によって暴動は終息した４０。









る人びとの動きが影響しているが、それ以外の背後要因として 3 点が考えられる。 
第 1 は、周辺村民の厳しい経済状況である。農園地域の連合事務局（Coordinating 
Secretariat for Plantation Areas；以下、CSPA と記す。CSPA については後述する。）はキ
ャンディ地区で農園と農村の人びとのための社会開発を行っている組織である。CSPA は 1977
年8月13日から9月15日の間に起きた暴動に関する調査報告委員会に覚書を提出している。
CSPA が発行している機関紙に記載されている覚書の抜粋に暴動の状況と CSPA の主張が、以
下のように記されている。 
 












とらなければならない。（CSPA 1983 Dec.,pp.6-12） 
 




については前述した（第１章第 2 節）。また、1977 年に導入された経済開放政策により経済
は西欧資本の企業や多国籍企業に依存するようになり、その結果、農業生産は減少し、国内
の小さな産業は閉鎖され、インフレが続き、労働者階級や働いている人びとは厳しい状況に




第 2 は、特にキャンディ地域における土地問題である。NGO のサッティオダヤの資料に、









































ろうか。筆者は 1990 年代半ばから付き合いがあるシンハラ人青年 T 氏にこの問題について質
問をした。聞き取りの年月日は 2002 年 3 月 30 日である。T 氏はキャンディ・シンハラ人の
農園タミル人に対する意見を率直に述べてくれた。 
T 氏はキャンディの中心部から車で 30 分ほどの小さな町に古くから住んでいるキャンデ
ィ・シンハラ人の 30 歳代前半の青年である。同居している妻の父親は元警察官であり、寺院








































第２節 無国籍問題の解決（1988 年）  
長い間政治社会的に周辺部に押しとどめられてきた農園タミル人の基本的権利の問題は、
どのように政治社会の表の問題として顕現し、法的解決がなされたのであろうか。 
本節では、特に、農園タミル人労働者の労働組合であり、政党でもある CWC の議長 S.トン

































特にタミル人青年の間からイーラム国の分離独立を主張するようになり、1976 年 5 月にタミ
ル統一戦線はイーラム国決議（Eelam Resolution）を採択し、同時に、タミル統一解放前線
と改名した。S.トンダマンおよび CWC は、即座にイーラム国決議と関係を絶った、しかし、
タミル統一戦線とは親密な関係を維持していた（Thondaman op.cit., pp.262-263）。 
その翌年の 1977 年 7 月 21 日に普通選挙が行われ、統一国民党が圧勝した。一方、スリラ
ンカ自由党は大きく議席を減らした４６。既述のように、この選挙において S.トンダマンは



















上記の 1977 年の普通選挙では CWC の S.トンダマンは 1947 年以降にはじめて選挙によって


































るために、1983 年 12 月に CWC やタミル統一解放戦線を含めた全党会議（All Party 
Conference）を招集した。1984 年 3 月の全党会議の全体会議において無国籍問題は解決に向
かったのであったが、サバラトナムはその背景について、以下のように詳述している。 
3 月の全体会議で検討された 3 つの問題４８の 1 つは無国籍問題であったが、「無国籍問題
はすんなりと通過した。」のであった。その当時、インド介入の怖れがあり、特に仏教徒組織
である Maha Sangha はその問題を気にしていた。彼らはインド人がスリランカにいるという

























されている諸権利を、本憲法発効から 10 年の期間付与されるものとする。｣《憲法関係条項 




となった。1987 年 11 月 14 日に第 13 次憲法改正条項でタミル語はシンハラ語と共に公用語
として憲法第 18 条に表記された。英語は共通語（linkage language）となった。 
そして、1986 年 1 月 15 日にスリランカとインドの両政府は内密な協議の末、市民権問題
を解決する声明を発表した。それにより、農園労働者 36 万人に市民権が付与された（Dunham 
et al.,op.cit.,p.5）。４９ 1988 年 11 月 9 日に、在スリランカのインド出身の無国籍者全
員にスリランカ市民権を付与する特別法案《Grant of Citizenship to Stateless Persons 
(Special Provisions) Act.5》５０が議会を通過した。しかし、インド政府が帰還を拒絶した
人びとも、最終的に、少なくとも合法的にスリランカが受け入れたのは 1993 年《Citizenship 
(Amendment) Act》であった（WB 1995,p.50）。 
 



































1952 年 4 月 28 日にサティヤーグラハの運動が実行された５４（ibid., p.81・pp.87-92）。
スリランカの歴史の中で非常にユニークな大衆運動であり、おそらく最大、最長、最も非暴
力的な平和な運動というのは間違いない、…この運動には 6,000 名以上の農園労働者が参加
して 142 日間続いた（ibid.,p.100）。そして、1953 年の CIC 第 13 回年次総会における講演
で、S.トンダマンは、我々は非暴力の方法で我々の権利のために戦うことを決め、ガンディ
ーのアヒンサーの考えに基づく道を選んだと説いた（ibid., p.84・p.101）。 
統一国民党が無国籍問題を解決するという約束から 8 年が経過した 1985 年 11 月 19 日に、
S.トンダマンはジャヤワルダナ大統領に公式書簡を送り、1986 年 1 月 12 日から 3 ヶ月の間、
農園労働者は朝 7 時から 12 時まで祈りと黙想の｢祈りのキャンペーン｣（prayer campaign）
を実施することを宣言した５５。実行されれば紅茶産業は打撃を受ける恐れもあった
(Sabaratnam,T.,op.cit.,p.170)。1986 年１月 13 日に農園労働者は｢祈りのキャンペーン｣を
開始した。そして、翌 14 日に S.トンダマンにスリランカとインド政府が無国籍問題につい
て同意に達したことが知らされた。前述のようにスリランカとインド両政府は同年 1 月 15
日に市民権付与の声明を発表した５６。（ibid.,pp.180-181） 
S.トンダマンは、「インド・タミル人はシンハラ人の中で暮らしている。武装した闘いは農





















第 2 節）。しかし、1970 年頃から紅茶の生産性低下の兆候があらわれ、紅茶産業はその後も
止まることなく低下し続けた。 
表 2－6 に示されているように、総輸出額に占める割合は 1984 年に 42％であったが、その













年度 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993
総輸出額 額 68,112 65,074 56,709 63,557 63,610 68,251 76,624 73,295 86,315 98,956
割合 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%
 - 農業作物輸出 額 40,113 32,938 24,874 25,683 25,351 25,834 27,235 22,748 20,270 21,778
割合 59% 51% 44% 40% 40% 38% 36% 31% 23% 22%
   - 樹木作物 額 37,403 30,438 22,602 23,365 23,028 22,823 24,827 19,897 16,302 17,604
割合 55% 47% 40% 37% 36% 33% 32% 27% 19% 18%
     - 紅茶 額 28,753 21,569 15,401 16,461 16,680 16,599 19,797 15,821 11,633 13,737
割合 42% 33% 27% 26% 28% 24% 26% 22% 13% 14%
(出所）　WB 1995, Annex B, p.91.  













このように様々な内部要因があることが分析された。(Bandaranaike op.cit.５８,; Betz 1989, 
Amerasinghe et.al.,op.cit.; ADB 1995・1998; WB 1995・1997a) 
また外部要因としては、①世界市場で紅茶需要が低下している、②世界的に経済は低迷し
ており紅茶価格は逆風の中にあった。さらに、③紅茶生産新興諸国が追い上げていること、






　 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992
　スリランカ 22.1 18.1 21.7 20.7 21.3 20.6 20.8 18.0 19.0 19.5 17.6
　インド 23.2 23.9 23.0 22.4 20.9 20.9 21.0 19.5 18.5 18.8 16.8
　中国 12.9 14.3 15.4 14.4 17.7 17.9 18.8 18.1 17.3 17.1 17.4
　ケニア 9.7 11.5 9.7 13.2 12.0 13.9 13.1 14.4 15.0 16.2 16.5
　インドネシア 7.8 7.9 9.1 9.5 8.1 9.3 8.8 10.2 9.8 10.2 12.0
　マラウィ 4.5 4.1 3.9 3.5 4.1 3.4 3.5 3.6 3.8 3.8 3.8
　南アメリカ 5.3 6.1 5.5 4.2 4.8 4.2 4.1 4.7 4.8 4.2 4.4
　その他 14.5 14.1 11.7 11.6 11.1 9.7 9.8 11.6 11.8 10.2 9.9
（源出所） International Tea Committee, Annual Bulletin of Statistics , 1991.  Plantation Sector
           Statistical Pocket Book , 1994.
（出所） ADB 1995,　p.32. Table 3.  
 
（２）構造調整プログラムによる農園部門民営化改革の着手 
 ADB と WB は早くからスリランカの樹木作物部門の回復のための支援事業を実施している。
ADB は 1968 年から実施している投資事業と技術協力事業の経験から、政府が管理し規定する
環境の中で樹木作物部門を支援することは困難であり、市場に基づく企業家アプローチが必
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できなかった（ADB 1995,p.3）。 




1994,60 頁・78 頁） 
上記の MTIP は、IMF と WB の構造調整プログラムの分権化と民営化促進の中に置かれた。
1990 年 5 月に政府は農園部門民営化改革に向けてタスク・フォースを任命した。1991 年 6
月にタスク･フォースは、公営の管理下にある農園を新しく形成する 22 の政府所有の農園会
社（Regional Plantation Company）に 99 年のリースで移転させ、さらに公開競争入札によ
り 22 の民間の農園管理会社（Management Company）を選出することを勧告した。タスク・フ
ォースの第 2 段階において、1991 年に政府は大蔵省内に農園構造改革ユニット（Plantation 
Restructuring Unit）を形成して調査研究を行った。そして、政府は当時世界最大の 2 つの






業の支援から撤退している５９(ibid.,p.13 )。６０ 民営化改革推進事業の直接支援は ADB が
中心となって実施されている。JBIC は 1996 年の ADB 農園改革事業（Plantation Reform 




（１）民営化改革開始（1992 年）、ADB 農園改革事業（1996 年～2002 年） 
１）労働政策：労働力／労働経費削減 
― 民営化改革の着手 ― 
1992 年 6 月に政府は公社の管理下にあった 525 の紅茶・ゴム・ココナッツ農園のうちの、













ている農園会社の力を奪っていたことにある（WB 1997a,p.53）。  







（green leaf）の量は約 4 分の１にすぎないが、土地面積（ha）当たりの労働者数の割合は







 生産高 (kg / ha) 1,268.00 2,442.00 2,127.00 2,300.00 2,237.00
 プラッカー当たり採集生葉 13.52 24.59 26.22 25.24 48.00
 ヘクタール当たり労働者数 3.21 2.70 2.67 2.50 2.20
 生産経費（COP)（$ / kg） 1.87 1.54 1.52 1.39 0.94
 労働経費（対COP割合として） 50 n.a. 39 50 n.a.
 収入　（$ / ha) 2,574.00 4,957.00 4,318.00 4,669.00 4,338.00
 粗利益 ($ / ha) 203.00 1,196.00 1,085.00 1,472.00 2,438.00
（注）　＊ 低地の民間農園のみ　（民間部門生産の７５％）。
(源出所）　Heｎderson Report , Table K;  FTCP PCR 1992, Annex-I, Table 18;
　　　　 　Plantation Sector Statistical Pocket Book , 1993; USDA　Annual Report , 1992.
（出所）　ADB  1995, p.33 Table 4 （Appendix 1, page 2)。（但し、インドネシアとマラウィの項を除く。）
スリランカ インド ケニア








していることなどを批判した（WB 1995,p.13・p.21・p.52）。ADB と WB は賃金や労働規定な
どの労働者問題への政府介入と政治力のある労働組合の力、および農園内に滞留している余
剰労働力の 2 つが民営化改革の阻害要因であると指摘した。 
歪んだ財政状況を終わらせ、長期的な政策で農園部門を回復させるために再度の制度改革




― 完全民営化改革 ― 
ADB および JBIC と、スリランカ政府および農園会社の間で、農園改革事業（1996 年 5 月よ
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もち、マネージメントと労働者の間に協力関係が醸成されることを目的として、労働者へ
10％の株式を無料で供与することが決定された (ibid.,p.41, Appendix 2 page 4)。一方、
内閣は、賃金、便益、また労働規範などの労働者問題については、労働組合と農園会社のマ
ネージメントの間の集団交渉とすることを承認した（ibid.,p.28）。政府は、1995 年 6 月に
農園部門の契約労働者の賃金と福利厚生などの労働者問題へ介入しないと発表した(ADB 










1997 年に WB は、1992 年から開始したマクロ経済環境と公営農園部門の政策改革が進展し
たことで、スリランカの紅茶産業は好転し回復軌道となり、民営化改革の効果が示されたと
評価した６５。例えば、1985 年から 1991 年に公営農園の労働力は年 12.8％の増加傾向であっ
たが、1991 年に農園会社に移行した後から 1994 年までに年約 6.6％に減少した６６。被雇用
者当たりの生産性（kg）成長率は、民営化改革以前の 1985 年から 1992 年には年マイナス
1.96％であったが、民営化改革後の 1991 年から 1994 年の間に年 22％に上昇した６７。（WB 
1997a,pp.59-60） 
しかし、1996 年の農園会社全体の推計平均生産性はケニアの半分以下であり、ヘクタール




一方、既述の 1986 年から開始された社会福祉プログラム第 1 期は、民営化改革後は社会福





社会福祉トラスト（Plantation Housing and Social Welfare Trust；以下、PHSWT と記す。）
を設立した。PHSWT は JEDB と SLSPC の社会福祉活動を受け継いで、社会福祉プログラム第 2
期として、子どもと健康のための事業、また水と衛生設備のための事業などを実施している。
同時に ADB は既存のライン・ハウスの屋根修繕や改築事業、また農園会社の敷地内に自助努
力によって家屋を建設するパイロット事業（pilot self-help housing project）を開始した。




業より供与されることが規定された（ADB 1995,p.12）。そして、ADB は 1996 年の ADB 評価報





































2002 年 6 月に政府は UNDP などの支援を受けて、貧困撲滅戦略ペーパー（PRSP）に相当す
る「Connecting to Growth: Sri Lanka’s Poverty Reduction Strategy」７０を提示した。
その中に、「紅茶プランテーション産業の地域発展および貧困撲滅の牽引力への転換」が組み
込まれた。（JBIC 2002,4-6 頁） 




























新しい事業には NGO が参加している。例えば、OXFAM などの紅茶のフェア･トレードに組み
込むことで、農園会社には将来にわたって市場を確保する一方で、労働者の生活労働環境整
備を実行することを強要し、労働者には農園会社の責任による社会福祉の向上を確保し、他
方、NGO には農園関係者に社会活動を実施するように促す 3 者を連鎖した事業を計画した７２
（ibid.,pp.5-7）。また、現在実施されている事業では、労使関係の改善を促すために、CARE 
International によるマネージメントと労働者の能力向上を目指す教育訓練事業、また管理








































いる。そして、農園会社は労働者を正式には 60 歳定年であるにもかかわらず 55 歳で退職さ
せようと圧力をかけたり、ライン・ルームの通常の管理義務を無視したり、または退職者へ
の退職金支払いを遅延していたため、労働組合は農園会社に抗議した（ibid.,p.28）。７４・７５   
表 2－9 は、前述（第 2 章第 1 節）の LJEWU と AAFLI による 1995 年の農園の雇用状況の調
査結果である。農園居住の 11,596 名の 10 歳以上の経済活動人口の内、契約労働者は 42.4％
に過ぎず、男女共に約 22％の人びとが失業者である。また男性はおよそ 15％、女性はおよそ
8％が臨時仕事の労働者である。さらに、同報告書は、契約労働者であっても実際の労働日数
が規定の月 25 日の人口は 5.2％にすぎず、15 日から 25 日の人口は 62.2％、そして 15 日以
下の人口は 32.6％であったと雇用の実態を明らかにしている。（LJEWU/AAFLI op.cit.,p.29） 
 
表２－９．農園人口（10歳以上）の男女別雇用状況：1995年
　合計 11,596 100.0 5,684 100.0 5,912 100.0
　 雇用契約者 4,916 42.4 2,261 39.8 2,655 44.9
　 失業者 2,584 22.3 1,327 23.3 1,257 21.3
　 臨時仕事就業者 * 1,330 11.5 862 15.2 468 7.9
　 家事従事者 572 4.9 94 1.7 478 8.1
　 学生 2,194 18.9 1,140 20.1 1,054 17.8




人数 割合　 人数 割合　 人数 割合　
（単位：人・％）
 











質に取るなどの行動を起した７８（Arumugam op.cit.,p.22; Shanmugaratnam op.cit.,p.28）。 
1995 年に完全民営化になると、ストライキや暴動を含む労働争議は多くの農園会社で広範
囲に起こるようになり、自発的な抗議行動は多数発生するようになった(Shanmugaratnam 
op.cit.,p.30)。例えば、1995 年 9 月から 10 月にかけて中央高地のマスケリヤに所在するあ
る農園会社で起きたストライキは、農園会社が規定の労働日を遵守しなかったことや、失業 
中の青年の雇用契約をしなかったことに対して、不満を高めた労働者自身によって始められ、
















一方、LTTE による襲撃は 1990 年代後半に入ると紅茶農園地帯においても頻発するように
なった。1998 年 8 月にヌワラ・エリアで電車爆発があり、警察は 22 名の近燐の農園タミル






























また、1995 年のコロンボの People's Bank が発行している Economic Review（1995 
Sep.,Vol.21,No.6）は紅茶産業部門の民営化改革を取り上げ、各方面の関係者の意見を掲載
している。同誌の中の“Opinion: Privatisation of Profits, Nationalisation of Losses: 
Plantations in Transition as told to the 'Economic Review' by the PMEA( Plantation 
Management Executives Association)”の中で、農園会社の高い運営経費について公表して
いる。ある農園会社では、1994 年にコロンボの本部維持費は 55.4 万ルピーであるの対して、
農園の工場設備投資額は 968 ルピー、施肥の経費は 19.4 万ルピー、草刈経費は 31 万ルピー、
そして機械設備額は 3.4 万ルピーである。このように生産性を上げるための直接投資は相対
的に低く抑えられている。それに対して、農園会社がコロンボに開設した本部事務所の経費









































































































身に組織行動をとるようにさせた。(Arumugam op.cit.,p.22)  






























揚があった。スリランカ自由党の S.W.R.D.バンダーラナーヤカが第 2 代首相となるとシンハ








プログラムを推進するようになった。1980 年代中葉の頃より ADB やオランダ政府、ノルウェ
ー政府などにより住環境改善などの社会福祉プログラム第 1 期が実施され、民営化改革後に
は民営化改革推進事業の中で社会福祉プログラム第 2 期が推進されるようになった。そのよ
うな結果、水供給や家屋改善などが進展し、特に乳幼児の死亡率は大幅に改善されていった。   
1992 年に農園部門に民営化改革が導入されたが、その要因のひとつは農園公営化により公
営に内在する産業の非効率性や非生産性によって、紅茶の生産性が低下したことにある。こ
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１ 1931 年にドノモア委員会の勧告により制定された新憲法の下で立法機関である国民評議会（State 
Council）が設けられた。国民評議会の委員となった D.S.セーナナーヤカは多民族・多宗教国家のスリラン
カの現実を容認し、イギリスに対抗するのではなく協調する立場を取ることで、自治領であるということ
よりも、独立を優先させる考えであった。(De Silva 1981,p.449) 
２ マニカムは、国有化された農園の土地の一部のおよそ 2 万エーカーが村落の農民たちに譲渡された
（Manikam op.cit.,p.9）、と記している。 
また、WB によれば、1972 年と 1975 年の土地改革により国有化された土地の約 20％が、4 分の 1 エーカ







スリム、シンハラ人キリスト教徒も攻撃の対象となり、19 世紀末から 20 世紀初頭に大規模な民族暴動が引















でにいたった。（前田 1969,312-314 頁）。 
５ Article 6:“The Republic of Sri Lanka shall give to Buddhism the foremost place and accordingly 
it shall be the duty of the state to protect and foster Buddhism.” (Ponnambalam 1983,p.164) 
６ 他の宗教には思想、道義心，遵守、実践、および教えの自由を個人の権利として与えられた。
（ibid.,p.164） 
７ 職域別のタミル人割合は、例えば、専門職（エンジニア、医者、講師）は 1956 年 60％が 1970 年 10％、
事務職（郵便局、鉄道、委員、税関)は 1956 年 50％が 1970 年 5％、軍人は 1956 年 40％が 1970 年 1％にま
で激減した（ibid.,p.174,Table 6.2）。 
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 また、大学進学の入試枠の制限などにより、大学に入学したタミル人学生の割合は、工学部では 1970 年
の 40.8%が 1976 年に 13.2%、科学部では 1970 年の 35%が 1978 年に 15%、医学部は 1970 年の 50%が 1975 年
に 20%へと減少した。（ibid.,p.176） 






９ 上記脚注 8 の「サティヤーグラハ」は「平和的抗議行動・座り込み」を意味する。 
「1919 年抗英闘争戦術としてガンジーによって提唱された無抵抗非屈服運動である。」Kenkyuusha's New 
English-Japanese Dictionary, fifth edition.1981。 





１１ 1983 年 7 月に勃発した暴動について JBIC(2003)に依拠して、以下に記す。 
























１５ JVP は共産党(Communist Party)の中国派の分裂から生まれ、既成の左翼政党への批判から独自の理論







１８ 荒井によれば、1971 年の武装蜂起では、民間人の犠牲者は 41 人、警察官の死亡者は 35 人、軍関係の
死亡者は 25 人、JVP メンバーの死亡者数は 5000 人から 1 万人（Alles, A.C.,1990, The J.V.P.1960-1989, 
Colombo: Lake House Investments Ltd., Appendix III）であった。(荒井 2003b,372 頁)。 
1987 年から 1989 年の暴動に関しては司法による裁きがなされていないので、はっきりとしないが、以下
の資料では、最終的な犠牲者は、JVP メンバー、警察、一般市民を含む 2 万人あまりとされている（ibid.,380
頁）。青年問題調査委員会(1990 年)と行方不明調査委員会(1994 年)が、それぞれ地域で報告書を作成した
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(ibid.,395 頁 注 12)。 
１９ 足立は、北部のタミル人武装勢力に対してつくられた、1979 年の｢反テロリスト法｣が、JVP に対して
｢有効｣となり、残虐で陰惨な殺戮と、多数の犠牲者を出したと指摘している。この法律は、国家による法
的手続きなしに、逮捕、拘禁、拷問、そして処刑を行わせる実質的条件をつくり、警察や軍は JVP とその
支持者を捕まえて、その場で殺害していった。(足立 1997,86 頁) 
２０ 暗殺の犠牲者は与党の統一国民党関係者、警察官、軍人、また野党関係者などの公人だけでなく、JVP
の指示に従わない一般市民や批判的意見を述べたジャーナリスト、知識人、そして軍人や警察の家族にも
及んだ（朝日新聞、1989 年 8 月 17 日）。 




Repression in Ceylon (New Left Review No.84)p.96.(これは JVP の最高指導者であるヴィジェヴィーラ
の 1973 年 11 月 2 日に法廷における証言を採録したものである)。（末永 1996,240 頁 脚注 49．） 
２２ 『1989 年 3 月 29 日；ウヴァ州で 7 人のスリランカ自由党党員が JVP の軍事組織と見られる「愛国人
民運動」（DJV）に射殺される。』（荒井 2002c、379 頁）（筆者注；ウヴァ州はヌワラ・エリヤ州の右隣の州
である。）「1989 年 9 月 21 日；政府、JVP との和解を図るために、9 月 27 日朝 6 時を期して 72 時間治安部
隊の軍事作戦を停止すると発表。」「1989 年 9 月 24 日；停戦予告に対する JVP からの応答はなく、基幹産業
である茶園やゴム園への攻撃が激化している。」『1989 年 10 月 6 日、「中央山地の鷲」を自称する武装集団、
キャンディ近くの村で 22 人の JVP 党員や支持者を殺害。』「（ibid.,381 頁）  
「1989 年 11 月 12 日；JVP ヴィジェヴィーラ委員長、治安部隊によりキャンディの茶園で逮捕され、コロ
ンボへ護送される。」（ibid.,382 頁）。  
２３ 足立は JVP 蜂起に関する資料は極めて限られていると記している。いくつかの事件史的な出版物とわ
ずかな研究論文があるに過ぎない。また、当時の JVP の中核的な構成員はほとんど殺害されており、生き
残ったものもほとんど口を開かないし、話が聞けるのは直接暴力の場にいなかった周辺的な支持者が中心
である。(足立 1997,82 頁) 
２４ インドとイギリスだけでなく、中村によれば、「この反乱を鎮圧するために、政府は英、米、ソ連、
インド、パキスタン、アラブ連合、およびユーゴスラビアから軍事援助を得」た。（中村 1978,285 頁） 
２５ LTTE 幹部のバラシンガム氏は、インドのニュースチャンネル NDTV に「深い遺憾の意を表明する。イ
ンドの政府と国民に寛大な措置を求める。」、などと語った。今回の謝罪は欧州連合（EU）が 5 月末にイン
ド、米国などに続いて LTTE をテロ組織に指定し、資金凍結したことが背景との見方が出ている。インドの
シャルマ外交担当相は NDTV に「インド政府は暗殺を決して忘れも許しもしない。」、と語った。（asahi.com. 
http://www.asahi.com/international/update/0628/017.html 2006 年 7 月 3 日） 
２６ リットルは、初期の頃から独立以前までの農園における教育について以下のように記している。 
1854 年に英国国教会系ミッション団体により Tamil Cooly Mission（以下、TCM と記す。）が設立された。





農園労働者の子どもは就学年齢になれば家事や仕事をしなければならない。TCM は 19 世紀後半に、「高地地
域のキリスト教徒の子ども」のためにコロンボに寮付きの学校や、中央高地の農園地帯に St.Andrew’s 




スリランカの教育省および高等教育に対して SIDA、NORAD、UNDP、ADB、日本政府、また WB などの外国援
助機関からの年間の支援総額は、1982 年の 200 万ドルから 1995 年には 3,300 万ドル (ibid.,p.197・p.198 
Table 6.1, 源出所：Alailima, 1995 Budget Estimates）と,およそ 16 倍以上に増加した。 
特に SIDA は 1978 年以降から最長期間にわたり最大の教育への援助機関であった。SIDA の 1994 年の援助
総額は約 1 億 5,000 万ルピーにのぼり、その殆どは農園と遠隔地農村部の遅れている初等学校の開発支援
であった。またドイツの GTZ は農園地域の教師の教育と初等学校開発プログラムを支援し、紅茶農園地域
の基礎教育の開発を最終目標として 1986 年から 1996 年までの 10 年間に 6 億 4,400 万ルピーを支援した。 
（ibid.,pp.197-199・p.230） 
２８ 1987 年から 1992 年の 5 年間で生徒数は、初等課程（1－5 年生）で 29％、中等課程（6－11 年生）で
は 115％も増加した（Little op.cit.,p.11）。同期間の男女別では初等課程で男子は 24％、女子は 29％、
中等課程で男子は 100％、女子は 115％と、特に女子の生徒数が増加した（Little op.cit.,p.216）。 
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３１ 場所によっては、8 年または 13 年までの農園の学校もできるようになり、または、生徒が GCE-A レベ
ルの試験を受験できる農園の学校もできた（Little op.cit.,p.154)。 
３２ リットルによる高地のある農園での聞き取り調査の結果では、両親のおよそ 10－20％は子どもへの期
待や熱意を持っていないようであったが、一方、両親の 3 分の 2 以上は息子や娘は GCE-O レベル、または
それ以上、さらに大学までの教育を受けることを望んでいることが判明した（ibid.,p.163）。 
３３ 教師の数は全国レベルで 1981 年に 135,869 人であったのが 1994 年は 186,927 人に増加し、農園の学
校の教師の状態にも良い影響を及ぼした。（ibid.,p188） 
３４ 1984 年から 1994 年までの 10 年間に、農園の学校の教師は 1148 名から 4843 名に増員された（ibid., 
p.206）。 
３５ トリポーシャとはカルシウム・糖分・油脂・たんぱく質などを補給するために、大豆・小麦粉・油・
砂糖などを混合している粉である。約 3cm 大のボール状にして幼稚園や学校で児童に摂取させる。 
筆者は 1996 年に中央州マータレ県の農村に所在する 5 つの幼稚園を 1 日で訪問した。5 ヶ所の幼稚園で、
教師と母親たちがトリポーシャを使って作ったお菓子を試食することを熱心にすすめられた。結局、大き
くて甘いトリポーシャのお菓子を 5 つ、1 日中食べた経験がある。幼稚園の先生によると、児童は週に 1 度、
トリポーシャをおやつとして与えられる。 
３６ SLSPC の 1980－1990 年の社会開発統計・分析によると、SLSPC の農園において 1000 人当たりの幼児
死亡率は、1887 年は 248、1940 年に 149、1974 年に 144 であった（SLSPC op.cit.,p.10）。 
公営化後の全国データーの同指数は、1980 年に 74.7、1985 年に 49.6、1990 年に 38.6、1993 年に 29.4
に、また新生児死亡率は 1981 年の 41.7 から 1993 年には 18.3 へと格段に改善した。また低体重児出産割
合は 1982 年の 36.0 から 1993 年には 21.6 に向上した。《WB 1995,p.55 Table 3.2 （source）PHSWT Vital 








（Kurian op.cit., 105 頁）。 
さらにスリランカは熱帯季節風地帯に位置しているが、ヌワラ・エリヤやハットンなどの高地の紅茶農
園地域の夜は冷え込む。人びとは、夜は粗末な住まいの中で土を固めた床、また粗末なベッドの上で、薄










特に 10 代から 30 代の世代のシンハラ人村人はタミル人を敵と見做すようになった。『タミル人は一括して
侮辱的に「パラ・デマラ」（下衆のタミル人）と呼ばれる。否、ののしられているというべきである。1977
年以降の暴動では、これまでと違って茶園のタミル人も直接攻撃対象となった。』（澁谷 1988,238-239 頁） 
３９ 1986 年 1 月 28 日に政府は紅茶生産地帯での民族暴動を抑制するため、15 時間の外出禁止令を布告（荒






第 2章 紅茶産業の変革の中にみる農園タミル人の変化 ―主体性を回復する動き―  
 １１８
                                                                                                                                                           
より経済が悪化した。(Ponnambalam 1981,pp.97-98) 
４２ 生活費指数は、1965年に 113.2、1970年に 138.2に、そして1977年には204.9へと上昇した。（Thondaman 
op.cit.,p.287） 
４３ 既述（第 1 章第 1 節）のように旧キャンディ王国では、移動農耕（chēna）が行われていた共同地は
無登記地であり、1840 年の土地法によってイギリス直轄領とされてプランテーション農園となった。その
ためキャンディ地域の人びとの間では農園のために土地を取られたとする考えが広く浸透しているといわ
れている（中村 1964,8 頁； De Silva 1981,pp.294-295; Moldrich op.cit.,p.5）。 
一方、1950 年代に農園労働者の市民権付与の問題がスリランカ政府とインド政府の間で交渉が行われてい













４５ 本書は、ジャーナリストと、トンダマンおよび CWC の人びととの面談や会見、またジャーナリスト自
身が目撃し、報告した事件や事象に関するメモを用いて書かれている（Sabaratnam,T. op.cit.,裏表紙）。 
４６ 1977 年の普通選挙では、168 議席のうち、統一国民党は 140 議席、タミル統一解放戦線は 18 議席、
スリランカ自由党は 8 議席であった。（Thondaman op.cit.,p.289） 
４７ 選挙直後の 8 月の暴動について、例えば、大平は、中部と南部から 6 万人以上のタミル人が北部に難
を逃れた（大平 1978, 36 頁）、と記している。 
また、ワルガマは、この暴動によって最大の被害を受けたのは、選挙で統一国民党の支持にまわった農














それを裏切ったとして、彼を非難した。（Walgama op.cit.,168 頁） 
４８ 他の 2 つは、地方分権化、および民族暴動とテロ活動についての問題であった（Sabaratnam,T., 
op.cit.,p.149）。 
４９ LJEWU/AAFLI による中央銀行の引用に拠れば、1986 年 12 月 31 日までにスリランカを離れたインド・
タミル人口は 461,240 人であった。（LJEWU/AAFLI op.cit.,p.48） 








することである。(森本 1981,17 頁) 
５２ トンダマンの父親（Karuppiah Thondaman）は、1879 年頃に 13 歳で南インドの村(Ramnad)からスリラ
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ンカに渡った。コーヒー農園で日賃 13 セントの労働者として働いた後に、紅茶農園のカンガーニとなった。
1909 年にヌワラ・エリヤの農園（Wavendon Estate）を 75,000 ルピーで、イギリス在住のオーウェン




南インドの家族と住んでいた S.トンダマンは、1924 年に 11 歳でスリランカの父親の元に来た。（Sabaratnam, 
T. op.cit.,pp.1-14） 
５３ 本章の脚注 9 を参照。 






になった、と。（Thondaman op.cit., pp.89-92) 
５５ 1985 年 7 月から 8 月にインド政府の仲介によりブータンのティンプーで、スリランカ政府と、北部東
部の分離独立を主張する LTTE などとの会合が開催された。CWC や LTTE 側は、対話を進めるために受け入れ









ャンペーン｣は、1986 年 1 月 12 日から、シンハラ人とタミル人の正月である 4 月 14 日までの 3 ヶ月と発表
した。しかし主要な新聞は、これは祈りではなくストライキであり、賃金を払っての祈りのキャンペーン
であると非難の報道をした。（ibid.,pp.161-162・pp.170-171） 
当時、少数派タミル武装組織である Tamil Eelam Army が紅茶に毒を撒き散らすという脅迫があり、西側
の紅茶バイヤーは混乱しスリランカ紅茶の購入を控えるようになっていた。メディアは｢祈りのキャンペー









５７ 1992 年末の累積損失額は、JEDB は 46 億ルピー、SLSPC は 17 億ルピーに上り、両公社は破産に追い込
まれていた（WB 1995,p.35）。 
５８ バンダラナイケによれば、それ以前に行われた調査･分析･対策などについての事業は以下である。Tea 
Master Plan（1980 年）：カナダのコンサルタントによる 2 年間の調査･分析に基づいた報告書。Central Bank 
Research Department Report（1982 年）：スリランカ中央銀行により纏められた報告書。Ernest & Whinney 
Study （継続中）：2 つの公社の経営についての研究報告、Medium Term Investment Programme （継続中)：
財務と計画省の国家計画部による 2 つの公社への投資プログラム。(Bandaranaike op.cit.,pp.2-7) 
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６１ 農園は紅茶、ゴム、ココナッツ農園である。農園改革事業経費は 8,000 万ドル（ADB 1995,p.iii）。 
６２ 各農園会社（RPC）の資金は、約 2 億ルピーと見積もられている(ibid., p.41, Appendix 2, p.4)。 
６３ 政府はそれぞれの農園会社の「Golden Share」を保持する。また 51％の株式購入者に関しては、国内
投資家の参加を確保するために、海外の参加者は発行株式のうち最高 49％に制限される。（ibid., pp.41-42 





民営化改革が推進される中で、従価税と輸出税は廃止され、これにより紅茶産業は年 7,000 万ドルから 1
億 2,000 万ドルの留保が可能となった（ADB 1996a,p.17・p.25）。この見積額は現在の生産および輸出レベ
ルに基づいている、また以前に有効であった従価税と輸出税を用いている（ibid.,p.17 footnote 1）。 






６６ WB は以下を引用している；Government of Sri Lanka (1995), Ministry of Public Administration, 
Home Affairs, Plantation Industries and Parliamentary Affairs, Plantation Sector Statistical Pocket 
Book. (ibid.,p.60 footnote 28.)。 
６７ WB は以下を引用している；Plantation Sector Statistical Pocket Book, 1995 and Central Bank of 
Sri Lanka Annual Report, 1995. (ibid.,p.59 Table 2-12)。 
６８ 1968 年から 1995 年まで ADB が支援している各種農園開発事業の評価報告書である（ADB 1996a,p.3）。 









理下にある農園内の 11,000 のライン･ハウスの屋根修繕、300 ヶ所の衛生施設の建設、150 の社会福祉施設、
農園労働者のアルコール依存症療法･家計費管理能力開発事業、農園労働者の村落社会への統合、農園会社
の土地拡大事業、国際消費需要に適した紅茶市場開拓事業（ibid.,:Loan Agreement: pp.4-15,Schedule 1.）。 
2002 年から 2008 年までの事業費見積もり額：11,440 万ドル（内 ADB3,000 万ドル、政府 3,760 万ドル、
国内金融機関など 4,680 万ドル）。内、労働者住宅ローン（650 万ドル）、労働者用施設（370 万ドル）、社
会開発事業（410 万ドル）(ADB 2002, p.44, Appendix 9)。 
７２ 紅茶貿易を通じて、生産者に関心をもつ世界の紅茶消費者の ethical trade initiatives が高まって
いる。スリランカの Fairtrade Labeling Organizations（FLO)は、スリランカの紅茶産業で 1995 年から活
発に活動しており、現在は 11 の登録農園の茶生産量の 1％をフェア・トレードで輸出している。Oxford 
Committee for Famine Relief（OXFAM）は、また FLO と協力して紅茶のフェア・トレードを実施している。
これらの団体は、農園労働者問題に関わりながら紅茶貿易を促進している。農園開発事業では、Oxfam を通
じた直接販売を組み込み、農園労働者の生活労働環境に対する関心が高いイギリスの紅茶消費者市場が確
保できる連鎖計画を作成した。イギリスの紅茶貿易の 80％を占めている Tea Sourcing Partnership は、農
園労働者の社会福祉の最低基準を満たすことが審査条件である。農園開発事業では、この条件を満たすよ
うに農園会社に働きかける。（ibid., p.7, footnote 10・pp.42-43, Appendix 8） 
このプログラムの目的は、労働者と農園会社と NGO の 3 者が共に便益を得られるように連鎖することで、
農園労働者の生活労働環境の改善を確かなものとする（ibid.,pp.5-7）。 
７３ 労働者のアルコール依存症対策事業は NGO の Alcohol and Drug Information Center (ADIC)によって
実施された（ibid.,p.41 Appendix 7）。 
７４ WB は 1995 年の報告書の中で、民営化改革事業は農園労働者の社会福祉プログラム第 2 期を引き継い
だが、農園居住人口の健康指標をいまだに向上させていない点を以下のように指摘していた。 
1991 年に社会福祉プログラム第 1 期が終了した時点よりも、民営化改革が開始した後の 1993 年では幾つ
かの指標は逆に悪化している。例えば、母親の死亡率は 1981 年に 1.4 であったのが 1991 年に 1.0 に向上
した、にもかかわらず 1993 年には 1.8 と後退している。そして WB はその要因を一時的なものなのか様子
を見るべきであるとしながら、または新しいマネージメントが労働者の健康に注意を払っていないことに
よるものなのかと疑問を提示していた。（WB 1995,pp.54-55・p.55 Table 3.2） 
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７５ 「北京国際婦人年」以降のスリランカの女性について纏めている資料には、農園部門の女性は、賃金
は上昇したが農園によっては労働日数が減少したこと、臨時の就業が増加していることと、労働者の福利
厚生が後回しになっていることなどが報告されている、と記されている（Centre for Women’s Research 
2000,p.103） 
７６ 1996 年に労働組合は 8 ルピーの賃上げと、年 300 日の労働日を要求したのであるが、23 の農園会社
はこの要求を拒否した。しかし会社のマネージメントは高給を得ているのであり、農園労働者の賃金だけ
を労働経費に還元できない。（The British Refugee Council, Sri Lanka Project、No.99 April,1996 
（http://broslproject.gn.apc.org/slmonito/april96/strike.html 2004 年 12 月 27 日）。 
７７ 1996 年から 1997 年の間に紅茶の国際価格は殆ど上昇していないにもかかわらず、紅茶会社の数社は
大きく利益を高めた。利益を上げた要因は、労働者の賃金と社会福祉経費の削減にある。1998 年 2 月 5 日
から、紅茶･ゴム･ココナッツ農園労働者は、賃金の 50％値上げ要求の無期限ストライキを行った。（WSWS 
17,Feb.,1998, by Wije Dias, http://www.wsws.org/workers/1998/feb1998/estate.shtml、2004 年 12 月
24 日） 
World Socialist Web Site: WSWS は、農園タミル労働者の新しい労働組合の SEP (Social Equality Party)
のウエブ・サイトである。 









７９ 1998 年 9 月に 1,700 名の労働者は、嫌がらせや民族差別をする農園マネージャーの排除と、茶葉計量
のごまかしを正すことを要求したが拒絶された。そのため、運動は 6 万人のストライキへと拡大した。同
年 10 月に、農園マネージャー居宅への放火を疑われた 27 名の労働者が監禁された。ストライキを起す労
働者を脅すための監禁であった。（WSWS, 20 Nov., 1998 by Vijitha Silva, Aravinthan and Gunathilake。
（http://www.wsws.org/workers/198/nov1998sri-n20.shtml, 2004 年 12 月 24 日） 
８０ パンウィラに所在する紅茶農園の中で経営不振のため給与の支払いが滞っている農園では、労働者は
マネージャーを事務所に監禁するような事件が頻発していた。労働者によるピケやストライキは、2002 年
秋から冬にかけて常態化していたため、2002 年の ADB 農園開発事業の中で社会開発プログラムを実施して
いた CARE Sri Lanka は、社会開発事業をしばしば中止せざるを得ない状況にあった。（CARE Sri Lanka ス
タッフの話、2002 年 11 月 27 日）。 
2002 年 11 月 28 日に筆者はパンウィラの H 農園の出入り口で大勢の農園労働者がピケをはっている現場
に遭遇した。経営が困難な状態である H 農園はムスレム商人に買い取られる計画が進んでいた。労働者は
農園が個人経営になることで彼らの労働生活が不安定になることを恐れて、農園が売り渡されることに反
対する意思表明をしていた（パンウィラの［A］農園の D 氏の聞き取り、2002 年 11 月 28 日）。 
８１ ADB は、1998 年には 331（損失労働日：1936 日）のストライキが起きたが、1999 年には 131（損失労
働日：337 日）に減少した（ADB 2002,p.40,Appendix 7）、と記している。 
８２ 1994 年の国会議員選挙では JVP は 1 議席を獲得し、1999 年の州評議会選挙ではスリランカ自由党、
国民統一党に次ぐ議席数を確保した。そして 2000 年の国会議員選挙では 225 議席中 10 議席を、2001 年の
選挙では 16 議席と勢力を拡大しつつある。（荒井 2003b, 394 頁） 
８３ British Refugee Council: （http://brcslproject.gn.apc.org/slmonitor/Augusut98/Hill.html, 
2004 年 12 月 27 日）。 
1999 年 8 月、中央高地ハットンで、電気供給施設破壊を企てた爆弾が起き、100 名以上の高地タミル人
は、審理を行われること無く拘留された (http://brcslproject.gn.apc.org/monitor/August99/tige.html, 
同)。 
８４ この暴動ではシンハラ人とタミル人合わせて、およそ 500 名が難民となった。中央高地では 5 万人以
上の農園労働者は数日の間働くことを拒否した。（British Refugee Counsil: 
http://brcslproject.gn.apc.org/slmonitor/october2000/arre.html 2004 年 12 月 24 日）。 
翌 11 月、多くの農園タミルの若者が逮捕･拘留･拷問された。（British Refugee Council, 
http://brcslproject.gn.apc.og/slmonitor/november2000/arre.html, 2004 年 12 月 24 日）。 
８５ P.P.Manikam: consultant on development issues. (特に、プランテーション産業に関する問題に関
心を払っている。（Manikam op.cit.,裏表紙） 
８６ O.Arumugam: Senior Lecturer at the Sri Lanka Foundation Institute. 
本論述は、Arumugam の以下のペーパーからの引用である。a paper CWC/FES Seminar on Industrial 
Relations on the Plantations Employers point of view. (Economic Review Sep.,1995,p.19・p.22) 
８７ Dr.N.Shanmugaratnam: Director of International Education at the Centre for International 
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Environment and Development Studies. 
８８ 例えば、バルバドスのプランテーション農園では、1970 年代に労働供給が下降し、労働生産性は静止
し、労働者は高齢の女性ばかりになった（ibid.,p.5）。 
８９ B.Sivaram: Consultant Programme Support Group  
９０ Dr.W.W.D.Modder: Director, Tea Research Institute of Sri Lanka. 






めの十分な労働を創出することはできない。」（Economic Review 1995,p.16） 
《本記事は、C.Munasinghe, Director of Economic Research, Bank of Ceylon から、この記事のために














































加型方法に重きを置くジャナサビヤ・プログラム（Janasaviya Program）を 1989 年より実施
した（Gunatilaka & Salih 1999,p.1）。1997 年にスリランカ・ガーディアン紙は「Voices From 
Below」と題して、当プログラムの評価調査結果を記載している。その調査結果によれば、例
えば、調査対象世帯の 70.5％は当プログラムにより彼らの生活に正の社会経済的な効果があ
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ったと感じ、また 35％は社会の中で取り残されている状態が軽減したと感じており、そして、
76.7％は自信や自尊の気持ちが向上したと感じていた（Sri Lanka Guardian 1997,p.13）。ま
た、ジャナサビア・プログラムでは 6 千人のファシリテーター１が雇用され、さらに、ジャ
ナサビヤ活動を支援するために実施されたジャナサビヤ・トラスト・ファンド（Janasaviya 




した。スリランカ最大の民間銀行である Hatton National Bank Limited（以下、NHB と記す。)
はマイクロ・ファイナンス事業を実施している。しかし、「当事業は農村の人びとを対象にし
ていますが、農園タミル人を対象にしていません。」（HNB のマイクロ・ファイナンス事業担
当の Y 氏よりの聞き取り,2000 年 8 月 22 日、コロンボ NHB にて。） 
一方、上記のダンハムらは、ジャナサビア・プログラムの一環として 200 Garment Factories 
Programme の中で 200 の縫製工場が建設され、農園タミル人の雇用機会が創出されているこ
とを以下のように記している。 
200 の工場のうちの 32 は紅茶栽培地区（高地に 10、中地に 8、低地に 14）２に建設され、
1.3 万人から 1.5 万人の直接の仕事が創出された。正式にはジャナサビヤ受益者に優先順位
が与えられているため、農園タミル人に開かれている雇用機会は少ないようであるが、（おお




1995 年に政府はジャナサビア・プログラムをサムディ・プログラム（Samurdhi National 
Programme）に変更した（WB 1998,p.22）。新しいプログラムの背景には青年による社会治安
問題がある。1987 年から 1989 年の JVP 反乱を引き起こした青年の不満と不安の原因を調査
するために、大統領の委員会が任命された、…1991 年の青年に関する大統領委員会
















年 11 月 28 日）。しかし、2002 年 WB『貧困アセスメント報告』５には、農園部門の世帯が受
















―事例研究（パンウィラ、ヌワラ・エリヤの農園；2002 年 3 月・7 月－8 月、 
2003 年 11 月－12 月） 








１－２－１．現地調査（2002 年 3 月） 
 （１）教育の「質」の向上 







は 2001 年 3 月に始めて訪問した。［B］公営農園の子どもが通学しているパンウィラの町にあ
る前述の P 校長のタミル語学校には 2002 年 3 月 27 日に訪問した。［C］民間農園の隣接地に
建てられているタミル語初等学校(K/P/Sivanaswara Tamil Vidyalayam:1－5 年)には 2003 年
7 月 25 日に訪問した。3 校とも新しく、きれいで、立派な校舎である。 
また、教育の内容も変化するようになっている。例えば、P 校長のタミル語学校には図書
室とコンピューター室が設置されている。発電をほとんど水力発電に依存しているスリラン
カでは雨不足による電気の供給が不安定である８。2002 年 3 月の筆者の現地調査時には、ス
リランカ全土を 4 地区に分けて電気供給の時間（日中に 2.5 時間、夜間に 2.5 時間）を毎日、
新聞に発表するという状況であった。社会資本整備が不十分な中で生徒がコンピューターを、
どの程度習得することが可能かという問題はあろう。また科学の先生がいない（P 校長の話）










している学校の J 校長は、農園の子どもの教育に対して熱意があることが窺われた（2003 年
7 月 25 日；Ｊ校長については後述する）。しかし、[A］農園の住民によれば、「学校は 8 時半
から２時半までです。しかし、キャンディやワッテガマなどの町に住んでいる教師は農園に
着く時間が遅いために、始業時間が 9 時半頃になる場合もあります。それが問題です。」（[A]









ハットンでは、［T］農園会社の男性 1 名から聞き取りを行った。その結果を表 3－1 に纏める。  
調査結果によると、表 3－1（i）の 5 名の女子学生全員は、将来的に農園で働くことを望
んでいない。また、彼女らの友人たちも望んでいないことが表明された。(ii)の 4 名の女性












次に、4 名の親族からの聞き取り調査の結果を表 3－2 に纏めた。4 名と人数は少ないが、
全員が子どもに、または妹に高い教育を受けさせて農園外の仕事に就くことを望んでいる。 









年齢 学年 将来の仕事の希望 農園の仕事・農園に住むこと
N.S.さん 20歳 13年 農園の仕事はグレードが低いから 将来は農園に住みたい。
働きたくない。教師、または
ソーシャル・ワーカーが希望。
G.R.さん 21歳 13年 両親の仕事にはつきたくない。 将来は農園に住んでもいい。
農園の仕事以外、事務員とか。
A.N.さん 17歳 11年 両親の仕事にはつきたくない。 農園は住みにくい。
両親の仕事よりも
グレードの高い仕事に就きたい。
N.U.さん 17歳 11年 農園の仕事は嫌。 将来は農園に住みたくない。




年齢 学歴 仕事について 家族






























年齢 学歴 仕事 農園との関係













年齢 学歴 仕事 家族・友人





























年齢 仕事 子ども（妹）への希望 家族
J.D.K. 39歳 現在、プラッカー。 2人の息子がいる。 父親はキャンディの農園の労働者、



















年齢 仕事 子ども（妹）への希望 家族
M.A.M. ー 上記表のM.A.L.さんの父親。 娘には教育を受けさせて、 妻は元プラッカーで、






１－２－２．現地調査（2002 年 11 月－12 月、2003 年 7 月－8 月） 
続いて、2002 年 11 月から 12 月にかけてと、2003 年 7 月から 8 月にかけて、パンウィラの













しかしながら、年齢別では、両地域とも c グループ（41 歳以上）の人びとの半分は 5 年、
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または 5 年未満の就学歴である。それに対して、15 歳から 40 歳（a グループとｂグループ）
の年齢グループでは、初等教育の 10 年を修了した人は中地のパンウィラではおよそ 27％、





の向上は彼らの農園離れの要因の全てとはいえないが、その要因のひとつであるといえよう。   
一方、GCE-O と GCE-A レベルの学歴の人は、両地域を合わせると男性は 10 名、女性は 20











年齢グループ a b c a b c a b c M F a b c a b c a b c M F
総数＊ 16 24 17 14 52 21 30 76 38 57 87 1 15 9 8 30 6 9 45 15 25 44
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
0年 0 1 0 0 1 4 0 3 11 2 6 0 0 0 0 3 1 0 7 7 0 9
1年 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2年 0 1 1 1 2 1 3 4 5 4 5 0 0 0 0 0 1 0 0 7 0 2
3年 1 1 1 1 1 2 7 3 8 5 5 0 0 0 0 1 2 0 2 13 0 7
4年 2 0 1 0 1 1 7 1 5 5 2 0 0 0 0 1 0 0 2 0 0 2
5年 2 2 5 1 5 4 10 9 24 16 18 0 2 3 0 3 2 0 11 33 20 11
6年 0 2 0 0 2 1 0 5 3 4 3 0 1 0 1 1 0 11 4 0 4 5
7年 0 2 1 2 1 0 7 4 3 5 3 0 0 0 0 2 0 0 4 0 0 5
8年 2 2 3 0 5 2 7 9 13 12 8 0 3 2 4 4 0 44 16 13 20 18
9年 3 0 1 2 8 2 17 11 8 7 14 0 3 1 0 1 0 0 9 7 16 2
10年 0 2 0 1 0 1 3 3 3 4 2 0 0 1 0 0 0 0 0 7 4 0
11年 2 1 0 2 5 0 13 8 0 5 8 0 1 0 1 4 0 11 11 0 4 11
 GCEOレベル 1 3 1 2 6 0 10 12 3 9 9 1 3 0 2 7 0 33 22 0 16 21
 GCEAレベル 0 1 0 0 3 0 0 5 0 2 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（10年、および 3 7 1 5 14 1 27 28 5 19 23 1 4 1 3 11 0 44 33 7 24 32
　それ以上の合計）
　無回答 3 6 3 2 12 3 17 24 16 21 20 0 2 2 0 3 0 0 11 13 16 7
(注）＊総数：　学生を除く。
(注）パンウィラ： GEOレベル　－　男性5名（ワーカー1名；働いていない人3名；　農園の仕事以外1名）。
                 　          ー　女性8名（ワーカー3名；　働いていない、または主婦3名；
農園の仕事以外1名、不明1名）。
　　　　      　　GCEAレベル　－男性１名（農園以外の仕事）。
　　　　　　　　　 　　   　　　女性３名（働いていない、または主婦２名；　農園の仕事以外1名）。
　　 ノーウッド ：GCEOレベル　－男性４名（ワーカー１名；　仕事をしていない２名、
　　コロンボで靴屋の店員1名。）





M F 年齢別割合 男女別割合 M
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GCE-O レベル以上の学歴者の割合は、上記の 1995 年の調査時（第 2 章 表 2－3)に比べる


















回答者数／割合 20 ％ 51 ％ 20 ％ 27 ％ 5 ％ 7 ％ 15 ％ 23 ％ 11 ％ 19 ％
学生 2 13 5 1 1 4 4 2 2 5
　将来、 はい 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
  農園で働きますか？ いいえ 2 100 13 100 5 100 1 100 1 10 4 100 4 100 2 100 2 100 5 100
ワーカー 10 30 11 25 3 3 10 19 9 14
　子供が農園で働く はい 0 0 2 7 2 18 2 8 0 0 0 0 0 0 15 79 0 0 2 14
　ことを望みますか？ いいえ 7 70 25 83 9 82 23 92 3 100 3 100 9 90 3 16 9 100 11 79
無回答 3 30 3 10 0 0 0 0 0 0 0 0 1 10 1 5 0 0 1 7
農園の仕事以外 8 8 4 1 1 0 1 2 1 0
　子供が農園で働く はい 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　ことを望みますか？ いいえ 8 100 7 88 4 100 0 0 1 100 0 0 1 100 1 50 0 0 0 0




[A］農園会社 [B]公営農園 ［C]民間農園 ［D]農園会社 ［E]農園会社











の人びとの多くは学生を除くと外部社会との接触は余りなく(第 4 章 表 4－3)、また、人間
関係も限られている(第 4 章 表 4－4・表 4－5)。そのため、彼らが得ることのできる仕事に
関する情報は制約されており、就業について援助を受けることの出来る人間関係資本は薄い
といえる。そのような要因によって、農園タミル人の多くは農園以外の仕事を望んでいるが、 





24 ％ 63 ％ 33 ％ 32 ％ 8 ％ 10 ％ 18 ％ 27 ％ 13 ％ 24 ％
青年が農園以外の仕事を はい 3 13 2 3 21 64 12 38 5 63 10 100 10 56 10 37 1 8 1 4
見つけることは いいえ 10 42 36 57 7 21 12 38 2 25 0 0 5 28 2 7 1 8 2 8































事を望んでいるのであろうか。2002 年と 2003 年に行った質問紙調査で、質問紙に記入され
ていた仕事を表 3－6 に纏めて示す。筆者は本質問の項目欄を学生だけに記載したが、学生で









2002 年 3 月のパンウィラ［A］農園で行った聞き取りでは、3 名の若い女性は、「ソーシャル・
ワーカー」を希望していた《表 3－1（i）(ii）》。後述するように、［A］農園で活動を実施し
ている国内 NGO[VII]の影響があると推察する。 
一方、2 名の親族は子どもに望む職として「会計士」と記載していた。GCE-A の学歴をもつ 







学生・ 青年／ 青年／ 青年／ 青年／
青年／親族
男女 Ｍ Ｆ Ｍ Ｆ Ｍ Ｆ Ｍ Ｆ Ｍ Ｆ Ｍ Ｆ Ｍ Ｆ Ｍ Ｆ Ｍ Ｆ M F M F
回答者数＊ 2 12 5 10 5 1 5 4 1 3 3 2 1 4 2 5 0 1 13 23 11 19
　教師 1 6 1 1 1 2 1 1 5 4 14 1 0
　縫製 1 1 5 1 0 1 1 6
　公務員 1 2 2 3 1 0 2 5
　医者 3 1 1 0 3 1 1
　農園外の普通の仕事 3 1 3 0 0 1
　看護師 1 1 1 1 0 3 0 1
　印刷業 3 0 0 0 3
　自営業 1 1 0 0 1 1
　エンジニア 1 1 2 0 0 0
　会計士 2 0 0 2 0
　農園の工場勤務 1 1 1 0 1 0
　薬剤師 1 0 1 0 0
　会社員 1 0 1 0 0
　警察官 1 1 0 0 0
　銀行員 1 0 1 0 0
　大工 1 0 0 1 0
　自分の資格で出来る仕事 1 0 0 1 0









































年までに農園の初等学校では 4,367 名の教師が不足すると推計されていた（Little 
op.cit.,p.219・p.222）が、1990 年代後半に入る頃には農園学校の公務員の教師は満員とな
ってしまった（ibid.,p.157）。そのため教師になる可能性は狭くなっている。上記の P 校長








一方、上記の就学暦に関する調査結果（表 3－3）から、15 歳から 40 歳（a グループとｂ
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いる１０。例えば、2000 年のコロンボ大学社会学部（Social Science of Faculty of the 




　都市部門 67.0 10.9 21.3
　社会経済部門 　農村部門 73.6 13.2 16.1
　農園部門 65.1 7.8 18.9
　15－19歳 87.0 11.7 6.2
　年齢グループ 　20－24歳 64.0 13.8 22.6
　25－29歳 41.2 16.3 40.5
　A/L　受験のための準備中 77.8 9.1 13.0
　A/L　資格者 73.3 10.6 13.6
　学位、またはそれ以上 75.9 10.1 13.9
　無就学暦 47.4 5.3 47.4
（源出所）青年調査報告書　2000　－コロンボ大学。


















一方、上記の 2002 年 WB 報告書には、失業問題に対処するために、政府は近年に輸出加工
ゾーンと投資庁（boards of investment: BOI）を建設し、「これらの産業に多くの空きがあ
ることは失業者、特に教育のある青年の望みにかなっていないと考えられる。ホワイト・カ

















とを暗示している、とする資料もある（第 2 章 脚注 98 を参照。）。また、「農園タミル人は
受身のままで、自分たちでは何もしないという文化」（TRUST ヌワラ・エリヤ地区の地域ディ
レクターとの面談、2003 年 7 月 25 日）を意味している。関心を向けるべきことは、このよ
うな言葉があるということは、社会の中で農園生まれの人が意識や行動を変化させること、
人間として成長すること、または農園の仕事や生活を批判するようになることなどは殆ど想
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たと推察できるであろう。 
表 3－8は、1993 年から 2002 年の間の農園労働者の賃金と実質賃金率の推移を示している。
賃金は 1993 年から上昇しているが、実質賃金率は低下していた。このような結果のひとつと
して、貧困者比率は他の社会経済部門に比べて、農園部門では 1995／96 年には 38.4%にまで




年度 賃金（1993年＝100） CCPI　* 実質賃金（1993年＝100）
1993 72.24 100 1498.7　*** 100
1996 83.00 115 2034.2　*** 85
1998 101.00 140 2336.6　*** 90
2000 121.00 ** 157 2693.0　*** 93
（出所）Sivaｒam 2001a,p.22 Table 3.　より一部抽出。
賃金（Rs./日）




           1990/1991年、1995/1996年、2002年
（単位：　％）
部門 1990/1991年 1995/1996年 2002年
貧困ライン（Rs.) 475 833 1,423
都市部門 16.3 14.0 7.9
農村部門 29.4 30.9 24.7
農園部門 20.5 38.4 30.0
全国 26.1 28.8 22.7
(出所）Census of Populatoin and Housing 20001, Department of census and Statistics, Sri Lanka.
　　　　http://www.statistics.gov.lk/census2001/index.html (2004年11月26日）  
 
実際に、彼らの日々の生活の経済状態はどのようなものなのであろうか。Box 3－1 に 2002
年の日賃（Rs.121.00）を基準として、農園労働者の賃金算出方法を記す。但し、賃金は 2002
年 12 月に 121 ルピー／日から 142 ルピー／日に値上げされた。 
次に、Box 3－2 に 2002 年 3 月 25 日のパンウィラ［A］農園の出入り口にある雑貨／食料
品店の食料品店頭価格、および［A]農園居住タミル人から聞き取りによる生活費を記した。
また、Box 3－3 に 2003 年 7 月 20 日のノーウッド[D]農園内の雑貨／食料品店の食料品店頭
価格を記す。 
これらの食料品価格を例にすると、2002 年 12 月時点でプラッカーが１日働いて受け取る
実際の賃金である 132 ルピーで購入できる食料品は、米はおよそ 4kg、じゃがいもはおよそ































































































Box 3－3 に記したように食料品もより高いノーウッドでは、「低い所得」と自主回答した人 





24 ％ 63 ％ 33 ％ 32 ％ 8 ％ 10 ％ 18 ％ 27 ％ 13 ％ 24 ％
１）農園の仕事はきついから。 はい 19 79 47 75 19 58 14 44 6 75 9 90 1 6 8 30 1 8 2 8
いいえ 1 4 3 5 11 33 16 50 1 13 1 10 12 67 7 26 0 0 0 0
　　　　(所得が低いから）＊ 0 0 2 3 2 6 0 0 0 0 0 0 4 22 2 7 3 23 4 17
無回答 4 17 11 17 2 6 2 6 1 13 0 0 1 6 11 41 10 77 22 92
2）農園の仕事は、 はい 13 54 41 65 21 64 20 63 6 75 10 100 10 56 19 70 3 23 11 46
　　スリランカ社会で低く いいえ 0 0 0 0 7 21 9 28 0 0 0 0 4 22 1 4 0 0 0 0



























2002 年 3 月の調査対象者の限られた人数（表 3－1 と表 3－2）の中にもパンウィラでは 3 名
の女性が中東に出稼ぎに行っていることが明らかになった。さらに、2002 年 11 月から 12 月
と、2003 年 7 月から 8 月にかけての質問紙調査に基づくと、パンウィラとノーウッドの 5 つ





　専門職 1,481 4.3 － 1.4
　中レベルの職種 5,560 8.2 0.2 5.0
　事務職、および事務職関係 8,872 13.0 0.6 7.5
　技術 75,626 39.8 14.9 44.3
　非技術 55,715 22.7 6.3 41.9
　ハウス・メイド 157,163 100.0 78.0 －
　　　合計 304,417 66.2 100.0 100.0
（出所）　Table 6.05.  b) By Man Power Level 1988-1994, Women & Men in Sri Lanka,
　　　　　Dept. of Census &Statistics, 1995,p.93.










87 % 65 % 18 % 45 % 37 %
　町や海外に出稼ぎに はい。 33 38 25 39 6 33 15 33 18 49
　行っている家族は いいえ。 32 37 36 55 12 67 29 64 18 49
　いますか？ 無回答 22 25 4 6 0 0 1 2 1 3
      「はい」　回答者：海外 (1) 15 46 8 32 2 33 3 20 3 17
       出稼ぎ先は？ 国内 (2) 12 36 5 20 1 17 12 80 15 83













金を 30％値上げした。そのため、WB と ADB はこのような労働問題への政府介入を厳しく非難








一方、スリランカ自由党の Mr．Perera は農園部門の賃金値上げにより、紅茶産業は年 150
万ルピーの負担増加となるため、法制度化の前に労働者の賃金上昇による財政効果を評価す













その一方、既述（第 2 章第 3 節）のように政府や民営化改革関係者は、完全民営化改革に
よって発行する農園会社発行株式のうちの 10％を労働者に無料供与することで、労働者は農






















第 2 章の表 2－9 のようにスリランカでは、プラッカー当りの採集生葉量は、紅茶生産新興国
であるケニアに比べるとおよそ 4 分の１であることが示された。しかし、ILO の報告書には、
1985 年から 1992 年の間の最新データーによれば、農園労働者の週当たりの労働時間（通常
の労働時間）は、世界 43 ヶ国中で、スリランカはエル・サルバドール、リベリア、チュニジ
アと共に最長の 54 時間またはそれ以上となっている、…ちなみにケニアは 44 時間、インド
ネシアは 40 時間である。《ILO 1994,p.65 Table 4.5,（現出所）ILO Year Book of Labour 
Statistics》 
つまり、農園では多くの母親は長時間きつい労働に従事していることを意味している。1994






都市部門 24 31 -1 5
農村部門 26 38 (2.4　*) 6
農園部門 21 52 (2.4　*) 15
合計 25 38 7
（注1）　カッコ内の数字は確率。
（注2）　＊　有意水準１％で、有効。
(出所）Gunasekera, H.R. : Table 6.12 Percentage of Underweight Children, by Sector, 1993,  
      Nutrition Status of Children in Sri Lanka: DHS Further Analysis Series No.l., Dept. of Census 
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影響しているともいわれている（国内 NGO[I]リーダー、2002 年 12 月 3 日）。また、1995 年
に実施された前述の雇用調査は、農園部門では子どもが学校に行かない理由として、子ども























労働者に関する問題」の 2 つを同等に位置づけて記載されている（ADB 2002,p.33 Appendix 4 








―事例研究（パンウィラ、ノーウッドの 5 つの農園：2002 年 3 月、 
11 月－12 月、2003 年 7 月－8 月） 
３－１．安心して暮らしを営む「生活拠点」の確保へ 
３－１－１．基本的ニーズの充実へ 
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 既述したように、劣悪な生活基盤は長い間放置されたままであったが、農園国有化後から
部分的にまた徐徐に労働生活の基本的ニーズの整備は始められるようになった（第 2 章第 1
節）。民営化改革開始後からは特に家屋の修繕や水道・電気の敷設、農園内の道路整備などが
推進されるようになり、また社会福祉プログラム第 2 期が実施されている（第 2 章第 3 節）。 
その結果、1993 年から 2000 年までに既存家屋の 23％に相当する 35,000 ユニットが改善さ
れ、またはそれらの屋根が葺き替えられた。労働者世帯の 68％以上が安全な水へアクセスす
ることができるようになり、46％が家族用トイレをもつまでになった。（Sivaram 2001a, p.22） 
2002 年 3 月の現地調査では、特にキャンディ地域ではすでに農園タミル人の農園離れが進
展していることの影響もあると考えられるが、パンウィラの［A］農園では多くのライン・ル
ームの修繕や改築が進み、また、新しい家屋が建設中であり、住環境が良好に変化していた。












になっていた。（ハットン T 農園会社の農園、2002 年 3 月 31 日;ノーウッド[D]農園、2002






増えました。テレビはおよそ 14,000 ルピーします。農園の人たちは 10 回から 20 回の分割払
いで購入します。特に中東に出稼ぎに行っている家族のいる世帯では、現金収入があるので
テレビを購入することができます。農園にはおよそ 130 世帯ありますが、その内の 100 世帯
ほどはテレビを持っています。」「テレビ番組はスリランカと世界のニュース、英語によるニ
ュースやアメリカのニュース番組、またインドのタミル語のフィルムやスポーツ番組が放映
されています。」（［A］農園の K.M.さんの兄・住民からの聞き取り、2002 年 3 月 24 日・25 日）。 
序章で記したように、2002 年 3 月 24 日の晩に筆者はパンウィラの［A］農園内の副フィー



















































いう人びとは、テレビが普及している［A］［B］農園では 70－80％と高い割合を占めている。  
一方、［D］農園ではテレビ普及率はおよそ半分である。しかし、あるライン・ハウス区域
では小道を隔てた場所に建てられている小さな雑貨店の棚に置かれているテレビを 10 名ほ








回答者数／割合 24 % 63 % 33 % 32 % 8 % 10 ％ 18 ％ 27 ％ 13 ％ 24 ％
1) 自宅での家族との団欒。 23 96 53 84 14 42 16 50 2 25 4 40 5 28 19 70 10 77 16 67
2) 近所の人や友人との語らい。3 13 6 10 13 39 8 25 2 25 7 70 5 28 7 26 7 54 7 29
3) テレビを見る。 18 75 51 81 24 73 22 69 0 0 0 0 13 72 15 56 3 23 3 13
4) お酒を飲む時。 1 4 0 0 0 0 0 0 3 38 0 0 4 22 1 4 2 15 0 0
5) その他　* 2 8 11 17 5 15 2 6 0 0 0 0 6 33 1 4 0 0 1 4




M FM F M FM F M F
パンウィラ ノーウッド
[A］農園会社 [B]公営農園 ［C]民間農園 ［D］農園会社 ［E］農園会社
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ととき、どこかほっとのんびりとした空気が流れている中で人びとは楽しそうにテレビを見
つめていた。（［D］農園にて、2002 年 12 月 5 日）また、調査の質問紙に、「楽しい時はラジ
オを聴いている時。」と記入した人びともいる。（［B］農園の女性プラッカー2 名、a グループ） 
一方、農園タミル人の間には古くは植民地時代よりアルコール中毒の問題があることが指
摘されている(Manikam op.cit.,p.31)。今日、アルコール依存症は彼らの問題のひとつであ
るいわれている。「日賃 100－120 ルピーの中から 20－15 ルピーも酒代に使う人もいるといわ 
れています。農園でアルコール依存症の人が多いのは、きつい仕事による疲労や肉体的な痛
み、また夜は何の楽しみも無く家に閉じこもるしかなく精神的にも不満がたまり、酒に逃げ
るためといわれています。NGO の Plan International はアルコール中毒者の問題に特化して 
活動を行っています。」(CARE スタッフ K さん、2002 年 11 月 26 日)。2002 年 ADB 農園開発
事業の中でアルコール依存症対策のための社会開発事業が NGO によって推進されている（ADB 













そのような農園はある。1990 年から 1995 年まで筆者が毎年 1 回から 2 回訪問したパンウィ










のトイレ設置が推進されている（図 3－3）。［A］農園では、「水道は 3－4 家族に 1 つの割合
で、トイレは１世帯に 1 つが無料で設置されました。」（［A］農園の D 氏からの聞き取り、2002
年 3 月 25 日） 







































ための鋏や雨合羽の使用について ADB が記している（ADB 2002,p.6）ように、プラッカーは
黒のビニール製の頭巾のついた雨合羽を着用していた。（2002 年 12 月 3 日） 
プラッカーの多くは摘んだ葉をナイロン／ビニール製などの袋に入れて担っている《付属
資料 3. 写真（5）》。かつての竹製の籠《付属資料 3．（6）》に比べると、扱いやすくなってい
るといえる。しかし、茶摘み仕事は既述したように重労働である。《付属資料 3．写真（7）・
（8）・（9・（10）》 
2002 年 ADB 農園開発事業の実施機関はプランテーション産業省（Ministry of Plantation 
Industries）である（ADB 2002,p.iv）。2003 年 7 月 28 日に、筆者は同省にて Plantation Reform 
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を促すプログラムが実施されている（第 2 章第 3 節）。1993 年から 2000 年までに上記の PHSWT







時に受け取る積立金制度である。「現在は、男性は 55 歳、女性は 50 歳になると中央銀行に積
み立てられている EPF を引き出す申請書を提出することができます。年に約 11％の利子がつ
いて、労働者はおよそ 30 万ルピーを受け取ることができます。その資金を自分たちで、例え
ば、パンウィラの町の People's Bank に貯金します。その資金を担保にして人びとは家屋の
改築や修繕を行うことができます。」（［A］農園の D 氏,2002 年 3 月 24 日） 




を改築します。およそ 2 万から 3 万ルピーかかります。」（2002 年 3 月 24 日・25 日）人びと
は、EPF を活用して家屋の改築に強い関心を持っていることが示された。 
パンウィラとハットンの農園の副フィールド・オフィサーなどの管理層の人びと、また国




民営化改革開始前後に農園労働者の住環境整備には 60 億から 80 億ルピーの資金、加えて
水や電気の供給、また道路の修復などにはその 3 分の 1 の資金が必要となると見積もられて
いた。もし、ライン・ルームの居住者が自助努力によってそれを改築すれば、その見積額は
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一方、既述（第 2 章第 3 節）のように、民営化改革が開始された初期の頃に、農園労働者
の EPF 制度を無視している農園会社があることをメディアが公表していた。さらには、退職
金が支払われないことに抗議してストライキが起きていたことも指摘されていた。 
しかし、上記の 2000 年の ADB 資料や世論に基づくと、農園会社は労働者の福利厚生に対す
る義務と責任を果たすようになっていると推察できよう。そして、本現地調査を通じて自助





































CARE International Sri Lanka キャンディ事務所（以下、CARE と記す。）などによる社会開




































縫製産業も重要ですが、スリランカにとって紅茶は今までも、そしてこれからも重要です。」    





























































(注）　 パーチ（perch) ：スリランカの土地面積単位。 1パーチはおよそ0.006エーカー、または、25.293平方メ
(出所）　筆者の現地調査 (2002年11-12月）より。  
 

















事務職 管理職 事務職員 管理職
男性 男性 女性 男性 女性 男性 男性 女性
タミル シンハラ シンハラ タミル シンハラ タミル 各1名 シンハラ
1 2 1 1 5 1 2 2
１）年齢 １５－２５歳 0 0 0 0 2 0 0 1
　　グループ２６－４０歳 1 2 1 0 0 0 1 1
４１歳以上 0 0 0 1 2 1 1 0
無回答 0 0 0 0 1 0 0 0
２）学歴　（３） ‐ ‐ 11年 ‐ Aレベル ‐ ‐ Aレベル
３）紅茶産業をマネジャーやワーカーと共に、改善していくことが必要であると考えますか？
はい。 1（4） 0 1 1 4 1 0 1
いいえ。 0 2（6） 0 0 0 0 0 0
無回答 0 0 0 0 1 0 2 1
オフィサー／スタッフ 1（5） 0 1（8） 0 0 0 0 2
農園の外の仕事 0 2(7) 0 1 1 1 0 0
無回答 0 0 0 0 4 0 2 0
５）ワーカーのライン・ハウスを、訪問しますか？
はい 1 2 0 0 0 1 2 0
いいえ 0 0 1 1 4 0 0 2
無回答 0 0 0 0 1 0 0 0
　「はい」：１）結婚式・葬式 1 1 0 0 0 1 2 0
　　　　　　２）仕事の話のため 0 1 0 0 0 1 0 0
(注):(１)　3名の内訳　－フィールド・オフィサー、健康保健関係のオフィサー、　










































（３）国際 NGO による社会開発プログラム 
2002 年 ADB 農園開発事業では、国際 NGO の CARE が 103 の農園で、管理層の人びとと労働
者の教育や訓練などの社会開発プログラムを実施している。その目的は、管理層の人びとと
労働者の能力を向上させ、また農園の参加型運営のための実践を取り入れることを目的とし
ている（ADB 2002,p.41 Appendix 7）本事例研究対象農園の中では［B］公営農園において実
施されている。ここで、CARE による社会開発プログラムについて記したい。 
スリランカで 1956 年の早期から活動を展開している CARE は、農園部門においては 1988
年より活動を開始している２３。CARE は 2001 年 1 月よりキャンディ、マータレー、および高
地の 21 の紅茶農園を対象に、「SHAKTHI for Social Security」事業２４を実施し、それらの
経験に基づいて ADB の農園部門支援事業に 2001 年 8 月から参加している。また、財団法人ケ
ア・ジャパンは国際協力事業団(以下、JICA と記す。)の「JICA 開発パートナー事業」として、
「プランテーション居住者の生活改善事業」を中央州とウヴァ州の 15 の紅茶農園の居住労働
者および家族を対象として 2003 年 5 月より実施している。（財団法人ケア・ジャパン資料、
平成 17 年 5 月 10 日； 財団法人ケア ジャパン資料 2001 年 6 月） 
2002 年 11 月 26 日と 27 日に CARE のキャンディ事務所において、担当スタッフ数名からど
のように社会開発プログラムを実施しているかについて聞き取りを行った。 
タミル人である若い女性スタッフの A さんは熱心に社会開発プログラムに取り組んでいる







からせるシステムを作ることが重要です。1 年 3 ヶ月で人びとの態度や行動に変化が見えて
きました。」 
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ジェンダーと開発のコーディネーターの M 女史は紅茶公社で 25 年間ソーシャル・ワーカー












また、翌年の 2003 年 7 月 24 日に、男性スタッフの G さんから聞き取りを行った。「農園の


























 世論で示されたような農園会社の農園タミル人に対する認識の変化（第 2 章第 3 章）、お
よび 2002 年 ADB 農園開発事業と、特に CARE による上記の参加型社会開発プログラムなどを
通じて、農園タミル人のマネージメントの人びとに対する意識は変化しているのであろうか。 

































24 ％ 63 ％ 33 ％ 32 ％ 8 ％ 10 ％ 18 ％ 27 ％ 13 ％ 24 ％
１） マネジャーと、仕事以外で話をしたことがありますか？
はい 2 8 0 0 12 36 9 28 0 0 0 0 5 28 13 48 4 31 3 13
いいえ 13 54 33 52 20 61 21 66 7 88 10 100 13 72 14 52 9 69 21 87
無回答 9 38 30 48 1 3 2 6 1 12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
２）マネージャーや、フィールド・オフィサーと、将来、話をしたいですか？
とても思う。 3 13 4 6 12 36 9 28 0 0 0 0 0 0 2 7 3 23 3 13
思う。 1 4 6 10 10 30 9 28 8 100 10 100 8 44 9 33 7 54 10 42
それほど思わない。 1 4 3 5 3 9 0 0 0 0 0 0 3 17 7 26 3 23 8 33
思わない。 0 0 0 0 1 3 1 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0




F M F M男女 M F M
地区 パンウィラ ノーウッド
農園 [A]農園会社 [B]公営農園 [D]農園会社 [E]農園会社[C]民間農園
 












































































24 % 63 % 33 % 32 % 8 % 10 ％ 18 ％ 27 ％ 13 ％ 24 ％
１）　大変満足している。 11 46 29 46 22 67 25 78 2 25 1 10 14 78 18 67 8 62 15 63
２）　満足している。 13 54 32 51 5 15 5 16 5 63 7 70 3 17 8 30 5 38 9 38
３）　それほどでもない。 0 0 0 0 1 3 0 0 0 0 2 20 1 7 1 4 0 0 0 0
４）　満足していない。 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　無回答 0 0 2 3 5 15 2 6 1 13 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（出所）　筆者の現地調査より　（２００２年１１‐１２月・２００３年７‐８月）。
ノーウッド













何もしていません。例えば、EPF は 30 年間無かったのです。しかし、やっと 2 年前に EPF 制
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度が導入されました。でも、ボーナスはありません。水道もトイレも保育所もありません。






困らずに毎日生活できることが幸せです。」という声が聞かれた（2002 年 3 月 24 日）また、
［D］農園のプラッカーは、「安定した収入が得られて、子どもたちと一緒に安心して暮らせ
る場所が保障されれば、多少仕事が厳しくても私は一生懸命に働きます。」と話してくれた
















後述するように、2002 年 3 月にパンウィラの［A］農園内の学校で、国内 NGO[VII]の主催
により「国連女性の年」記念式典が開催され、筆者も参加する機会を得た。その式典に農園
の近くに住んでいる若いシンハラ人女性の D.S.さんと、彼女の友人が参加していた。 
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１ スリランカの貧困削減プロセスでは、プログラム動員者（social mobilizers/animators）は外部のフ
ァシリテーターである。彼らは貧困層がコミュニティ参加を通じて社会経済問題に対処するように貧困層
を支援し、また受益者を特定する。（WB 1998, p.21 footnote 2.） 
 本論では、「social mobilizers」、また「animators」は「ファシリテーター」の用語で統一する。 
２ ダンハムらは以下に基づいている；Board of Investment, 200 Garment Factory Programme:overall 
status report, 22 July 1993. Ceylon Chamber of Commerce, Current Status of the Two Hundred Garment 
Factories Program, Colombo, March 1994. (Dunham et al.,op.cit.,p.67) 
３ Parliament of the Democratic Socialist Republic of Sri Lanka, "Samurdhi Authority of Sri Lanka 
Act, No.30 of 1995." (WB 2002,p.32 footnote 15.) 




携させる、など。（ibid.,p.29 footnoe 11.） 
５ 1999－2000 Sri Lanka Integrated Survey (SLIS)の推計から、サムディの移転要素はスリランカ世帯
の 40％に到達しているが、１人当たり支出による 5 分化の中の最貧困層の 36％には到達していない。サム
ディの 40％以上は富裕層 60％に移転されている。（ibid.,p.30） 
６ 1996/97 年の社会経済部門別年齢別失業率は、14-18 歳（都市部門 40.2%、農村部門 34.7%、農園部門
37.5%）、19-25 歳（都市部門 33.4%、農村部門 30.8%、農園部門 18.7%）、26-35 歳（都市部門 11.8%、農




ために、1.5 万ルピーから 2 万ルピーを支払っており、この資金は金貸しから高利で借り入れている
（LJEWU/AAFLI op.cit.,p.45）。このような状況に対して、民営化改革推進事業では何らかの具体的な支援
策を行っていたかは不明である。 
８ 2000 年に降水量不足で年間の水力発電量は 24.0％減少し（荒井 2000a、534 頁）、2001 年にも電力危
機が続き（荒井 2001,542 頁）、2002 年も厳しい電気供給制限が実施されていた。 
９ ダンハムらは、スリランカの農園関係の文献の中で用いられている「地位」(status)の概念は両義的で
あると記している。社会学的意味では、文化的に決定される現象を意味しているが、また富を示唆するた




高めていることが、スリランカの政治的経済的、また社会的文脈の中で見られる。」（Weerawansa 2000, p.31） 
１１ 1971 年に労働規定である「雇用終了と勤労者の法令」（Termination of Employment and Workmen Act）
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１３ 例えば、平均して 2 名が働いている農園労働者世帯の月額所得は 1992 年に 2,700 ルピー《WB は以下
を引用している。Technical Assistance Team: Needs Analysis of Plantation Women: Phase I, September 
1992. (WB 1995,p.51 footnote 43.)》であり、農村部門と都市部門の所得よりはるかに超えている。 
１４ また、WB は、農園では所得不平等は最少であり、同時に 1990 年の月額 471.20 ルピーとした貧困ライ
ンによる貧困者比率に基づくと、都市地域の 18％と農村地域の 24％に比べて、農園は 13％と最低である（WB 
1995,pp.50-51）、と記している。 
１５ 1996／97 年の調査によれば、1 ヶ月１人当たり支出に占める食料費は、農園部門は 67%であり、都市









よそ 3.8％以下）の 10 歳以下の子どもの児童労働があると推計している。（LJEWU/AFFLI op.cit.,p.26・p.38） 
１７ 出稼ぎ先は、中近東など海外の場合はパンウィラでは約 40％であるが、ノーウッドでは 20％以下で
ほとんどの人はコロンボで働いているという相違が見られる。本調査では出稼ぎ先の相違の背景を調べな
かったが、海外出稼ぎには幾つかの条件が必要であると推察する。例えば、上記のようにパスポートを入
手するためには ID カードが必要である。また、上記脚注 2 に記したように、海外移動局に登録するために
経費がかかる。また、情報の入手が十分でない。これらの条件が出稼ぎ先の相違の背景要因と考えられる。 




が必要だということです。」(2002 年 8 月 27 日) 
１９ 2000 年に実施された人口と健康調査（Demographic and Health Survey）によると、農園部門では栄
養不良は最悪であり、アンダーウエイトの子どもの割合は 44％にのぼっている（Social Conditions of Sri 
Lanka, Department of Census and Statistics www.statistics.gov.lk. 2007 年 7 月 9 日） 






る。例えば、ある農園会社は参加型マネージメントを、ある会社は Five S システムを取っているなど。(ADB 
2002,p.41 Appendix 7)。 
 Five S システムとは、「同じ仕事をしている労働者の小グループは、有給時間に、定期的に、自主的に
会合し、問題について話し合い、解決を見出し、解決の実践にはマネージメントと協力する。」(ibid.,p.41 
footnote 4.) 
２３ CARE Plantation Reform Project – Worker Education Training Programme (1999 Sep.-2000 Oct.) 
２４ SHAKTHI 事業（2001 年 1月－2004 年 12月）の実施機関は、CARE, Ministry of Plantation, JEDB/SLSPC、
Plantation Management である。当事業は、農園のマネージメントと農園居住者の間の相互のコミュニケー
ションを促し、それを通じて情報の共有や社会サービスへのアクセスを促進させて、農園コミュニティと
しての連帯を強めることを目的としている。（CARE の「SHAKTHI for Social Security」パンフレット） 

















から CBO や NGO を主とする市民社会が形成されて活発な活動を展開していることを詳述して
いるが、農園空間における市民社会に関する調査研究は先行の研究の中では必ずしもなされ
ていないといえるのである。本章は現地調査に基づいて、農園空間の市民社会の動向に焦点
を当てて、以下の 2 点を明らかにすることを目的としている。 
第 1 は、第 1 節において農園空間に市民社会が形成されたことについて記したい。「農園地
域では CBO は政府の郡レベルの末端機関として村にありますが、殆どの農園内にはありませ





第 2 は、農園タミル人コミュニティの人びとの中から形成された国内 NGO と、その NGO の
会員についての現地調査を事例研究として記す。事例研究の対象地域と対象者は、中央州の
中地のキャンディ県パンウィラと、高地のヌワラ・エリヤ県ハットンおよびノーウッドで活
動を展開している、国内 NGO のネットワークの 1 つである「農園組織の NGO フォーラム」(NGO 
Forum for Plantation Organization)である。フォーラムの会員の７つの国内 NGO、および
その内の 3 つの NGO の会員である。第 2 節において、これら国内 NGO が形成されるようにな








第１節 農園空間における市民社会の形成 ―背景およびその過程 
はじめにスリランカの市民社会の動向について先行研究と関係資料に基づいて概観する。
その後に農園空間における市民社会の動きについて記したい。 










ようになった。当時 NGO という名称はなかったが、今日の NGO１に当たる団体の最古のものは
1802 年 に 設 立 さ れ た バ プ テ ィ ス ト ・ ミ ッ シ ョ ン 系 団 体 で あ る と い わ れ て い る
（Wickramasinghe op.cit.,p.76）。また、スリランカ人による国内 NGO として最も歴史の古
いのは 1831 年に設立された Colombo Friend-in Need Society である（荒井 2000b,74 頁）。
19 世紀後半以降になると、キリスト教系団体に対抗して地元社会のエリート層により仏教、
ムスリム、タミル系団体が設立されるようになった。そして、1931 年に普通選挙が開始され
たことを背景に 1930 年代に市民社会が成長し、1977 年に経済自由化政策が取られ構造調整
の時代に入ったことで政府が後退した領域に NGO が一気に拡大し、さらに 1970 年以後に「グ
ローバル市民社会」２が形成された（Wickramasinghe op.cit.,pp.77-81）。 
このように、NGO は開発における重要な役割を担うようになり NGO の数が増加した。その
ような流れの中で海外のドナーから NGO への資金流入が増大するようになり３、政府は NGO
に関する法整備を強化するようになった４。1990 年に入ると、政府は特に民族紛争に関係す
る NGO の活動に対しては最も警戒するようになった（荒井 2000b,80-83 頁）。1993 年に、政
府は NGO 資金管理規定（The Monitoring of Receipts and Disbursements of Non-Government 
Organizations）の Regulation No.1 で NGO を規制し５、NGO は公的または政府の援助資金に
依存し、社会福祉、開発、エンパワメント、研究、環境保護活動に関わる非政府組織と定義
した（Wickramasinghe op.cit.,p.84）。NGO は 1993 年には草の根レベルの団体を含めると
25,000 から 30,000 あるといわれており、また 1997 年頃に政府に登録されている NGO は約
4000６に上る（ibid.,P.82）と指摘されているように、NGO の数は増加している。 
一方、国際社会は深刻化した JVP と LTTE の暴力行為と、それらに対する政府の制圧行為７





1990 年代には人権に関わる国内 NGO の数が増加した１０。 
さらに、1994 年に統一国民党から人民連合（PA）に政権が移譲したことで NGO の活動は拡
大した。統一国民党が経済と社会を開放したことが NGO の活動を大きく促すことになったの
であったが、NGO が政府の人権に関する政策を非難する傾向となったために同政権は NGO と
ある距離をおいていた。しかし、人民連合政府は市民社会との連携をより強化するようにな
った。（ibid.,p. 33）そして、「1994 年 12 月 9 日の国際人権の日の前夜には、数千人の平和
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の幾つかのプロジェクトを資金援助するようになり、1999 年に北東部への RRR フレームワー
ク(The National Framework for Relief, Rehabilitation and Reconstruction)が開始され
た１１。NGO は救援（Relief）を中心に活動をし、2003 年には北東部で 100 から 150(CBO を含
む)の NGO が活動するようになった。ノルウェー、カナダ、スウェーデン、オランダ、ドイツ



















1993 年 6 月 14 日にウィーンで世界人権会議が開催され、同会議はウィーン宣言及び行動
計画１２を採択し、1994 年 12 月の国連総会で、「人権教育のための国連 10 年」（UN Decade for 
Human Rights Education: 1995-2004）(決議案 49／184)が宣告された１３。続いて 1996 年 12
月の国連総会において、『人権問題：人権と基本的自由の効果的享有を高めるためのもう 1
つの考えを含む人権問題』１４が提出された。 
しかし、スリランカにおいて人権問題は解決されないままであった。1996 年 12 月にイン
ドにおいてアジア・太平洋人権 NGO ファシリテーティングチーム（Asia Pacific Human Rights 





1998 年の 9 月末の戦闘の際に投降してきた LTTE のゲリラは 13 歳から 18 歳の少年少女であ
り、国連特使は 11 月に国連で LTTE を非難した（荒井 1999、547 頁）。1999 年の、「3 月 31

















































かった。国内最古の NGO といわれている上記の Friend-in- need Society は、1870 年代中期
に南インドからの労働者が非常に増加したため、行路途上でスープを与える避難所を設けた。












他方において、1854 年に英国国教会系ミッション団体である Tamil Cooly Mission（後に
Tamil Church Mission として知られる。）が設立されて、農園地域で教育活動を開始した
（Moldrich op.cit.,p.110）。1800 年代後半には、既述のように（第 2 章第 1 節）、多くの様々
なキリスト教ミッション系団体は高地農園地域で学校教育と布教活動を活発化した。メソデ
ィスト系団体は 1880 年代に活動を活発に行い、20 世紀に入る頃には特にハットン地域では
農園内に学校を設立したが、その他の多くのミッション系団体のほとんどの活動は農園内部



















 しかし、既述したように農園国有化後の 1977 年に反タミル人暴動が起きた。タミル人、主
に農園から逃げた農園タミル人の避難民を再定住させるために、タミル人活動家によって
Gandhiyam が設立された。オランダ国際開発協力（Dutch Organization for International 
Development Cooperation；以下、NOVIB と記す。)、OXFAM(UK)、Bread of the World (ドイ
ツ）、World Council of Churches, Christian Aid、およびタミル人帰還者の諸団体から資金
および物的支援を受けて、Gandhiyam はワンニーヤ（Vavuniya）, トリンコマリー、バッテ
ィカロア（Batticaloa）地区のタミル人避難民家族のために、4 万人のリハビリテーション
と 4,750 家族の再定住活動を行った。（Ponnambalam 1983,p.223） 




に NGO などの市民社会は萌芽常態にさえなかったといえるであろう。 
 
１－２－２．農園国有化後：市民社会の形成へ 
      ―現地調査（コロンボ、キャンディ、ヌワラ・エリヤ：2002 年 3 月・ 
11 月－12 月、2003 年 7 月－8 月）（日本：2003 年 9 月） 
 1972 年に土地改革が行なわれ、多くの紅茶農園は国有化されると、農園空間においても
NGO による社会開発が行われるようになった。 
（１）農園タミル人の社会開発を担う新しい主体 ―国内 NGO の形成とネットワーク化 
1972 年にキャンディ地区のカトリック教会の司教ら数名はサッティオダヤ１６を設立した。
1974 年 10 月 17 日にサッティオダヤが中心となり、中央高地の農園地域で活動を行っている












農園の学校教師の総数は 1,484 名であり、そのうちの 4 分の 1 以下はボランティア教師であ







2002 年頃には中央州で 3 つから 4 つの NGO ネットワークが存在しているといわれている。そ
の内の 3 つは、「CSPA ネットワーク」（CSPA Network）、「高地フォーラム」（Hill Country 
Forum：12 年・15 団体）、「農園組織の NGO フォーラム」（10 年・17 団体）である。（国内 NGO
リーダー［II］の話、2002 年 3 月 28 日、ハットンにて）。 
一方、日本の愛知県に所在する財団法人アジア保健研修財団アジア保健研修所（以下、AHI




の H さん（現事務局長）との面談、2003 年 9 月 26 日、AHI にて》。後述する農園タミル人コ
ミュニティの人びとの間から形成されるようになった草の根レベルの国内 NGO のリーダーの
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ひとりは、AHI がインドで行った海外研修に参加している。このように、農園タミル人のた
めの国内 NGO は国境を超えて、世界の NGO と連携、協力するようになっている。 
 
（２）国際援助組織／国際 NGO の農園部門への関与の進展 
 上記のように国際援助組織や国際 NGO は農園部門への関与を一層進展させるようになり、
同時に地元社会の中から草の根レベルの国内 NGO が形成される動きとなった。草の根レベル
の国内 NGO は、国際援助組織などによる資金的技術的支援を受けて、NGO としての能力を次
第に向上させていった。 
１） 国内 NGO の能力向上支援  
 前述の「農園組織の NGO フォーラム」の会員 NGO の内の 5 つの NGO のリーダーから聞き取















る。協会は会員 NGO と定期的に会合を持ち、また会員の NGO は情報や知識を共有することが
できる。実際にプロジェクトを推進するに当たっては、国際援助組織などに対しては協会と
して会員 NGO が共同責任を負う。つまり、会員 NGO 同士で相互管理や相互監視をする。 
③農園の人びとのことは余り知られていない。そのため国際援助組織などにとっては、国
内 NGO と協力することを通じて農園の住民のニーズを把握することができる。 
④国際援助組織などは、はじめに国内 NGO リーダーを招いてリーダー研修セミナーを開催
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する外国人専門家やフィールド事務所を増加させ、現地スタッフを雇用し彼らの育成を強化
している。これらの中間 NGO を媒介として、遠隔地に所在している草の根レベルの国内 NGO
に小額資金を援助する支援体制が形成されるようになった。  
このような動きの中で、国際援助組織や国際 NGO は 1990 年代中葉の頃より、農園部門の国
内 NGO を支援する事業を展開するようになったと推察する。そして、小さな国内 NGO のネッ
トワーク化が進展し、草の根レベルの国内 NGO の能力は向上していった。 
その後の 2000 年前後になると、国際援助組織や国際 NGO は農園部門での活動をより積極的




２） 「権利」の意識化の推進  
   ―調査 NGO：FIT (Foundation of International Training), WUSC (World University 
Service of Canada), AAFLI (American Center for International Labour 
Solidarity), OXFAM (Colombo)； 2003 年 7－8 月 
2000 年前後より社会開発事業を実施している媒介 NGO(FIT)、国際労働者組織（AAFLI）、お
よび 2 つの国際 NGO（WUSC, OXFAM）について現地にて聞き取り調査を行った。現地調査に基
づいてそれぞれの NGO の活動目的およびその内容について概略を記したい。 
（i）FIT（Foundation of International Training）  
FIT は国内 NGO である。FIT はカナダ国際開発機関（Canadian International Development 
Agency；以下、CIDA と記す。）の支援を受けて「子供の権利」のための事業を実施している。
















媒介 NGO である FIT は農園での活動を実践せず、農園関係の国内 NGO の支援を通じて「子
どもの権利」事業を実施している。FIT キャンディ事務所は農園で活動している国内 NGO の
中から同事業の実施 NGO を選出した。「農園組織の NGO フォーラム」の NGO［I]と NGO[VII]
は当事業の実施 NGO として選出されている。 
 
(ii）AAFLI (American Center for International Labour Solidarity) 


























(iii)WUSC (World University Service of Canada) 
 WUSC は CIDA の支援を受けて、2001 年から「農園コミュニティ事業」（Plantation Community 
Project）（4 年事業；350 万カナダ・ドル）を実施している。2003 年７月 23 日に、WUSC キャ
ンディ事務所の副フィールド・ディレクターの C 女史と面談した。C 女史からの聞き取りは
括弧に記しながら、WUSC の資料（Semi-Annual Progress Report 1st April, 2002 to 30th 
September, 2002）とあわせて、WUSC の活動について概略を記す。 












であるとする考えに基づいて、WUSC は農園タミル人の出生証明書（または ID カード）の発














発のめざめの事業（Gender and Development Awareness Programming）を行っている。「例え
ば、女性の職業訓練として、従来は女性の仕事と考えられていた縫製やタイピングなどの仕
事ではなく、男性と平等に働けるようにテレビやラジオの修理などの技術訓練を行います。


























OXFAM は上記の「農園組織の NGO フォーラム」の会員 NGO を対象としてマイクロ・ファイ
ナンス事業を実験的に実施し、その評価により NGO「II」を選出して 5 年間のマイクロ・フ
第 4章 農園空間の変容：市民社会の形成と人びとの自己意識の獲得へ ―事例研究を中心に―  
 １７３
ァイナンス事業を支援協力している。また、2002 年の ADB 農園開発事業に参加している。 
 
聞き取り調査により、国際援助組織、国際 NGO、また媒介 NGO は、農園タミル人の問題を
解決するための活動を積極的に展開していることが明らかになった。これらの援助組織は「権
利」の問題を活動目的に、またはその中心においている。 














（１）サッティオダヤと CSPA  ―目的と活動 
本項は、サッティオダヤの『15 周年：1972－1987』と『25 周年：1972－1997』の 2 つの小
冊子、およびサッティオダヤと CSPA が、交互にそれぞれ年 4 回発行している機関紙（英語版）
SATYODAYA と Voice of the Voiceless に基づいている。 
1973 年 3 月に機関紙 SATYODAYA を発行したことから、人びとはそのセンターを SATYODAYA
と呼ぶようになった。そして 1974 年 10 月にサッティオダヤ関係者が中心となり、労働者と
農民、また農園と農村の両者を含めて、農園地域全体の問題に関心を表明した 20 以上のボラ














1979 年に全国組織の「民族間の正義と平等のための運動」（Movement for Inter-Racial 
Justice and Equality；以下、MIRJE と記す。）が設立され、サッティオダヤはその初代議長
となっている（SATYODAYA 1972-1987）。MIRJE はスリランカで平和の実現を訴えて活発な活
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サッティオダヤの女性事業コーディネーターである A さんは、2004 年 9 月に日本の AHI が






















1987 年から 1 年間コロンボで勉強をしてコミュニティの修了証明書を得た後、サッティオ
ダヤで常勤スタッフとして働いています。現在は 3 ヶ所の農村と 7 ヶ所の農園で合計 10 の
CBO を組織化しました。それぞれ 5 名のリーダーを育成し、総勢 50 名のリーダーの指導員
（Chairperson）の仕事を担当しています。サッティオダヤの「People's Movement」の理念
に基づいて、2 年目からは 50 名のリーダーの中から指導員を選ぶような制度としました。今
後の計画は、この 50 名のリーダーの仲間に政府の役人を参加させることです。この考えはま















次節では、農園タミル人コミュニティの中から形成された国内 NGO の事例研究を記したい。 
 
 
第２節 農園タミル人コミュニティ内部から形成された国内 NGO  
―事例研究（パンウィラ、ヌワラ・エリヤの 7 つの国内 NGO;2000 年 8 月、 
2002 年 3 月・11 月－12 月、2003 年 7 月－8 月） 
本節は 1990 年代初期の頃より農園タミル人コミュニティの人びとによって形成された、国
内 NGO のネットワークのひとつである「農園組織の NGO フォーラム」の 7 つの会員 NGO を事
例研究として記す。本事例研究は現地調査に基づいている。 
7 つの会員 NGO の調査時期・調査方法：  
NGO［I］：2002 年 12 月および 2003 年 7 月に農園内のリーダーのクォーターに滞在して調
査を行った。この間に NGO 活動対象のノーウッドの 2 農園（[D］[E]農園会社）を訪
問して農園タミル人から聞き取り、質問紙調査、話し合いを行った。また、NGO 事務
所の経理担当者と職員、関係者、また彼らの家族から聞き取りや話し合いを行った。 
NGO［II]：2002 年 3 月 28 日に NGO 事務所でリーダー及びプロジェクト・コーディネータ
ーから聞き取りを行った。NGO 会員のハットンの村の女性 3 名と面談した。 
NGO［III］・NGO［IV］：2002 年 12 月および 2003 年 7 月。それぞれの事務所を訪問して聞
き取りを行った。また NGO［I］のリーダーを交えて数回の話し合いを行った。 




NGO［VII］:リーダーは筆者の 4 回の現地調査の協力者である。NGO 活動地域はキャンディ
地区パンウィラの［A］農園およびその他の農園である。リーダーは既述のパンウィラ
のタミル語学校の P 校長の姉である。 
 
２－１．「農園組織の NGO フォーラム」（NGO Forum for Plantation Organizations） 
２－１－１．国内 NGO ―形成の背景要因および特徴 
草の根レベルの国内 NGO が形成されるようになり、「農園組織の NGO フォーラム」としてネ
ットワーク化が進んだ要因を整理しながら、国内 NGO の特徴を記す。 
































２－１－２．「農園組織の NGO フォーラム」の概要 
「農園組織の NGO フォーラム」は、1994 年に中央高地の農園で活動する 3 つの草の根レベ
ルの NGO によって設立された。国際援助組織などの支援が拡大するようになると、草の根レ
ベルの NGO だけではなく、次第に労働組合や政治的背景のある NGO も参加するようになり、
2002 年時点で会員 NGO は 17 団体となった。 
（１）活動の特徴 
フォーラムの活動の特徴は 3 点に纏められよう。第 1 は,国際 NGO による支援の受け皿とし
て結束したネットワーク化であり、国際 NGO による資金と技術支援が中心である。第 2 は,
農園に CBO はないため、住民同士で主に 5 名でグループ（CBO）を形成して、それぞれに名前
（花の名前など）をつけている。このような CBO を基本単位として、会合や勉強会、また融
資事業などを実施している。CBO の会員同士で生活の中の身近な問題について、そしてそれ
らの解決について話し合う。また CBO の経理管理を含めて責任を持って CBO を運営する。こ
のような CBO 活動を通じて住民の間に相互理解や相互協力意識が醸成されることを促してい
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役員会は年 6 回開催する。年会費は 500 ルピーとする。   
（３）国際援助組織／国際 NGO による主要な支援事業 
CIDA Sri Lanka：フォーラムが設立された当初より CIDA はフォーラムの支援を開始した。
第 1 期として NGO の管理と運営に対して資金を援助している。第 2 期（2001 年から 5 年
間）には CBO を組織するための支援事業、「めざめ」「社会参加能力向上」支援事業を実
施している。 
   AusAid (オーストラリア大使館)・NORAD・NOVIB： リーダー研修事業、栄養・健康支援事
業、CBO 組織化の支援事業、マイクロ・ファイナン事業の支援を実施している。 
Oxfam： 第 1 期として 1998 年より CBO 組織化事業を開始した。CIDA と同じく農園と農村で
5 名の会員からなる CBO を組織化する支援事業、および｢めざめ｣のプログラムを実施した。
第 2期として 2000 年よりマイクロ・ファイナンス事業の資金援助を実施した（2000－2001
年の支援金は 950,000 ルピー）。その後は下記 NGO［II］を支援している。 
 
２－２．フォーラム会員の国内 NGO ―７つのケース 
２－２－１．ヌワラ・エリヤ地域の 6 つの NGO 
「農園組織の NGO フォーラム」の主にヌワラ・エリヤで活動を行っている上記の 6 つの会





コーディネーター（男性）、経理担当者（男性）、事務所職員 3 名（女性）   
農園タミル人労働者家庭の出身者がリーダーとなり 1992年に設立された。「農園組織の NGO
フォーラム｣を設立した NGO のひとつである。 
概要 （『NGO 規定』の資料に基づく。） 
組織：ノーウッドとマスケリヤ地域の農園／農村に居住している発展が遅れている人びと
が、平等な地位の基本的権利を得るため、雇用と平和を確保し、開発過程に彼ら自身
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が参加するために能力を向上させることを信念とする。 














NORAD：1995 年 リーダー研修、その後マイクロ・ファイナンス事業。 
AusAid：1995 年－2003 年 親を対象としたマイクロ・ファイナンス事業。親の所得を向
上させることで、脳の発達に栄養摂取が必要な 2－3 歳までの幼児の栄養を高める。 
AAAFLI：ジェンダ ・ーバイアスによる家庭内暴力について女性支援セミナー開催を支援。 
CIDA Sri Lanka：CBO 組織化事業、勉強会。（農園組織の NGO フォーラムを通じて。） 
  FIT：2003 年－2005 年 ｢子どもの権利｣事業。 
NGO 活動内容･評価 
『NORAD また AusAid が開催したリーダー研修を受けた後、1995 年に両組織の援助を受けて
自助努力貯蓄プログラムを開始しました。農園の住民を 5 名から 7 名の小グループに組織化
して CBO を形成しました。CBO の会員は月に１人当たり 50 ルピーを貯蓄します。その内の 3
分の 2 を 6 ヶ月積み立てた後に CBO 会員の間で融資金として使います。残り 3 分の 1 は NGO































働者が牛糞の 3 分の 1 を、そして農園が 3 分の 2 を使用することになりました。私たちはマ
ネージャーと労働者の間に入って、相互が協力し合うように計らいます。 







 コーディネーター（男性）、プログラム・コーディネーター（女性）、事務所職員 2 名（女
性） 
NGO「II」は農園組織の NGO フォーラムの会員として、CIDA の援助資金により CBO を組織
化する事業を開始した。   
プログラム内容：｢めざめ｣・「社会参加能力向上」      23,400 ルピー 
      人権・労働者の権利・子どもの権利             12,200 ルピー 
      プロジェクト管理・運営費                   3,000 ルピー 
その後、Oxfam の支援によりマイクロ・ファイナンス事業を実施している。スリランカで
はビジネス目的で NGO を形成する、いわゆる NGO ビジネスの数が増加してきた。そのため、
Oxfam は 2001 年よりマイクロ・ファイナンス事業を幾つかの国内 NGO を対象に実験的に実施
し、その後に 3 ヶ月間の国内 NGO の評価を行った。その結果、中央高地では NGO「II」とバ
ドゥーラの NGO の 2 つが選抜され、Oxfam のマイクロ・ファイナンス事業の支援対象 NGO と
なった。 
NGO 活動内容・評価 
「Oxfam のマイクロ・ファイナンス事業の全体デザインは、当 NGO と Oxfam の担当スタッ
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プログラム・コーディネーターによる農園女性のための NGO 活動 
『全国規模で活動を展開している女性 NGO のコロンボ女性フォーラム(Colombo Women's 
Forum)はあります。しかしコロンボの女性 NGO の間では農園女性のことは知られていません。





３）NGO[III] ～ NGO [VI]  
4 名の NGO リーダーには質問紙調査を行った。得られた回答を以下に纏めて記す。 
質問項目：NGO 設立の動機、国際援助組織との関係、草の根 NGO の役割についての考え、 
および NGO 活動の目的／目標 
NGO[III]:「農園を離れてコロンボに滞在していました。その後、1980 年にこの地域に来て
ハットンで活動をしている国内 NGO の社会開発センターに参加しました。農園内の人びと
を 20 数名集めて訓練などの NGO 活動を行っていましたが、1983 年の暴動により農園内に
警察が入るようになりました。警察は集団活動や集会を行うと、LTTE の協力者を煽動して
いると疑うようになったために NGO 活動を終止しました。その後 1991 年に NGO を設立し
ました。NGO を設立した時に CSPA、Bread for the World、Christian Aid の支援を受けま
した。今までに、Oxfam, Christian Aid, スリランカ・カナダ開発基金（Sri Lanka Canada 
Development Fund；以下、SLCDF と記す。）、NORAD の支援を受けて社会開発事業を実施し
ています。国際援助組織の支援事業は有益であると考えています。 
草の根の地元 NGO は我々の農園タミル人コミュニティの権利のために闘っています。農






NGO[IV]：「農園労働者として働いていました。1976 年に国内 NGO が農園に来た時に社会開発 
を行う組織があることを知りました。その後、農園の外の世界に出て国内の全国規模のキ
リスト教系 NGO で 20 年間働きました。ハットンに来て、NGO で働いた経験を基にして自分
で 1990 年に NGO を設立しました。NGO 設立時もその後も国際援助組織の支援を受けたこと




がハットンで実施した NGO 活動に参加しました。しかし 1990 年にその NGO はハットン地域
から離れてしまったので、活動に参加していた人たちで農園労働者のための草の根の NGO
活動を開始しました。NGO 設立時には国際援助組織の資金援助を受けませんでしたが、今




NGO[VI]:「1996 年に農園を離れました。仲間 4 名と一緒に 5 名で高地で NGO 活動を行った後 
に、1998 年に現在の NGO を設立しました。NGO 設立時に COCDAID(カナダ)の資金援助を受
けました。今までに、COCDAID（カナダ）、NORAD, Oxfam, SLCDF の支援による事業を実施
しています。現在は 4 つの農園で合計 11 ヶ所のディビジョンで活動を行っています。草の
根 NGO は遅れているコミュニティを発展させるために努力しています。」 
 
 次に、NGO 会員が NGO 活動に参加することによってどのように変化するようになっている




NGO[III]　 NGO[IV] NGO[V] NVO[VI]
　NGO設立年 1991年 1990年 1991年 1991年
　あなたのNGO活動に対する農園の人びとの反応を、あなたはどのように考えますか？
　　　私たちの会員は自信をもつようになった。 はい。 はい。 はい。 はい。
　　　挑戦をするようになった。 はい。 はい。 － －
　　　自分自身の生活を改善するために考え、 はい。 はい。 はい。 はい。
　　　　　工夫する能力を向上させている。
　　　所得が向上している。 はい。 － － はい。
　　　社会参加能力が向上している。 はい。 － はい。 －
　どの位の頻度で会員と会いますか？ 毎日。 毎月。 週に１度。 週に１度。
(出所）筆者の現地調査(2003年7-8月）より。  
 
２－２－２．パンウィラの国内 NGO   
（１）NGO 活動内容とリーダーによる評価 
筆者は NGO[VII]リーダーの V.S.さんと筆者の 4 回の現地調査時に会い、聞き取りや NGO
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活動の観察を行った。上記の「農園組織の NGO フォーラム」は、CIDA が支援している SLCDF
にプロポーザルを提出して受理され、2001 年から SLCDF のプログラムを開始した。プログラ
ムは、Participatory Integrated Plantation Development Programme および Revolving Loan 
Fund（RLF）Policy／Ｆund for Other Income Generating Activities（総額 2,447,650 ルピ
ー）である。NGO［VII］は「農園組織の NGO フォーラム」の会員 NGO となり、2001 年 6 月か
ら同プログラムを開始した。 






Asia Partnership – Canada (SAP CAN)と Southasia Partnership Sri Lanka (SAPSRI)によ
り承認され、SLCDF から 119,600 ルピーの事業支援資金を供与された。（2001 年 7 月 28 日付
けの両者の同意書より） 
















園居住の K.N.さん（16 歳）によれば、「舞踊の振り付けは自分たちで考えました。」（2002 年
３月 25 日）式典の参加者は皆、楽しそうに時を過ごしているように見受けられた。 
この式典が開催された学校の掲示板には、上記の WUSC が作成した「国連女性の年」を記念
した大きなポスターが貼られていた。「あなたがお茶を飲む時に、プラッカーに感謝しましょ





NGO [VII]は上記の FIT の「子どもの権利」事業を、[C］民間会社農園の隣接地の道路沿い
に建っている、以前に納屋として使われていた古びた小屋で実施している。リーダーの話に
よれば、「事業の一環として、子どもの暴力事件を阻止するために警察官や麻薬担当の役人な


























―事例研究（パンウィラ、ヌワラ・エリヤの国内 NGO 会員： 
2002 年 3 月・11 月－12 月、2003 年 7 月－8 月） 
本節では、第 1 項において国内 NGO の会員と、NGO 活動が実施されている農園の住民と関
係者からの聞き取り、および質問紙調査の結果を記す。第 2 項において、調査結果によって
明らかになった人びとの意識や行動について分析・考察したい。 







の意見は似ているといえる。そのため 3 名の人びとの声を以下に記す。 
（１） [D]農園の NGO[I]会員からの聞き取り (2002 年 12 月 2 日、2003 年 7 月 20 日)  
A さん：「農園労働者です。妻はプラッカー、息子は学生、娘は家事手伝いをしています。
NGO[I]から最初に 2,000 ルピーを借りました、次に 1,500 ルピーを借りました。その資金
で牛を飼っています。」     
B さん：「プラッカーです。夫は農園労働者です。5 人の子どもがいますが、そのうち 4 人
は学生で、1 人は農園で働いています。融資金で家庭菜園を始めて収入が少し増えました。
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もし十分な収入を得ることができれば農園の中に住み続けていたいです。」 
C さん：「私も夫も農園労働者です。2 人の子どもは学生です。NGO[I]の事業で 2,000 ルピ
ーを借りて家禽を育てています。今は月に 200 ルピーを返済しています。」 
（２）質問紙調査結果：NGO[I]会員 27 名 










15-25 26-40 15-25 26-40 41以上 41以上
5 8 1 9 3 1 27 100
１．あなたは農園労働者ですか？、 はい。 3 8 0 7 2 1 21 78
以前、労働者でした。 1 0 0 1 1 0 3 11
いいえ。 1 0 1 1 0 0 3 11
２．NGOプログラムに参加した後、 はい。 5 4 1 4 3 0 17 63
   あなたの生活は向上したと いくらか。 0 0 0 0 0 0 0 0
　 思いますか？ いいえ。 0 4 0 5 0 1 10 37
３．グループの仲間やNGOスタッフ とても良い。 4 5 1 6 3 1 20 74
 　と集い、話し合いをすることや、良い。 1 3 0 3 0 0 7 26
   新しいことを学ぶことを それほど良くない。 0 0 0 0 0 0 0 0
　 どのように考えますか？ 満足していない。 0 0 0 0 0 0 0 0
４．NGO事務所やメイン街を訪ねることで、農園の外に出る機会があります。
 　あなたの生活世界は はい。 5 8 1 9 1 1 25 93
 　広がったと考えますか？ いいえ。 0 0 0 0 2 0 2 7
５．NGO／マイクロ･ファイナンス事業に参加した後、あなたは精神的に変わったと思いますか？（複数回答）
１）私が努力することで私の生活が向上し、
　　チャレンジする人間になった。 2 2 1 1 1 0 7 26
２）生活がより楽しくなった。 0 0 0 4 1 0 5 19
３）自信を持つようになった。 3 2 0 5 1 0 11 41
４）私と家族の将来の希望や期待を持てるようになった。 0 6 0 1 1 0 8 30
　無回答 0 0 0 2 0 1 3 11
６.　NGOに参加した後に生活がより楽しいと感じているのでしたら、NGOに参加する以前の
　あなたの生活はどのようだったと思いますか？（複数回答）
１）私の生活は紅茶会社のマネジャーに管理されている 2 2 1 2 1 1 9 33
　　だけだったように感じる。
２）私の生活は働くだけだったように感じる。 2 7 0 6 1 0 16 59
３）私の生活世界は農園労働者として制約されて 1 2 0 0 1 0 4 15
　　いたように感じる。
４）私の意思や希望で、私の生活を決められなかったと思う。 0 0 0 2 1 0 3 11






マイクロ･ファイナンス事業に参加の有無 参加 不参加 合計
 
 
（３）質問紙調査結果：マイクロ・ファイナンス事業参加者 13 名 
上記 27 名の会員の内、マイクロ・ファイナンス事業参加者に、調査質問紙の中にマイクロ･
フィナンス事業に関する幾つかの質問を記入方式で行った。（表 4－3） 














5 8 13 ％
　１．（融資金で）どのようにしてビジネスを決めましたか？
　 １）自分で考えた。 3 8 11 85
２）家族と話し合った。 2 0 2 15
３）NGOのグループ・メンバーと話し合った。 0 0 0 0
４）NGOのスタッフが指導した。 0 0 0 0
　２．融資金で新しいことをすることは難しいと思いますか？
１）はい。 0 0 0 0
２）いいえ。 5 8 13 100
　３．融資金で、何か新しい活動に挑戦することは楽しいですか？
　 １）とても楽しい。 3 4 7 62
２）楽しい。 2 4 6 38
３）それほどでもない。 0 0 0 0
４）楽しくない。 0 0 0 0
　４．収入は増えましたか？
１）はい。 1 7 8 62
２）いくらか。 4 0 4 31
３）いいえ。 0 0 0 0
無回答 0 1 1 8
　５．貯金は増えましたか？
１）はい。 1 4 5 38
２）いくらか。 4 3 7 54
３）いいえ。 0 0 0 0










点も多い。村民女性の NGO 活動に対する意見や、NGO 活動に参加したことによって自分がど
のように変化したかなどについての彼女たちの意見は本研究の参考になると考え、以下に記




業のためのグループを作りました。3 つのグループ会員の 15 名は一緒に合同の会合を毎週
開いています。この会合を通じて、以前は付き合いが無かった人とも付き合うようになり、




います。現在では 15 名で 3,500 ルピーの積立金ができました。融資金を借りるためには







S.M.さん：「私は 1 頭の牛を飼育していました。NGO のマイクロ・ファイナンス事業で借りた
















３－１－３．パンウィラの国内 NGO[VII]の会員(農園タミル人)と NGO 活動が実施されている
農園の人びと 
次に、パンウィラの農園で NGO 活動を行っている NGO[VII]の会員、および農園の人びとか
らの聞き取りと話し合いについて記す。 
上記のように、NGO[VII]が主催した「国連女性の年」記念式典の翌日に、筆者は式典で「女










加減ながら即答した。既述（第 3 章第 3 節）のように、M.A.L.さんを含めて[A]農園の住民と









































を行っているが、NGO 事務所は麓の町にある。筆者が 2002 年 12 月 2 日に NGO 事務所を最初
に訪れた時、入口を入ると 3 名の農園タミル人の女性たちと目が会った。彼女たちは自分た
ちの CBO 活動報告書を提出するために NGO 事務所を訪れていたのであった。初対面であるに
もかかわらず、にっこりと笑って筆者に挨拶をした彼女たちの健康的で、礼儀正しく、明る























































たちのためにやっている。」と記入した人びとは少なくない。上記の 3名を含めて 14名が LTTE
の行動を肯定するような意見を記載している。しかし、LTTE の行動による何らかの影響を 22
名は受けていないと表明している。他の 5 名は無回答である。 








































22 % 50 % 28 % 31 % 7 % 6 ％ 14 ％ 25 ％ 11 ％ 19 ％
　農園の外に出ますか？
　目的は？ １）買い物 14 64 34 68 21 75 22 71 5 71 1 17 12 86 9 36 11 100 11 58
　（複数回答）２）セミナー・催事 4 18 8 16 13 46 14 45 1 14 1 17 9 64 9 36 3 27 7 37
３）役所・銀行などの用事 5 23 22 44 12 43 10 32 3 43 1 17 9 64 10 40 3 27 4 21
４）余暇を楽しむため 0 0 1 2 10 36 10 32 1 14 0 0 8 57 3 12 2 11 3 16
５）親戚訪問 10 45 32 64 16 57 14 45 1 14 3 50 12 86 16 64 4 36 14 74
６）その他 2 9 4 8 8 29 4 13 0 0 0 0 3 21 1 4 4 36 2 11
　まれです。 2 9 1 2 14 50 17 55 1 14 1 17 1 7 12 48 1 9 4 21
　外に出ません。 0 0 0 0 1 4 1 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　無回答 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 7 2 8 5 45 0 0
(出所）　筆者の現地調査より　(2002年11-12月・2003年7-8月）。
ノーウッド

























ことは明らかであろう。上記の調査結果（表 4－2）では、NGO 会員の仲間や NGO スタッフと
コミュニケーションを持つことを、また新しいことを学ぶことを、全員が「とても良い。」「良
い。」と考えていることが示された。狭い生活空間の中にほぼ閉じこもり、横の繋がりの人間









22 ％ 50 ％ 28 ％ 31 ％ 7 ％ 6 ％ 14 ％ 25 ％ 11 ％ 19 ％
１）両親・兄弟姉妹 20 91 43 86 19 68 26 84 7 100 5 83 10 71 22 88 8 73 15 79
２）親戚（叔父叔母・祖父母） 0 0 8 16 7 25 7 26 3 43 3 50 3 21 6 24 2 18 3 16
３）近所の人 0 0 1 2 4 14 10 32 0 0 0 0 2 14 6 24 3 27 2 11
４）友人 15 68 32 64 8 29 9 29 0 0 0 0 5 36 7 28 5 45 5 26
５）マネジャー 0 0 0 0 3 11 6 19 0 0 0 0 2 14 2 8 0 0 0 0
６）フィールド・オフィサー 0 0 0 0 5 18 4 13 0 0 0 0 2 14 2 8 0 0 0 0
７）その他＊ 0 0 1 2 6 21 2 6 0 0 0 0 0 0 1 4 0 0 4 21





F M F M学生を除く住民(男女） M F M
農園所在地区 パンウィラ ノーウッド






22 ％ 50 ％ 28 ％ 31 ％ 7 ％ 6 ％ 14 ％ 25 ％ 11 ％ 19 ％
１）両親・兄弟姉妹 18 82 45 90 18 64 26 84 7 100 4 67 8 57 20 80 5 45 12 63
２）親戚(叔父叔母・祖父母） 0 0 2 4 8 29 6 19 3 43 3 50 2 14 3 12 1 9 3 16
３）近所の人 0 0 2 4 4 14 6 19 0 0 0 0 2 14 5 20 1 9 1 5
４）友人 11 50 22 44 6 21 8 26 0 0 0 0 5 36 6 24 3 27 3 16
５）マネジャー 0 0 0 0 2 7 3 10 0 0 0 0 1 7 1 4 1 9 0 0
６）フィールド・オフィサー 0 0 0 0 2 7 2 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
７）金貸し 0 0 3 6 8 29 3 10 2 29 2 33 3 21 5 20 4 36 4 21
８）銀行 6 27 12 24 9 32 5 16 0 0 0 0 2 14 7 28 6 55 7 37
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たことを明らかにした。一方、人権を重視する国際援助組織や国際 NGO は 1990 年代中葉の頃
から農園部門への関与を一層深めるようになった。ノルウェー、カナダ、オランダ、オース
トラリア、イギリスなどの国際援助組織や国際 NGO（NOVIB, CIDA Sri Lanka, NORAD,AusAid, 
Christian Aid）、また日本の AHI などは、草の根レベルの国内 NGO を資金的技術的に支援す
ることを通じて、国内 NGO の能力を向上させた。このような環境の中で国内 NGO の数も増加
し、国内 NGO のネットワーク化が進んだ。さらに、2000 年前後になると、国際 NGO や国内の
媒介 NGO は草の根の国内 NGO を通じて、または直接に、農園タミル人の社会開発をより積極




そして、1994 年にヌワラ・エリヤを中心に活動を行っている草の根レベルの国内 NGO を中
心に形成されたネットワークのひとつである「農園組織の NGO フォーラム」(NGO Forum for 
Plantation Organizations)の会員の中の７つの NGO と、その内の 3 つの NGO 会員を事例研究
として取り上げた。5 つの NGO リーダーからの聞き取りと、4 つの NGO リーダーへの質問紙調
査に基づいて NGO の活動内容を纏めた。NGO 活動の主な内容は、①農園居住者の間で自主的
に 5 名の CBO の組織化を進める。CBO 会員同士で会合や勉強会を開き、生活の中の身近な問
題について、またそれらの解決について話し合うことを促す；②CBO を基本単位として貯蓄
プログラムやマイクロ・ファイナンス事業などの所得向上事業を行う；③会員は経理管理を






NGO リーダーによるそれぞれの NGO 会員に対する評価に関する調査、国内 NGO[I]の会員の








に閉塞されて生活している人びとであるが、町に在る NGO 事務所を訪問したり、NGO スタッ
























                                                  
１ ウィクラマシンハは NGO を、「救援、リハビリテーション、社会正義、社会福祉、環境保護、ジェンダ
ー不平等、開発、人権に関わっている非営利非政府の協会または組織」と定義している（ibid.,p.76）。 
２ ウィクラマシンハは、A Dictionary of Foreign NGOs in Sri Lanka, Colombo, IRED,p.1 に基づいて、








Pasha, Mustafa 1996: ”Globalisation and Poverty in South Asia”,Millennium: Journal of 
International Studies, 25(3),pp.635-56）。(ibid.,p.81) 
３ 政府資料によれば、スリランカが受けている海外からの援助総額の 22％は NGO を通じたものである。
（Report of the Presidential Commission of Inquiry in Respect of Non-Government Organizations 
Functioning in Sri Lanka (13 December 1993)(unofficially released version)(cited as:NGO Commission 
Report),p.68）(ibid.,p.75) 
４  NGO の登録・監査を規定した法制度として、VSSOA(Voluntary Social Service Organizations Act)が
1982 年に実施された。その管理主体は社会福祉局である。全ての団体に登録義務があるとしている。VSSOA
は 1998 年に改訂され、NGO の監査が強化された。（荒井 2000b,81-82 頁） 
５ 当 NGO 資金監視規定は、年間 5 万ルピー以上の資金を得ている NGO は社会福祉長官に登録すること、ま
た年間 10 万ルピー以上を得ている NGO は、資格のある会計監査員の監査を通過した年間活動報告書を提出
することが規定されている。違反した場合は 5 年以下の懲役、または 5 万ルピー以下の罰金が課せられる。
違反後は NGO としての登録は抹消されて、一年間登録できない。（荒井 2000ｂ,81 頁） 
６ ウィクマラシンハによれば、実際の NGO の数は資料が欠如しているため定かではない。1993 年の政府
資料(NGO Commission Report,p.72)によれば 25,000 から 30,000 である。NGO の登録機関である Ministry of 
Social Services には約 4000 が登録されている。（Wickramasinghe op.cit.,P.82） 
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た。（2003 年 7 月 27 日、コロンボにて。） 
８ 1986 年、国際人権委員会委員長は全ての援助供与国にスリランカ援助を停止するよう求める（荒井 
2002b,57 頁）。 
９ アムネスティ・インターナショナルは 1990 年 6 月に LTTE のテロ活動を非難し、また同年 9 月には、こ
の 3 年の間にスリランカ南部で数千人が治安部隊に殺害・誘拐されたと政府を非難した。1991 年 6 月には
同 NGO の代表団が来島した。同年 9 月には同 NGO の報告書は LTTE の人権侵害を批判していると Island 紙
は報道している。（荒井 2002c、386 頁・397 頁） 
国連の国際人権規約の B 規約では、報告制度のほか、規約にもとづく義務の不履行があった場合に、締
約国がそれを規約人権委員会に通報し、それに基づいて、規約人権委員会が検討し、一定のあっ旋を行う





したがって、国際人権 NGO の介入は大きな影響力があったといえるであろう。 
１０ ウィクラマシンハは以下を引用している；Asian Cultural Forum, 1993（ibid.,p.56）。 
１１ 1900年から援助を始めたドナーは、当初は UNDP,WB,ADB,GTZ,NORAD等、後の RRRフレームワークには、
それらに加えて UNHCR や NGO が参加した。 
また、北東部で活動する NGO をコーディネートする人道援助協議会（Consortium for Humanitarian 
Agencies）は北東部において平和構築と紛争解決に関するワークショップとトレーニングを、NGO を対象に






１３ 国際連合広報センター1997 年 7 月 世界人権会議ウィーン宣言および行動計画 1993 年 6 月 
（http://www.unic.or.jp/centre/txt/vienna.txt. 2006 年 8 月 5 日）。および、UN Decade for Human Rights 
Education (http://www.hrea.org/decade/index.html. 2006 年 8 月 5 日)。 
１４ 《Human Rights Questions: Human Rights Questions, including Alternative Approaches for 
Improving the Effective Enjoyment of Human Rights and Fundamental Freedoms: Fifty-first session 
Agenda Item 110(b) 》（United Nations General Assembly, A/51/506/Add/1, 12 December 1996. Report 
of the High Commissioner for Human 
（http://www.unhchr.ch/huridocda/huridoca.nsf/(Symbol)/A.51.506.Add.1.En?Open. 2006 年 8 月 8 日） 
１５ モルドックの以下の引用による；Sir Samuel Baker, Eight Years in Ceylon (Longmans London 
1902)(Moldrich op.cit.,p.188,note 41)。(Moldrich op.cit.,p.109) 











資料を収蔵している。1997 年の蔵書は 6,600 と、小さいが国内でよく整備された図書館の１つである。
（SATYODAYA 1972-1997） 
１８ JBIC は、スリランカで平和の実現を訴えて活発な活動を行ってきた国内 NGO はあるが、MIRJE はその
先駆けとなった団体であった。しかし、もはや活動をしていないことは残念なことであると明記している。
（JBIC 2003,49 頁） 
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 本章は、第 3 章と第 4 章で述べた現地調査（2000 年 8 月、2002 年 3 月・11 月－12 月、2003
年 7 月－8 月）の結果に基づいている。また、第 3 節の今後の課題と展望については、上記
の現地調査と、その後に行った現地の関係者と書簡を通じた数回の追跡調査に基づいている。 
 







ノルウ―、カナダ、イギリスの政府は農園部門の開発支援を行っている（第 2 章第 3 節）。さ
らに、NORAD やオランダは農園部門の教育支援を行っている（第 2 章第 1 節）。2000 年代に入
る頃より、直接的に、また国内 NGO を通じて間接的に社会開発事業を推進している
WUSC,FIT,SLCDF などは CIDA の関連組織である。 
一方、CIDA、NORAD と NOVIB などの国際援助組織は早期からサルボダヤ運動（Sarvodaya 
Sharamadana Movement）を資金的に支援している。例えば、NOVIB は 1972 年より、その後に
は CIDA や NORAD,また英国の援助機関（ITDG/ODA）１は積極的にサルボダヤに資金支援を行っ
ている２（田村 1996,37 頁）。つまり、農園タミル人の社会開発を行っている主な国際援助組
織などはサルボダヤを支援している組織と重なっている。 




サルボダヤ運動は 1958 年に当時高校教師であった A.T.アリヤラトネと生徒によって始め
られた。スリランカの多くの村落で草の根の社会開発活動を展開し、国際的にも高く評価さ
れている運動である。サルボダヤ組織の正式名は Lanka Jathika SARVODAYA Shramadana であ
る。サルボダヤはサンスクリット語を起源としている。1972 年に Act of Parliament によっ



































によって特徴づけられる。」５(鶴見 1989/1993,46 頁) そして、サルボダヤ運動は、「…スリ
ランカの伝統文化である仏教に根ざした内発的発展のモデルとして世界的にも注目されてき




１－１－２．スリランカの NGO への影響 






る NGO の多くもこの形式を取って」いる。(荒井 2000b、77 頁)７ 
1986 年に SARVODAYA の経済部門として Sarvodaya Economic Enterprises Development 
Services (SEEDS) (Guarantee) Ltd．（以下、SEEDS と記す。)が設立された。SEEDS は 1988
年より新たにマイクロ・ファイナンス事業を開始した８。SEEDS のディレクターによれば、「現
在スリランカにはおよそ 3.5 万から 4 万の村がありますが、その内の約 1.1 万の村でサルボ
ダヤ運動は行われています。2000 年 6 月時点で SEEDS に参加しているサルボダヤ運動のグル
ープは 2,384 です。また村銀行には 37 万人以上の村民が参加しています。海外の援助組織は
プロジェクトの対象者だけを支援するためにコミュニティの住民の間に摩擦が起こってしま
います。それに対して、SEEDS は村全体が調和して発展するモデル（Harmonious Model）な
のです。」（SEEDS ディレクター、2000 年 8 月 23 日、SEEDS 事務所にて。） 
2000 年 8 月 23 日に、筆者は SEEDS Regional Manager の D.W.氏の案内で、コロンボの中心
部から車で南におよそ1.5kmのカルタラ(Kalutara)にある村銀行を訪問した。SEEDS District 
Manager の K.W.W.氏の案内を受けながら、SEEDS のマイクロ・ファイナンス事業に参加して
いる村人から聞き取りを行った。村人の中にサルボダヤ運動の考えが浸透し、人びとの生活
の中に馴染んでいることが窺われた９。 
一方、既述のように（第 3 章第 1 節)、政府は特に青年の高い失業問題を解決するためにジ
ャナサビア・プログラムを実施し、当プログラムの一環として HNB はマイクロ・ファイナン
ス事業を推進している。HNB のマイクロ・ファイナンス事業は成功例として知られている
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 ２００
（Gallardo, Randhawa & Sacay 1997）。筆者は 2000 年 8 月 22 日にコロンボの HNB にて、HNB









GP 職員の案内により GP プログラムの融資制度を利用している村民を訪ねた１０。借手の村民
は HNB のマイクロ・ファイナンス事業を通じて資金やアドバイスを受けながら小規模事業を
成功させることができていることを喜んでいた。 




消滅してしまいました。」（HNB の Y 氏）。他の銀行によるマイクロ・ファイナンス事業の内容
は不明であるが、HNB の GP プログラムの成功要因のひとつとして、村民自身が発展するため
の力をつけていくように促すことを重視する考えと手法にあると考えられる。また、HNB の







歴が影響していたのではないかと示唆している１３。（荒井 2000c, 35 頁） 


























































































ところが、行政による ID カードなどの発行手続きは遅々としたものであった。1997 年の
British Refugee Council, Sri Lanka によれば、多くの農園タミル人は ID カードを 7 年前
に申請したにもかかわらず彼らの 50％は保有していなかった１７。また発行された市民とし
ての証明書はひとたび紛失すると（または盗まれる）と再発行されないために、永久に証明
書を失うことになる（CSPA 1986 Jun.,pp.11-12）。 
1999 年 12 月 18 日にクラマトゥンガ大統領はコロンボで大統領選挙のための演説を行った
直後に自爆攻撃を受けて負傷し、右目を失明するという大事件があった。その翌年の 2000
年 8 月に筆者は現地調査を行ったが、コロンボをはじめ各地で警察や軍による検問は非常に
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NGO の WUSC は農園タミル人が出生証明書または ID カードを所有することは、彼らの基本
的権利であるとする考えにある。そのような考えに基づいて、WUSC は農園タミル人の出生証




開発を行っている農園全体で、すでに約 700 名の申請書を役所に届けました。」（CARE スタッ
フＧさん、2003 年 7 月 24 日）ノーウッドの［D］農園では、「農園タミル人はここの事務所
で申請手続きを行うことが出来ます。事務所が一括して申請書類を役所に郵送しています。」
（［D］農園事務所チーフ・クラーク N さん、2002 年 12 月 4 日）。「［E］農園でも農園内事務
所で申請手続きを行うことが出来ます。」（国内 NGO[I]リーダー、2003 年 7 月 21 日）。  
今日ではこのように周囲の関係者が、農園タミル人が ID カードを所有するために協力する
システムが整うようになった。彼らの多くが実際に ID カードを所持できるようになるために、








能を果たしている（第 4 章第 1 節）。ところが農園では CBO が存在していなかった。国内 NGO
は農園タミル人が自主的に CBO を形成することを積極的に促している。１８ 
CBO の組織化は上記のサルボダヤの基本理念のひとつとも重なるが、農園タミル人の場合
に特に強調されるのは、農園の人びとが CBO として行政に申請して、水道パイプの配管など













のことを学ぶ機会をもつようになっている(第 4 章第 3 節)。ここでは、NGO は彼らをめざめ












ダー、2002 年 12 月 2・3 日）このような教育を通じて、農園タミル人は社会的な能力をつけ
ているといえるであろう。 
一方、既述のように、パンウィラの[A］農園マネージャーとは質問紙調査を対話形式で行










































回答者数／ 15 ％ 22 ％ 50 ％ 6 ％ 28 ％ 31 ％ 5 ％ 7 ％ 6 ％ 6 ％ 14 ％ 25 ％ 7 ％ 11 ％ 19 ％
  割合
はい 12 80 12 55 23 46 5 83 9 32 14 45 5 100 4 57 5 83 5 83 3 21 6 24 0 0 2 18 4 21
いいえ 3 20 10 45 27 54 1 17 8 29 9 29 0 0 2 29 1 17 1 17 11 79 18 72 7 100 8 73 15 79




F 学生 M FM F 学生 M学生 M F 学生
パンウィラ ノーウッド

































































第２節 農園タミル人コミュニティ内部に生じた発展のダイナミクス   
 第 4 章第 1 節で記したように、農園空間の市民社会はスリランカの市民社会の発展経路と
切り離されていたといえるであろう。さらに、今日においても全国規模の国内 NGO であって
も、その多くは農園部門で積極的に活動しているとはいいがたい。例えば、農園タミル人の
女性は 3 重苦の中に置かれていることは広く知られている。しかし、上記の NGO[II]の女性
コーディネーターは、全国規模のコロンボ女性フォーラム(Colombo Women's Forum)はあるが、
コロンボの女性 NGO の間では農園女性のことは知られていないと表明していた。また、「女性
とメディア共同体」（The Women and Media Collective）のディレクターは、「農園の女性は
対象にしていません。」と語った（ディレクターからの聞き取り、2004 年 10 月、東京、早稲
田大学にて）。また、サルボダヤが農園の教育分野で支援活動を行っている事を先行研究は明
らかにしている（Little op.cit.,p.205）。しかし、上記のサルボダヤの経済部門である SEEDS




クターからの聞き取り、2000 年 8 月 23 日、SEEDS 事務所にて。）、という回答であった。 
したがって、農園タミル人のおかれている苦境の問題を正面から取り上げ、彼らコミュニ













既述のように（第 1 章第 2 節）、1970 年代に入ると農園では食料状況が悪化し、多くの農
園居住タミル人は飢えの状態にあった。 
カトリック教会の司祭ら数名は、1972 年 2 月 11 日にそのような苦境にある紅茶農園タミ




















ている２３(CSPA 1986 Jun.,p.13)。 
周辺村民からの攻撃に対して農園タミル人が反撃に出て暴動に拡大する可能性が高い社会
情勢の中で、両組織は農園タミル人に地域社会の中で平和に周囲の人びとと共生していく道




そして CSPA は創設され、運営されているといえよう。 
 
（２）草の根レベルの国内 NGO を形成した人びと 
暴動が頻発化し、特に LTTE のテロ活動が農園地域に侵入するようになると、警察や治安職
員による警備や検問は厳しくなったことについては既述した（第 2 章第 1 節）。農園地域で行
動する人びとの中に、LTTE のテロ活動の協力者と疑われて不当に逮捕・監禁される人びとが





国｣の分離独立を主張する団体を禁止し、1979 年 7 月に｢テロリズム防止法｣（Prevention of 
Terrorism Act）を制定した（JBIC 2003,14-15 頁）。この法律の目的は、個人やグループに
よるテロ、非合法活動、またはその準備の防止にある（ibid.,15 頁 注 14）。上記の足立は、
本来は北部のタミル人武装勢力向けに作られたこの法律が、JVP の第 2 回武装蜂起の時に JVP
に対しても「有効」なものになったと記している。法的手続きなしに 18 ヶ月被疑者を拘禁で
きるというもので、これは国家による法的手続きなしの逮捕、拘禁、拷問、そして処刑を行





る必要があることを認識した人びとは草の根の国内 NGO を形成するようになった。 
このような国内 NGO 関係者の背景について聞き取り調査に基づいて記す。 
 
１）国内 NGO リーダー 
i) M 氏（国内 NGO［I］リーダー） 
国内 NGO[I]リーダーの M 氏のケースを記そう。M 氏は中央高地の紅茶農園労働者家庭に生






















窺われた。２５（2002 年 12 月・2003 年 7 月、M 氏の自宅にて。） 
このような背景をもつ M 氏は農園タミル人の実情をより広い世界の人びとにもっと知って
もらいたいと、筆者の現地調査に積極的に協力してくれたことをここで特記しておきたい。 
ii) S 氏（国内 NGO［III］リーダー）・M 氏（国内 NGO［IV］リーダー） 


























は 1983 年の暴動の時に襲撃を受けた。「農園で働いていた私の両親は 1983 年にテロに襲撃さ
れたためにジャングルに逃げこんで隠れていました。その時に私はジャングルの中で生まれ
ました。」と語ってくれた。彼女は現在、NGO のスタッフとして NGO 会員たちと仲間同士の親
しさで相談にのり、精力的に快活に活動している。また、NGO［I］の事務所にはシンハラ人
女性もタイピストとして働いているが、彼女とも農園タミル人の社会開発の仕事を仲良くこ
なしていた。（2002 年 12 月 2 日－4 日、2003 年 7 月 19 日－22 日 NGO[I]事務所にて。） 



















ています。」と語った。（2003 年 7 月 25 日） 






















内 NGO 関係者はどのように草の根レベルで社会開発活動を始めるようになったのであろうか。 
事例研究の「農園組織の NGO フォーラム」の 7 名の国内 NGO リーダーの内、6 名は若い頃
に農園を離れて、農園外部で生活をし、農園外部の国内 NGO や社会開発センターなどで働い























また、国内 NGO 関係者は外部社会や文化を知っていることで、国際援助組織や国際 NGO か
らのアプローチを受け容れる意識や知識、行動力を備えていたと考えることはできよう。 
 

















また、7 名の国内 NGO リーダーの内、4 名は紅茶農園労働者家庭の出身者であり、親と兄弟
や親族の一部は現在も農園に暮らしている。他の 2 名は労働者家庭の出身者ではないが、フ



















っているなど、農園で起きていることを彼らに話をしていた。（［D］農園にて、2002 年 12 月
3 日・4 日、2003 年 7 月 20 日、[E]農園にて、2002 年 12 月 3 日。） 
国内 NGO[I][III][IV]リーダーとの話し合いで、彼らは「私たちと農園の人びとは共通の
過去と将来の不安、共通の話題や関心をもっているのです。」と語った。調査質問紙の中で国





























２－２－１．古い体質 ―状況の変化に対する非適応  
労働組合は農園労働者の労働条件を改善し、さらに、特に 1977 年以降に CWC は農園タミル
人の教育を向上させてきた（第 2 章第 1 節）。農園の教育が変化するようになった理由につい
て、リットルによる 1990 年代前半頃の現地調査によると、農園の学校の生徒の両親と教師は、
その理由のひとつとして S.トンダマンの影響があったと表明していた２６（Little op.cit., 









1980 年代に、CWC 幹部であったチャンドラセーケラは CWC を離別して、新たに労働組合で
あり政党である UPF を設立したことは既に記した（第１章第 4 節）。民営化改革が開始された
直後の 1993 年にチャンドラセーケラが率いる UPF は小さな労働組合と Joint Plantations 
Trade Union Centre（以下 JPTUC と記す。）を創設した（Shanmugaratnam op.cit.,p.30）。1994
年に国会議員となったチャンドラセーカランは JPTUC の中心者であり、JPTUC は労働組合と
農園会社の間の集団交渉に CWC と LJEWC と共に参加している。そのような結果、労働組合の
数は 1990 年代初期には 23 であったが（Amerasinghe et al., op.cit.,p.87)、2000 年代初
期には 60 余りに増加している（ADB 2002,p.40. Appendix 7.）、といわれている。 
一方、CWC においては孫の A.トンダマン（Arumugam Thondaman）は CWC 議長となり、同時
に家禽開発および農園社会基盤大臣（Minister of Livestock Development and Estate 
Infrastructure）となった。(S.トンダマンは 1999 年に死去した。) 農園部門の民営化改革
とその後の農園改革事業が実施されている過程で、労働組合によるストライキやピケ、さら




















統一国民党と連合し２７、2002 年には社会開発省大臣(Ministry of Social Development)に
なった。一方、CWC は A.トンダマンは住宅･農園･社会基盤省の大臣(Ministry of Housing and 
Plantation Infrastructure)、CWC 財政担当役員 M.シヴァリンガムは農業･畜産開発省の副大
臣であり、総勢 9 名の CWC 幹部が国会議員であった２８。A.トンダマンとシヴァリンガム、そ
してチャンドラセーケランの 3 名は共にヌワラ・エリヤを選挙区としている。他方、近年に
結成された新しい労働組合の SEP（Socialist Equality Party）は大手労働組合に対して、
官僚的組合の指導者たちは閣僚や国会議員の地位にあり労働者側についていないと批判し、
SEP だけが労働者の賃金と生活を守るために活動していると主張している２９。 
筆者は、2003 年 7 月 29 日と 30 日にコロンボにある CWC 本部の白い建物を訪問し、CWC の
国内オーガナイザーである Y 氏から 2 度の聞き取り調査を行った。Y 氏は国会議員であり、
また、スリランカでは希少なエンジニア学士である。Y 氏は筆者に CWC について次のように
説明をしてくれた。「現在 CWC には農園委員会、女性委員会、青年委員会があります。農園で
何か問題、例えば、農園会社が家を建てるための土地をリースしてくれない、または争いな
どが起きた場合などに、各委員会の代表者 3 名と他の 2 名の合計 5 名で行動委員会を作り、
農園のマネージメントと話し合いをします。地区レベルで問題が解決しない場合には CWC 本
部の議長のところに相談に来ます。5 年も 6 年もの間解決できない問題もあります。現在、
女性委員会は農園レベルではおよそ 2000、その上に 45 の地区女性委員会、さらに 7 つの地
域委員会、そしてその上に全国女性委員会があります。毎月、女性の活動に関するセミナー
を開催しています。」そして、Y 氏は、「今では小さな労働組合がたくさんあります。組合員













農園の長老 D 氏、2002 年 3 月 24 日）。「労働組合は今では政治家であり、商人化しています。
労働組合同士は反目しあって纏まろうとしません、互いに政治的に競争しあっているので
す。」（国内 NGO リーダーたち、2002 年 12 月・2003 年 7 月、ノーウッドにて。）「労働組合は
農園労働者との関係を昔のままの形に押し留めていたいと考えているようです。私は、労働
組合は労働者とマネージメントが良いコミュニケーションをもつことの障害になっていると
















既述ように（第 2 章第 1 節）、大手労働組合である LJEWU は 1995 年に AAFLI と合同で紅茶
農園居住者の雇用状況について現地調査を実施していた。同調査では、失業している人びと
（2,584 名）に過去 6 ヶ月の間に「求職のためにとった行動」について質問調査を行ってい




















改革では労働組合は強く非難された（ADB 1995,p.5;  WB 1995,p.37）農園会社は労働組合を
無視するようになり、その結果、労働者は労働組合の重要性を過小評価するようになり、労
働者は自分たち自身で自発的に組織行動をとるようになった動きがあったことについては前
述した（第 2 章第 3 節）。すなわち、民営化改革が実施されている過程で、上記の（1）と（2）
の動きと相まって、労働者の間に労働組合の家父長主義に過度に依存することから、徐徐に
労働組合から自立しようとする意識の変化が生じるようになっていると考えられよう。 
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それでは、労働組合運動の将来的な可能性は薄れてしまうのであろうか。上記の CWC の Y




合員が Y 氏と面談をするために早朝から集まっていた。Y 氏の部屋は大勢の人でぎっしりと
詰まっており、彼らは緊張した面持ちで椅子に座っていた。Y 氏は人びととの面談と、頻繁












































化させるための行動として自ら NGO 活動を開始した。 







第 5章 市民社会の社会開発の基軸 ―人びとの内発的、自立的な発展を重視―  
 ２１８
開発事業を実践している。前述したように（第 4 章第 3 節）、国内 NGO[I]会員の質問紙調査




























て暴動が拡大することを抑制したと考えられる。例えば、上記のように 2000 年 8 月 26 日に









第３節 農園タミル人コミュニティの将来的発展 ―課題と展望 
本章の最後に農園タミル人コミュニティが将来的に発展していくための課題と展望につい
て考察を試みたい。課題は、①市民社会の主体として、②紅茶産業の担い手として、③スリ
ランカの市民として、の 3 つに纏める。 















と、外部の人びとが主に主導している国際 NGO などの間に問題が生じるようになっている。 









を推進する国際 NGO や大きな国内 NGO の活動は活発化し、NGO の数は増加している。このよ
うな流れの中で、農園部門においても事例研究として記した農園組織の NGO フォーラムの会
員 NGO の間で問題が生じるようになっている。問題を 3 つに纏めて記したい。 
第 1 の問題は、農園空間において国際援助組織や国際 NGO は小さな国内 NGO を通じずに、
次第に直接に社会開発事業を実践する動きになっていることである。国際 NGO などは現地事
務所を充実させ、現地スタッフを育成し、農園部門においても活動領域を拡大している。2003




ために必要な条件である。現地調査で筆者が面談した国際 NGO や大きな NGO の殆どの関係者
は流暢な英語で対応してくれた。 
他方において、国内 NGO[I]リーダーによれば、「資金と時間をかけて青年を NGO スタッフ






第 2 は資金面の問題である。農園組織の NGO フォーラムが設立された頃は、フォーラムと
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して国際援助組織や国際 NGO から支援を受けていた（第 4 章第 2 節）。しかし、次第に国際
NGO などの支援事業の対象となる国内 NGO は個別になる傾向にある。そのため、支援事業の
対象として選出されなかった国内 NGO のリーダーからは不満の声が聞かれ、会員 NGO の間に
軋みが生じるようになっていることが窺われた。小さな国内 NGO は NGO 活動や事務所運営の
資金調達に困窮しており、経済的に常に不安定な状況にある。国内 NGO[I]のリーダーは、「私
たちの NGO は海外の NGO からの資金援助に依存することなく NGO 活動を行いたいと考えてい
ます。そのため、レンガの販売やコピー・サービス業、またタイプの仕事などで収益を上げ
ながら NGO の運営が出来るようにしています。国内 NGO は収入源を海外 NGO に依存している
ことは危険です。海外の NGO からの支援が中止されることは事故に出会うようなものです。
自立できる道をつくっておかなければなりません。」（2002 年 12 月 2 日） 
他方において、農園タミル人の社会開発を行っているコロンボのある国際 NGO の担当者は、
「農園組織のフォーラムの全ての NGO を支援するための予算はありません。そのため、会員
NGO の中から優秀な国内 NGO を選出することになります。」という意見であった（2003 年 7
月 31 日、コロンボにて。）。 
このような結果、第 3 の問題は、国内 NGO と国際 NGO の間に対立意識が生じるようになっ












農園の人びとは私たちの NGO を「our NGOs」とみています。』（2003 年 7 月 19－21 日） 







特に 1900 年代の中葉から 2000 年代初期には、豊富な資金力と学問的専門的知識や技術を
持つスタッフからなる国際援助組織や国際 NGO と、国内 NGO が共に協力し合うことで、農園
空間において市民社会が発展したといえる。しかしながら、極近年では、小さな国内 NGO と、
国際 NGO や大きな NGO の間は対抗し合う関係になりつつあるという問題が生じている。 
2005 年 4 月に筆者は国内 NGO[I]リーダーに対して、書簡にて NGO 活動の進捗状況について
の追跡調査を行った。リーダーによれば、「国際 NGO と大きな NGO は小さな国内 NGO の活動地
域において直接に支援事業を実施するようになっています。そのため、小さな国内 NGO はそ
れらの NGO との競争に勝ち抜かなければならないのです。しかし、その一方で私たちは資金
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的には苦しくなっています。」（2005 年 5 月 6 日付け）「大きな NGO がヌワラ・エリヤ地域で
活動を始めるようになり、フォーラムの小さな NGO は資金難のために日に日に衰えていま
す。」（2005 年 7 月 26 日付け）このような国内 NGO［I］リーダーの書簡に基づくと、小さな
国内 NGO は存続自体が不安定になっていると推察する。 
スリランカにおいて民族紛争後の被災地域と人びとの復興と和平のための支援３３、さらに
は津波被災の復興支援３４のために、近年は特に NGO 活動と NGO 支援金が増大している。農園
部門において社会開発を実施している国際 NGO や大きな NGO の動きは、ある一時的な動きな
のか、または長期的なものなのかは不明である。 
本論では、極近年のこのような流れが農園タミル人の将来的発展にどのような影響を与え
るかを予測することは出来ないが、考えられる問題点を 2 つ提起したい。第 1 は、外部者が
主導する NGO は、農園タミル人の心理面を含む多様な問題をどこまで洞察し、また理解する
ことができるかということである。そのため、農園の人びとのニーズに合ったきめ細かい支




















2002 年 3 月 28 日に NGO[II]のリーダーの紹介で、筆者は、農園労働者家庭に生まれペラデ





















およそ 320 名いますが、その内の 15－18 名は高地の農園地域出身者です。皆は仲良く、そし
て互いに協力しあっています。高地の農園地域に居住している約 100 名の大学教師と学生た















と、かつていわれていたような態度や様子は微塵たりとも感じなかった。（2003 年 7 月 25 日） 
彼女は、「将来は、農園タミル人のために働くソーシャル・ワーカーの仕事をしたいと思っ
ています。」と語り、当時は教会の仕事を手伝っていた（2002 年 3 月 24 日）。その後に M.A.L.
さんから届いた手紙を紹介したい。「教会のプレ・スクールで教えています。」（2005 年 3 月 5
日付け書簡）「現在は、農園の子どもたちを集めて自分で小さなプレ・スクールを始めました。」






















2002 年と 2003 年に行った現地調査では、［A］農園においては仕事以外にマネージャーと
話をしたことがある人びとはほとんどいなかった（第 3 章表 3-16）。また同農園のマネージ
ャーはライン・ハウスを訪問するのは葬式の時と回答していた（第 3 章表 3-14）。したがっ
て、同農園においては従来のように住民とマネージャーの間のコミュニケーションはないこ
























2002 年の ADB 農園開発事業の中には、「サブリーシングと外部委託栽培者モデルの開発支














ではケニア紅茶開発庁（Kenya Tea Development Authority：以下、KTDA と記す。）をひとつ
の参考例として考えられています。」 
ケニアは紅茶産業の新興国であるが、近年は世界の紅茶市場に占める割合は拡大し、スリ
ランカに迫っている（第 2 章表 2-8）３７。ケニアでは紅茶栽培総面積の 67.1％をスモール・





























えてもらった。2 つの調査結果を一緒にして表 5－2 に示す。 
本調査結果で注目したいのは、第 1 の質問に対して、インド・タミル人を「タミル人」と
回答した人びとは 37％、「タミル語を話し、ヒンドゥー教徒のスリランカ人」と回答した人
びとは 33％とほぼ同じ割合である。その一方、第 2 の質問に対して、もう一度生まれてくる
















15-25歳 26-40歳 15-25歳 26-40歳 41歳以上 41歳以上
5 8 1 9 3 1 27 ％
１）インド･タミル人は、どのような人と考えますか？（複数回答）
・タミル人 0 4 0 6 0 0 10 37
・タミル語を話し、ヒンドゥー教徒のスリランカ人 4 1 1 2 0 1 9 33
・農園労働者 0 0 0 0 0 0 0 0
・農園内に居住している人びと 1 2 0 0 0 0 3 11
・忍耐強い、良い労働者 0 0 0 1 1 0 2 7
　無回答 0 1 0 0 2 0 3 11
２）もう１生まれてくるとしたら、どのような人として生まれてくることを望みますか？（複数回答）
・インド･タミル人 1 0 1 1 0 0 3 11
・スリランカ人 3 2 0 7 0 1 13 48
・他の国の人 0 3 0 0 (白人） 0 4 15
・その他、誰ですか？ （小鳥） 2 * 0 (小鳥) 0 0 4 15
































男女 M F F M F M F M F M F
回答者数 5 4 4 5 1 19 3 4 6 6 1 4 24
　スリランカ人 3 1 2 0 0 6 2 1 0 0 1 1 5
　タミル人 0 1 1 1 1 4 0 1 2 2 0 0 5
　インド出身者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　農園労働者 1 2 0 0 1 4 0 0 1 2 0 3 6
　農園内に居住している人びと 1 0 1 2 0 4 1 1 3 1 0 1 7
　忍耐強い、良い労働者 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 2
　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0


































集団に細分化しており、また呼称も「Tamils of Indian Origin」、「Indian Origin Tamils」、 



















































たりします。教育が無いために社会のマナーを知らないのです。」（2003 年 8 月 1 日、中央官
庁の S さんのブースにて。） 
コロンボの人びとの間では、農園タミル人は無知で無教養で、礼儀を知らない人びととい
う印象、または偏見がもたれていると推察する。 




























ている…』（川島 2002,151 頁）、と論じている。 
本論の研究対象者は農園居住タミル人である。彼らはどのようにアイデンティティを形成
しているのであろうか。筆者は 2005 年 5 月に、上記のパンウィラの［A］農園の長老 D 氏に
書簡にて、同農園の住民に聞き取り調査の協力を依頼した。質問は、「あなたのアイデンティ
ティは何ですか？例えば、スリランカ人、インド・タミル人、農園労働者、農園タミル人、
高地タミル人など。」、である。D 氏からの書簡に記された人びとの答えを Box 5－2 に記す。   








は 1995 年にマドゥルケレ・コミュニティ委員会（Madulkelle Community Committee）を組織
しました。この会は会員の家族の不幸の時に 3,000 ルピーの相互扶助金や食料を供与しあう
葬式福祉協会（Funeral Welfare Society）です。この委員会の会員は農園労働者と全国家屋
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計画（National Housing Scheme）の参加者です。農園と町に住む人びとから構成されていま













1 G.S.さん 21歳 求職中 インド・タミル人です。私の祖先はインドからきました。
2 K.D.さん 19歳 農園労働者 農園労働者です。父母も祖父母も皆農園労働者です。
3 M.N.さん 26歳 農園内の店の店員 インド・タミル人です。私たちは皆、インドから来ました。
4 K.S.さん 52歳 農園労働者 インド出身ですから、インド・タミル人です。
5 M.M.さん 53歳 農園労働者 インド・タミル人です。私たちはインド出身者です。
6 K.R.さん 53歳 元工場労働者（退職） インド・タミル人です。祖父母はインドから来ました。
7 K.K.さん 50歳 工場労働者 インド・タミル人です。曾祖父母はインドからきました。
8 M.M.さん* 48歳 農園労働者 高地タミル人です。私は誇りを持ってインド人であると言いたいです。
9 S.M.さん* 51歳 農園労働者 スリランカ市民です。スリランカ市民権を持っています。
　しかし、私はインド人であると言いたいと思います。




1 M.N.さん 16歳 学生 私はインド・タミル人であると言いたいです。
　私たちはインド出身なのですから。
2 R.S.さん 18歳 学生　GCE-Oレベル　 私はインド人であると言いたいです。
3 V.M.さん 22歳 求職中 インド・タミル人です。
4 A.P.さん* 38歳 プラッカー 農園労働者です。私たちは農園労働者ですから。



















































































検討した。事例研究の国内 NGO リーダー7 名の内の 3 名は、また NGO スタッフなどは暴力を
受けた経験を持っている。彼らは、彼らに向けられた暴力の問題を乗り越えて、前向きな行
動として NGO 活動を始めたことが明らかになった。また、彼らは「平和な社会」や「差別の




























































                                                  
１ Intermediate Technology Development Group/Overseas Development Administration (U.K.). (田村 
1996,74 頁,注 5.) 
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２ 最初の大型資金援助は 1972 年に NOVIB とドイツの Friedrich Naumann Stiftung であり、「1978 年から
NOVIB は個々のプロジェクトのみならず、マネージメントに必要な費用にも出資し、組織運営全般にも関わ
るようになる。」（ibid.,31 頁） 
そして、田村によれば、1986 年には NOVIB,CIDA,NORAD,TDG/ODA の合計 5 組織が「ドナー協議会」を形成
し、サルボダヤへの援助を協同で協議し、予算組み、活動報告などのアレンジを行うようになった。
(ibid.,37 頁)。 














西川は「キーパーソン」(key person) を以下のように説明している。 
 キーパーソンとは、世界システムの内部で、視野も行動範囲もせばめられている地域社会や民族内から
出て、他の世界経験をもち、自己の世界を客観化することにより、一段と広い展望のもとに自己の地域、





イナミズムが生まれると考えられる。」と述べている。（野田 2001,63 頁） 
７ 野田はサルボダヤ運動が現在批判されている問題のひとつとして、社会の価値観の変化によって、サル
ボダヤの哲学を保つことが困難になってきている点を指摘している。そして、スリランカで活動している
約 3,000 の NGO の中にはサルボダヤのような「覚醒」のプロセスを必要としないとする NGO もあり、村人




る。(SEEDS Briefing Report 1998/SEEDS Progress Report, First Quarter 2000/2001)  
９ 「他の銀行と異なり、村銀行は人間関係で成り立っているので、村人はこの村銀行からお金を借ります。
融資を受けて返済が出来ないなどの問題が起こる場合は、SEEDS やサルボダヤが相談にのってくれます。融









１０ 2000 年 8 月 24 日に、コロンボ近郊の HNB マハラガマ支店(Maharagama Branch)を訪問した。GP 職員
(K.W.さん)の案内で、3 名の借手の村人を訪問した。M.D.S.さん（女性；造花の製造）、大工の J.G.L.W.さ
ん（男性；机・椅子・食器棚などの木製家具の製造）、P.A.さん（女性；縫製の仕事）。 




１１ サナサは「貯蓄・信用協同組合」（Thrift and Credit Co-operation Societies）のシンハラ語訳の
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略《荒井 2000c 54 頁、（注１）》。 
1996 年のサナサの組合数は 8,340、組合員数は 768,061 人、出資金は 242,299 万ルピー《ibid.,36 頁 表
1。（源出所）TCCS 1996（Sanasa Statistical Report シンハラ語）》。 













られている農村開発 NGO であるサルボダヤで活動していた経験がある。」と記している。（ibid.,35 頁） 
１４ サッティダヤの 15 周年ブローシャーの「The Vision:Then, Now And Tomorror」には以下のように記
されている。  
Satyodaya arose in the post-war and post-Vatican II climate of creative search for new and more 













られるのではないと論じている。（Freire 1970 邦訳） 
《尚、この件に関しては筆者の以下の論文を参照にされたい。（早稲田大学大学院アジア太平洋研究科論
集 No.11 (2006.6) pp.258-259》 
１５ 例えば、ある司祭による「解放のための農園労働者の教育」と題する講和の中に、「私はコミュニテ
ィのサービスに関わる人びとは原則としてサルボダヤの考え（Sarodaya viewpoint）を受け入れると信じ
ている。」という言葉が見出させる（CSPA 1983 Dec.,No.15,pp.12-13）。 
１６ NOVIB,CIDA,NORAD などは、1983 年の暴動後から救済支援などでサッティオダヤを支援している
（SATYODAYA 1984, Apr.,p.4; SATYODAYA Apr.,1986, p.8)。1995 年には、サッティオダヤのドナーは、
Christian Aid(UK),Oxfam (UK, Ireland,Colombo),および Dutch International Aid、などである（SATYODYA 
1995,Oct.)。 
１７ British Refugee Council: http://breslroject.n.apc.org/slmonitor/december97/spec.html, （2004
年 12 月 27 日）。 
１８ 事例研究の国内 NGO の殆どは、住民が自主的に「5 名」でひとつのグループをつくることを促し、そ










ンチャヤットは 5 名の住民から構成されている。 
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のもとにある（山崎元一 1979,201 頁）。 
２０ 筆者は 1988 年にはじめてサッティオダヤ・センターを訪問した。面談した 3 名のスタッフは農園タ















を自分たちで証明してきた（SATYODAYA 1984, Apri.,.p.1）。 




である、と記されている。(CSPA 1986 Jun.,p.13) 
２４ 1983 年 8 月 14 日に S.トンダマン氏を議長として開催された CWC 全国評議会緊急会議で採択された
「CWC の緊急声明（83.8.14）」の中に以下のような記述がある。 
1983 年 7 月の「コロンボで暴動が発生する前に、すでに、マナール、ヴアヌニヤおよびトリンコマリー









民にテロリストの烙印を押すものであった。』（大平 1985, 23-24 頁）。 
２５ M 氏の祖父母はインド生まれで、スリランカの紅茶農園の労働者として移住した。両親は元農園労働
者であるが、現在は退職して農園内に居住している。M 氏の妻はジャフナにある助産婦養成所で勉強をした




きな 2 軒長屋が供与される。M 氏家族が住んでいるクォーターは、2 畳ほどの玄関口、8 畳ほどの居間兼食




２６ 中地に所在している農園（Nayapane estate）の 32 名の両親のうち、18 名は政府の政策と行動、2 名
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２７ (WSWS 4 Nov.,2000 by Wije Dias, http://www.wses.org/articles/2000/nov2000/sri-no4.shtml 2004
年 12 月 24 日) 
２８ (財団法人 国際労働財団 「スリランカの労働事情」2003 年 6 月 4 日講演録 
http://www.jilaf.or.jp/rodojijyo/SriLanka.html, 2005 年 2 月 23 日) 
２９ (WSWS 17 Feb., 1998 by Wije Dias、 http://www.wsws.org/workers/1998/feb1998/estate,shtml, 2004
年 12 月 24 日) 
３０ 225 議席のうち、CWC（9 議席）は統一国民党と連合して 82 議席を獲得した。JVP（39 議席)と連合し
たクマラトゥンガ大統領が率いる UPFA（統一人民自由連合）は 105 議席となり議席数を上回った。 
３１ 「CWC は、現在、自由貿易地帯で就労する労働者を対象として組織拡大の取り組みをしています。」（セ
イロン労働者会議 ダヤラン ヴァイチリンガム ヴェラサミー、「スリランカの労働事情」2003 年 6 月 4
日講演録、財団法人 国際労働財団、2 頁）（http://www.jilaf.or.jp/rodojijyo/SriLanka.htm., 
2005 年 2 月 23 日） 
 一方、SFP は既成の組合を官僚的組合と批判する中で、農園労働者だけでなく、広く労働者、農民、青年
たちと連携して、労働者階級闘争とすることを訴えている。(WSWS 1998 17 Feb.,1998, By Wije Dias, 上
記) 
３２ 2002 年 3 月 26 日の夕方に、筆者はパンウィラ[A]農園近くの路上で 4、5 名の 10 代後半の青年が集ま
っているところに、警察官がオートバイから降りて話しかけている場に出会った。 
３３ 2003 年 6 月 9 日と 10 日開催された東京復興支援会議では、日本は復興支援を目的に 10 億ドルを供与
することを提示した。 
しかし、2008 年 1 月に停戦合意が失効したため、今後の支援については不明である。 
３４ 2005 年 10 月末日までにスリランカ国内外の人びとからスリランカの銀行を通じて「津波被災の支援
金」（Tunami Donation）として振り込まれた金額は 22,139.7 百万ルピーであった。その内、政府に振り込
まれた金額は 3,251.5 百万ルピーであった。一方、スリランカの NGO に振り込まれた額は 19,888.2 百万ル
ピーと、政府への支援金のおよそ 6 倍である。中村によれば、この金額以外に銀行を通じていない支援金
がある。《中村尚司、(財)国際文化交流推進協会 アジア理解講座「スリランカ：和平構築への道のり 3」
第 4 回講座にて、 2002 年 10 月 31 日 於：（財）国際文化交流推進協会。（出所：Ceylon Daily News, 1st 
Nov.,2005, 源出所：Central Bank of Sri Lanka）；1 ルピー≒1.2 円》。 
３５ 例えば、序章で記したように高柳はカナダの NGO と CIDA の問題について論じている中で、次のよう
に記している。 
「1980 年代以降の不況や財政赤字に伴う NGO への資金供与を含む ODA 予算が削減され、90 年代はじめに
は…、NGO は成果とアカウンタビィティの向上を CIDA のみならず政府、議会、納税者から求められるよう
になった。」（高柳 op cit.,221 頁） 





３６ D 氏は、Justice of the Peace Society より、2002 年に Deshakeerthy 賞を、2005 年に Keerthisri 賞
を受賞している（D 氏よりの聞き取り。）。 
３７ 紅茶部門は 1994 年の総輸出収益の 20.2％を占めており、同国の最大の外貨獲得農業部門である
(Ongile 1999,p.27)。オンギルは Republic of Kenya 1995, Economic Survey に基づいている。 





いる。1994 年までにスモール・ホールダー部門は 68,400 ヘクタール、紅茶栽培総面積の 67.1％を占めて
いる。KTDA の資料に基づくと、1994/95 年の紅茶栽培スモール・ホールダー農家数は 289,270、また同期の
スモール・ホールダー紅茶生産者の平均栽培面積は 0.7 エーカーである。（ibid.,pp.27-28） 
３９ バスは、ディコヤ（Dickoya）地域の 2 つの学校（町と農園内）の約 450 名の O レベルと A レベルの
学生を対象とした調査では、ほぼ全員が彼らの故郷はインドのどこかの場所ではなく、スリランカの高地
のある場所を回答した（Bass op.cit.,p.4）、と記している。 
４０ 「高地タミル人」のタミル語の表記は、バスは「Malaiyaha Tamil」と記している（Bass op.cit.）。
一方、川島は、「高地タミル人」（Malaiha Tamils、英語では Up-country Tamils と表記）と記している（川
島 2002,151 頁）。他方、本研究の現地調査協力者である［A］農園の長老 D 氏は、「Malaiyaga Tamilan」と
表記している（2005 年 7 月 25 日付け書簡）。タミル語を英語のアルファベットに当てはめて表記すること
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能とするひとつの鍵となることが期待されているのである。」（鈴村・後藤 2001/2002、265 頁） 











































































シンハラ・ナショナリズムが益々高揚していく中で、1972 年と 1975 年に土地改革が実施
され、多くの農園は国有化された。農園国有化後の彼らの変化を 4 点に纏めた。 











あることを自覚した人びとによって、農園空間に NGO が形成されるようになった（第 4 章）。 





















タミル人の社会的貧困の緩和にどのように繋がっているかについて、2000 年 8 月、2002 年 3
































































じて、NGO としての能力向上や NGO 活動を支援するようになった。小さな国内 NGO はネット
ワーク化を進め、国際援助組織などの資金的技術的支援を受けて社会開発事業を推進してい







クのひとつである｢農園組織の NGO フォーラム｣の 7 つの会員 NGO と、その内の 3 つの NGO の
参加会員について、現地調査に基づいた事例研究として取り上げた。6 つの会員 NGO はヌワ
ラ・エリヤの農園で、他のひとつの会員 NGO はパンウィラの農園で活動を行っている。 



































者であるが、農園外部に出て NGO などに参加した経験を持っている。彼らは NGO という人び
とやコミュニティの発展を目指す新しい組織形態、また自分たちの力でもできる草の根の活
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  1981 年、2001 年  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２ 
 
 











　　合計 2,759.7 3,007.8 3,566.0 4,106.4 4,496.6 5,306.0
低地シンハラ人 1,846.6 * 2,041.2 * 1,458.3 1,716.9 1,927.1 2,216.2
キャンディ・シンハラ人 - - 872.5 998.6 1,089.1 1,256.8
スリランカ・タミル人 687.2 723.9 951.7 528.0 517.3 598.9
スリランカ・ムーア人 184.5 197.2 228.0 233.9 251.9 289.6
インド・ムーア人 - - - 32.7 33.0 36.3
ヨーロッパ人 4.8 4.7 6.3 7.6 8.1 9.2
バーガー・ユーラシアン　注1 17.9 21.2 23.5 26.7 29.4 32.3
マレー人 8.9 10.1 11.9 13.0 13.4 16.0
ヴェッダー　            注2 2.2 1.2 4.0 5.3 4.5 5.2
その他 7.5 8.3 9.7 12.7 22.0 27.4
インド・タミル人 - - - 531.0 602.7 818.5
  （対総人口割合：％）注3 - - - (12.9) (13.4) (15.4)
   (農園居住タミル人口） 195 注5 235 注5 441.6 注6 366.0 注7 493.9 注8 692.5 注8
民族
　　合計 6,657.3 8,097.9 10,582.0 12,689.9 14,846.8 18,732.0 注4
低地シンハラ人 2,902.5 3,469.5 4,470.3 5,425.8 10,979.4 * 13,815.5 *
キャンディ・シンハラ人 1,718.0 2,147.2 3,042.6 3,705.5 - -
スリランカ・タミル人 733.7 884.7 1,164.7 1,424.0 1,886.9 730.2
スリランカ・ムーア人 373.6 464.0 626.8 828.3 1,046.9 1,351.4
インド・ムーア人 35.6 47.5 55.4 27.4 ** **
ヨーロッパ人 5.4 6.5 ** ** ** **
バーガー・ユーラシアン　注1 41.9 46.0 45.9 45.4 39.4 34.6
マレー人 22.5 25.4 33.4 43.5 47.0 47.6
ヴェッダー　            注2 2.4 0.8 0.4 ** ** **
その他 41.1 32.2 19.5 15.5 28.4 29.5
インド・タミル人 780.6 974.1 1,123.0 1,174.9 818.7 855.9
  （対総人口割合：％）注3 (11.7) (12.0) (10.6) (9.3) (5.5) (4.6)




　　+  Census of Population and Housing 2001 が完全に実施した18地域の統計数字のみ。
（出所）Department of Census and Statistics, Ethnic Group and Religion, 
        Table 2.8 Population by ethnic group, census year.




           近年には一般社会の中に定住。
　注３．（対総人口割合：％）は筆者による算出。
　注４．（出所）Department of Census and Statistics, Census of Population and Housing 2001.
                   但し、北東部7地区は推計値。
　注５．（出所）Ｄe Silva 1981,p.294.
　注６．（出所）Jayaraman　1967,p.325より。　
　　　　　　（源出所）Census of Ceylon,1946,Vol.1.,Part I,p.237.
　注７．（出所）Craig, J.E.Jr., 1970,p.230より。　（源出所）Census of Ceylon, 1911.　　
　注８．（出所）中村 1964、第2表より。（源出所）1946年まではS.I.Jennings, The Economy of Ceylon, 
        　　　　　1951,p.44. 　 1953年は、Ferguson's Ceylon Directory 1960, Colombo, p.90.
　注９．　2000年の農園居住人口。（出所）ADB 2002,p.39 Appendix 7,Table A7.
　　　 　　　（源出所） Project preparatory technical assistance final report,  December 2001.
　　　　　　1995年12月時点の農園居住人口は862.181。（出所）Dunham et.al. 1997, p.30より。




1931(1)(2)1881 1891 1901 1911 1921





人口 人口割合 人口 人口割合 人口 人口割合 人口 人口割合
合計 1,048,317 100.0 1,272,463 100.0 603,577 100.0 700,083 100.0
　シンハラ人 778,801 74.3 942,038 74.0 254,375 42.1 280,236 40.0
　スリランカ・タミル人 52,791 5.0 49,205 3.9 76,449 12.7 41,445 5.9
　インド・タミル人 98,436 9.4 106,341 8.4 257,478 42.7 359,386 51.3
　スリランカ・ムーア人 109,779 10.5 169,029 13.3 12,163 2.0 17,557 2.5
　バーガー 2,122 0.2 2,054 0.2 696 0.1 538 0.1
　マレー人 2,755 0.3 2,210 0.2 1,136 0.2 600 0.1
　その他　　　　 3,633 0.3 1,586 0.1 1,280 0.2 321 0.0




1981年 2001年　 1981年 2001年　
付記　３．　農園部門と産業樹木作物のための外部援助：1968年－2000年
援助機関 事業 金額（mil.) 援助形態 承認年度
アジア開発銀行 第1回紅茶工場の近代化 $2.0 ローン 1968
第2回紅茶工場の近代化 $3.5 ” 1970
第3回紅茶開発 $12.8 ” 1980
ココナッツ開発 $12.0 ” 1981
農園部門事業 $45.0 ” 1984
農業用投入要素プログラム･ローン $29.0 ” 1986
農業プログラム･ローン $80.0 ” 1989
スモール・ホールダー紅茶開発事業 $25.0 ” 1989
第2回農業プログラム $60.0 ” 1991
農園改革事業 $60.0 ” 1995
紅茶開発事業 $35.0 ” 1998
世界銀行 農業事業 $25.0 ” 1975
樹木作物回復 $25.5 ” 1978
スモール・ホールダー・ゴム回復事業 $16.0 ” 1980
紅茶回復と多様化 $20.0 ” 1982
第4回樹木作物 $55.0 ” 1985
第2回スモール･ホールダー･
　ゴム回復事業 $23.5 ” 1988
農園部門の商業化 $12.2 ” 1991
農園部門構造改革 $12.2 ” 1991
オーストラリア（AuｓAID) 土地の質の悪化と、農園産業 Aus.$0.6 無償資金 1994
CARE Change Agents Project $1.0 ” 1986
農園外雇用 $1.0 ” 1995
Danish International 水と衛生 $4.0 ” 1985
  Development Assistance (Danida)
Deutsche Gesellschaft fur 農園森林と水資源開発 DM1.9 ” 1997
  Technische Azusammenarbeit
　(GTZ-Germany)
Netherlands 第4回樹木作物 $8.0 ローン 1985
農園開発支援プログラム NG27.3 無償資金 1998
Norwegian Agency for Development 第4次樹木作物 $5.5 ローン 1985
  Cooperation 農園部門の福祉プログラム NKr8.8 無償協力 1993
  (NORAD-Norway) Monoragala総合農村開発 NKr60.0 ” 1996
農園開発支援プログラム NKr50.0 ” 1998
Overseas Development 第4次樹木作物 $5.5 ローン 1985
  Administration 
　(ODA-United Kingdom)
Swedish International Development バドゥ－ラ県総合農村開発 SKr 6.3 無償協力 1984
　Cooperation Agency (SIDA-Sweden) 農園学校教育開発プログラム SKr46.3 ” 1986
マータレ県総合農村開発 SKr35.0 " 1995
United States Agency for Competitiveness Initiative $6.7 ” 2000
  International Development
　 (USAID-United States)
UNICEF 母子ケア、訓練 $20.0 ” 1974
健康、栄養、コミュニティ開発 $1.0 ” 1997
女性の信用と貯蓄プログラム $1.0 ” 1999
国連家族計画協会 総合病院家族計画 $5.5 ” 1974
家族計画教育 $1.0 ” 1989
家族計画 $0.5 ” 1993
(源出所）　External Resources  Department.
















1921 セイロン農園企業家協会（Ceylon Estate Preprietary Association)が設立される。
1931 成人男女に参政権を与えた国家評議会選挙が行われる。
1939 農園タミル人労働者のためのセイロン・インド会議（Ceylon Indian Congress:CIC)が設立される。




1948 英国連邦の自治領として独立する。セイロン市民権法（Ceylon Citizenship Act No.18)が成立する。
　インド生まれの多くのタミル人は市民権を剥奪される。
1949 インド・パキスタン市民憲法が成立する。
D.S.セーナナーヤカ首相は国会選挙法（Ceylon Elections Amendment Act)を上程する。










1972 5 CWCも参加母体となって、タミル統一戦線（Tamil United Front)が結成され、
　イーラム共和国の樹立を宣言する。
5 イギリス連邦から完全に独立し、国名はスリランカ共和国となる。
































































（出所）荒井 2002ｃ　を中心に、Moldrich op.cit., Sabaratnam,T. op.cit.、 Thondm n op.cit.、




   
 
       
１．現地調査日程表 





  ２－１．パンウィラとノーウッドの 5 つの農園居住者を対象とした質問紙調査 
   （１）調査質問紙（タミル語）  
   （２）調査結果一覧表  
 
  ２－２．国内 NGO[I]会員を対象とした質問紙調査  








（パンウィラのある農園で働く労働者の給与明細書、2002 年 11 月）  
 


















第1回 2000年 農園 ①　公営農園（P.農園） Panwila
　8月22日～ ②　「A]農園会社農園 Panwila
8月28日 国内NGOs ①  国内NGO[VII] Panwila
②　Sarvodaya
       SEEDS 事務局 Ratmalana
　   　SEEDS 支店 Kalutara　
銀行 ② Hatton National Bank, Ltd. Colombo
　     Gami Pubuduwa Program (GP)
　         GP支店（コロンボ近郊農村） Maharagama　
           GP支店（キャンディ近郊農村） Pamunuwa
市民 コロンボ、キャンディ、ワッテガマ、パンウィラの住民
第2回 2002年 農園 ①　[A]農園会社農園 Panwila
　3月21日～ ②　個人所有農園　（F.農園） Panwila
3月31日 ③　農園会社（T.農園） Hatton





第3回 2002年 農園 ①［A]農園会社農園 Panwila










第4回 2003年 農園 ① [A]農園会社農園 Panwila
　7月17日～ ② [B]公営農園　 Panwila






国際NGOs ①　Solidarity Center, American Center for Colombo
    　International Labour Solidarity 
②　OXFAM、Colombo　 Colombo
③　CARE International, Kandy Kandy




農園関係 ①　Ceylon Workers’ Congress Colombo
　機関 ②　TRUST: Plantation Human Development Norwood 
③　Sri Lankan Tea Board Colombo
国際機関 Asian Development Bank, Sri Lanka Colombo
中央政府 ①　Ministry of Plantation Industries Colombo
②　Ministry of Finance and Planning Coloｍbo



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（１） ノーウッドの紅茶農園地域  
（麓の地点、2002 年 12 月） 
 
（２） ライン・ハウス  
（パンウィラの農園、1990 年 6 月） 
 
（３） ライン・ハウス  
（パンウィラの農園、1990 年 6 月） 
 
（４） ライン・ルーム内の煮炊きの場所  
(パンウィラの農園、1990 年 6 月) 
 
（５） 摘んだ葉を運ぶプラッカーの後姿 （ナイロン製の袋を使用） 
 (ノーウッドの茶園、2002 年 12 月) 
 
（６） 農園内工場の前に整列して、葉の計量を待つプラッカー （竹製の籠を使用） 
 （パンウィラの農園、1994 年 9 月） 
 
（７） 茶摘みをしているプラッカー  
（ノーウッドの茶園、2002 年 12 月） 
 
（８） 茶園で働くカンガーニ（男性）とプラッカー（女性）  
（パンウィラの茶園、1998 年 5 月） 
 
（９） 摘んだ葉の集荷と計量  
(ノーウッドの車道にて、2002 年 12 月) 
 
（１０）午前の仕事終了後に保育所（crèsh）に幼児を迎えに来た母親 
    （パンウィラ [Ｂ]公営農園、2002 年 7 月） 
 
（１１）ライン・ハウス  
（パンウィラ [Ａ]農園会社の農園、2002 年 3 月） 














































































（出所）東京 P.P 会 『スリランカの民話 II』 1991,111－116 頁より。 
 
（「東京 P.P 会」はスリランカに長期滞在した日本の女性たちの会である。『スリランカの民
話 II』は同会が邦訳し、出版している民話集である。紙面の都合上、筆者が短くした。） 
